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5001A 5001001 z07001 金融庁、
公認会計
士法第16
条の2

公認会計士法第16条の２によ
り、外国の公認会計士の資格を
有し、かつ、会計に関連する日
本国の法令について相当の知
識を有する者は、内閣総理大臣
による承認を受け、日本公認会
計士協会による外国公認会計士
名簿への登録を受けて、公認会
計士としての業務を行うことがで
きることとされているが、1976年
以降、外国公認会計士の承認
のための試験又は選考は行わ

れていない。

ｃ Ⅱ

当該規定は我が国における公認会計士制
度創設時に、緊急に公認会計士の数の増
加を図る等の必要から、外国の公認会計士
を招聘する趣旨で導入されたものである。
現行の公認会計士試験制度には受験資格
の制限はなく、現状において、外国公認会
計士を承認するための特別の試験又は選
考を行う必要性は低いものと考える。

個人 1 A
外国公認会計士登録の

実施

公認会計士法第１６条の２に基づ
き、日本公認会計士協会による外
国公認会計士名簿への登録の実

施

金融庁企業開示課公認会計士係に問
い合わせたところ、この条文は戦後、公
認会計士が不足していた時期に外国の
公認会計士にも資格を承認していたが、
現在では運用されていないとの回答でし
た。また、日本公認会計士協会に外国
公認会計士名簿への登録方法を尋ねて
みました。答えは、「昭和50年12月以
降、資格の承認のための試験・選考等
は実施されておりません。手続・試験等
の詳細については資格の承認を実施す
る公認会計士・監査審査会まで、お問い
合わせ願います。」というものでした。つ
まり、外国公認会計士名簿というのは、
現在では存在しないということのようで
す。次に、公認会計士・監査審査会に問
い合わせたところ外国公認会計士への
試験・選考は実施されておらず、日本人
であれば、日本の公認会計士の試験を
受けてくださいと言われました。

私は、アメリカ、ワシントン州のライセンスを
保有する米国公認会計士ですが、税理士
法、公認会計士法の条文に基づき、日本の
税理士資格を取得することを考えておりま
す。しかしながら、公認会計士法に規定され
ている外国公認会計士名簿への登録が実施
されておらず、困っております。根拠条文は、
公認会計士法第１６条の２、税理士法第３条
２項になります。これらの条文を読み米国公
認会計士も日本の税理士登録が可能ではな
いかと思い各関係部署に問い合わせまし

た。
ところが答えはNoでした。しかしよくよく考え
てみると法治国家である以上、法律に基づき
正しく事務を遂行するのが、役所及び関係団
体の義務ではないでしょうか。業界独自の解
釈で判断するのは業界のエゴであり、誤りで
はないかと思います。小泉政権以来、官邸
主導の政治を行っていることもあり、内閣府
規制改革・民間開放推進室に陳情させてい

ただくことにいたしました。

根拠条文は、
公認会計士法
第１６条の２、
税理士法第３
条２項になりま

す。

5015A 5015001 z07002 金融庁、

保険業法
第275条第
１項

同法施行
規則212条
3項1号、
212条の2
第3項第1
号、212条
の4第3項1
号、212条
の5第3項1
号

銀行等が一定規模以下の小規
模事業者に対し、事業に必要な
資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が
常時使用する従業員及び当該
法人の役員（代表者を除く。）に
対して手数料その他の報酬を得
て保険募集を行うことが禁止さ

れている。

ｃ －

本件規制は、小規模企業者の場合、従業
員が事業主等といわば運命共同体のような
密接な関係にあり、企業の資金繰りを巡り
銀行等の影響が当該従業員に及ぶおそれ
が高いことから設けられているものである。
モニタリングの結果必要な場合には、弊害
防止措置の見直しも検討することになる。

（社）全国地方
銀行協会

1 A
銀行の保険窓販制度に
関する規制改革

銀行の保険窓販に係る融資先販
売規制を廃止または緩和する。

（＊右欄より）
また、その際、勤務先が銀行から融資を
受けているという事実を伝えることは守
秘義務の観点から困難であり、謝絶理
由について顧客の理解を得ることができ

ない事態が生じている。
③本規制は、保険契約者だけでなく被
保険者が融資先であるケースも対象とし
ているが、契約当事者ではない被保険
者が融資先であるという理由だけで圧
力販売が生じるとは考えにくく、過重な

規制である。

　本規制により、銀行の保険窓販につい
ては、ワンストップ化による顧客利便向
上という商品拡大の目的が達成できて
いない。また、顧客が申告する勤務先と
銀行データベースの照合が必要となり、
手続きに時間がかかるため、この点から
も顧客利便の低下を招いており、かつ銀
行の事務負担も大きくなっている。

　以上のことから、融資先販売規制を廃
止するか、もしくは、少なくとも、顧客との
トラブル防止の観点から、従業員、被保
険者については規制対象外とすべきで

ある。

　銀行における保険窓販については、平成
17年12月より販売商品が拡大された際、銀
行による圧力販売を防止するとの観点から、
新たな弊害防止措置として、事業資金の融
資先である法人、その代表者（小規模事業
者の場合は従業員も対象）および個人事業
主への保険販売を禁止する「融資先販売規

制」が設けられた。
　しかし、銀行の保険窓販にかかる圧力販売
については独占禁止法による禁止規定で十
分であり、保険業法に特別な規制を設けるこ

とは不要である。
　また、本規制は、次のとおり圧力販売が起
こり得ないケースまで規制する過剰なもので
あり、顧客の利便性を著しく損ない、現実の
販売窓口において顧客の理解も得にくいも

のとなっている。
①顧客が自ら来店して保険加入意思を示し
た場合など圧力販売が起こり得ないケース
についても、本規制の要件に該当すれば申
込みを謝絶せざるを得なくなっている。
②特に、融資先の従業員については、自分
の勤務先の融資取引銀行を知らないことが
通常であり、その場合には当然に圧力販売
も起り得ないが、融資先の従業員であるとい
う理由だけで申込みを謝絶せざるを得なく

なっている。（*左欄に続く）

保険業法施行
規則 第211条
第３項第１号、
第211条の２第
３項第１号

5015A 5015002 z07003 金融庁、

保険業法
第275条第
１項

同法施行
規則 第
212条第3
項第3号、
第212条の
2第3項第3
号、第212
条の4第3
項第3号、
第212条の
5第3項第3
号

銀行等は、事業性資金の貸付け
を担当する者が、保険募集を行
わないことを確保するための措
置を講じなければならない。
当該銀行等が特例地域金融機
関である場合にあっては、当該
措置に代わるものとして金融庁
長官が定める次のいずれかの
措置を講じなければならない。
①当該職員が直接の担当先の
関係者を対象とする保険契約の
締結の代理又は媒介を行わな
いことを確保する措置
②当該職員が直接の担当先の
関係者を対象とする保険契約の
締結の代理又は媒介を行った場
合に、それが法令等に適合する
ものであったことを個別に確認
する業務を行う者を本店等に配
置する措置

ｃ －

保険の圧力募集が生じないために定められ
た規制であり、対応は困難である。なお、モ
ニタリングの結果必要な場合には、弊害防
止措置の見直しも検討することとなる。

（社）全国地方
銀行協会

2 A
銀行の保険窓販制度に
関する規制改革

銀行の保険窓販に係る担当者分
離規制を廃止する。

（＊右欄より）
　地方銀行については、本規制の適用
を受けない特例地域金融機関となる選
択肢が認められているものの、保険金
額の制限（１千万円）が課せられるた
め、顧客ニーズに十分に応えられないう
え、銀行としても金額を管理する負担が

大きい。
　本規制により、銀行の保険窓販につい
ては、ワンストップ化による顧客利便向
上という商品拡大の目的が達成できて
いない。以上のことから、独占禁止法の
遵守を前提として、担当者分離規制を廃

止すべきである。

　銀行における保険窓販については、平成
17年12月より販売商品が拡大された際、銀
行による圧力販売を防止するとの観点から、
新たな弊害防止措置として、事業資金の融
資担当者と保険募集担当者の分離を義務づ
ける「担当者分離規制」が設けられた。

　しかし、銀行の保険窓販にかかる圧力販売
については独占禁止法による禁止規定で十
分であり、保険業法に特別な規制を設けるこ

とは不要である。
　地方銀行の場合、多くの行員が事業性融
資の担当を兼務しているため、保険販売要
員の確保が難しく、保険窓販を推進するうえ
での障害になっている。顧客にとっても、保
険ニーズがあって来店した際に迅速な対応
が受けられず、利便性の低下を招いている。
また、例えば、富裕層顧客等について銀行
員がファイナンシャルプランナーとして資産
調達・運用両面からの総合的なアドバイスを
行っている場合、保険の活用まで含めた総
合的な提案をすることができない。（＊左欄

に続く）

保険業法施行
規則 第211条
第３項第３号、
第211条の２第
３項第３号
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5015A 5015003 z07004 金融庁、

保険業法
第300条第
1項第9号
同法施行
規則第234
条第1項第
2号
平成10年
大蔵省告
示第238号
保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅱ
－3－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募集代
理店契約を締結して生命保険商
品の募集を行う場合、従業員へ
の圧力募集等を防止する観点
から、当該企業及びその企業と
密接な関係を有する者（法人）の
役員・従業員に対する保険募集
が一部の保険商品を除き禁止さ
れている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難性等
に鑑み設けられている規制であり、その趣
旨を踏まえつつ、規制改革・民間開放推進
３ヵ年計画（再改定）に示されたスケジュー
ルに従い本年度に検討を行う。

（社）全国地方
銀行協会

3 A
銀行の保険窓販制度に
関する規制改革

生命保険の募集に係る構成員契
約規制を廃止する。

（右欄より）
　このような過度の規制を廃止すること
により、顧客利便の向上、銀行等の収
益機会の拡大、勤務先確認に係る事務
負担の軽減等を図ることができると考え

られる。

　生命保険募集人（銀行等）と「密接な関係」
（一定の資本関係や人事交流等）を有する法
人の役職員に対しては、当該役職員が自ら
の意思で保険商品の購入を銀行等に申し出
た場合であっても、銀行等は当該商品の説
明すらできないことになっている。本規制は
顧客利便を著しく損ない、銀行等における生

命保険販売の障壁となっている。
　加えて、本規制により、銀行等が顧客に対
して生命保険の募集を行う際には、商品内
容やリスク等の説明を行う前に、まず顧客の
勤務先を確認しなければならないが、個人情
報の取扱いに関する関心が高まる中、この
ような不自然な確認事務を行うことにより、
顧客に無用な不信感を惹起する結果となっ

ている。
　本規制の目的は生命保険商品の圧力販売
の防止にあるとされているが、圧力販売は独
占禁止法で禁じられており、本規制は不要で
ある。また、銀行による保険販売について
は、圧力販売の防止との名目で融資先販売
規制、担当者分離規制などの弊害防止措置
が別途設けられており、二重三重の過剰な
規制が行われている。（左欄に続く）

保険業法 第
300条第１項第

９号
同施行規則 第
234条第１項第

２号
平成10年大蔵
省告示第238

号

5015A 5015004 z07005 金融庁、

金融機関
の信託業
務の兼営
等に関す
る法律

都銀本体、信託銀行子会社及び
信託契約代理店が不動産関連
業務を行うことは禁止されてい

る。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金者等
の保護を確保する観点から、財務及び業務
の健全性を維持するため、極めて厳格な業
務範囲制限や子会社の業務規制が課され
ているところ。このような観点から、平成14
年において、都銀本体等に信託業務を解禁
した際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであり、今
日においても金融機関の財務及び業務の
健全性を確保する必要性が高いことから、
参入の可否については慎重な検討を要す

る。

（社）全国地方
銀行協会

4 A
普通銀行本体及び信託
代理店における不動産
関連業務の取扱い解禁

普通銀行本体および信託代理店
における不動産関連業務（信託併
営業務）の取扱いを解禁する。

　不動産関連業務の取扱いが認められ
れば、例えば遺産整理業務と併せて不
動産の処分等を銀行で実施することが
可能となり、地域の個人顧客に対してよ
り利便性の高いサービスを提供できる
ほか、法人取引においても不動産を含
めた財産の総合的なコンサルティング
サービス等を提供することが可能とな

る。

　大都市圏を除く地方では、専業信託銀行の
店舗数が非常に少なく、専業信託銀行が主
力業務としている不動産関連サービスの提
供に関して地域間格差が生じている。このた
め、地方における顧客ニーズに的確に応え
る観点から標記業務の解禁が必要である。
　不動産仲介や不動産管理は手数料ビジネ
スでありリスクはほとんどないと考えられ、ま
た、メガバンクではグループ内の信託銀行を
活用してグループ一体となって不動産ビジネ
スを展開している現状を考えると、銀行本体
に不動産関連業務を禁じている意味合いは

薄いと考えられる。

金融機関の信
託業務の兼営
等に関する法
律 第１条第１

項
同施行令 第３

条
同施行規則 第
３条第１項

5015A 5015005 G05 z07006
金融庁、
法務省、

特定融資
枠契約に
関する法
律第2条

コミットメントライン契約（特定融
資枠契約）に係る手数料が利息
制限法及び出資法上の「みなし
利息」の適用除外となるのは､借
主が、①会社法 （平成17年法律
第86号）第２条第６号に規定す
る大会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目的会
社（資産の流動化に関する法律
第２条第３項）等である場合に限
定される。

ｂ Ⅰ

　平成15年に実施した借り手側のニーズ調
査によれば、平成13年改正で新たに借主
の範囲に加えられた中堅企業の利用状況
が低調であり、さらに、地方公共団体に関し
てはコミットメントライン契約を利用したいと
のニーズがほとんどないという結果であっ
たため、こうしたニーズがその後変化したか
十分に見極めていく必要があると思われ

る。
　以上を踏まえ法務省及び金融庁として
は、関係省庁とも連携をとりながら今後も引

き続き検討を行う。

（社）全国地方
銀行協会

5 A
コミットメントライン契約
適用対象のさらなる拡大

コミットメントライン契約（特定融資
枠契約）の適用対象を拡大し、ａ.中
小企業（資本金３億円以下等）、ｂ.
地方公共団体、地方公社、独立行
政法人等をその範囲に含める。

　平成13年６月の法改正により、それまで商
法特例法上の大会社に限定されていた対象
企業等に、①資本の額が３億円を超える株
式会社、②証券取引法の規定による監査証
明を受けなければならない株式会社、③特
定債権等譲受業者、④特定目的会社および
登録投資法人等が加えられたが、より幅広
い中小企業への金融の円滑化を図り、中小
企業経営の安定と銀行の収益機会の拡大に
資する観点からは、さらなる適用対象の拡大

が必要である。
　また、地方公共団体等の資金需要に対し
てより安定的・機動的に対応していく観点か
ら、これらも適用対象に含めるべきである。

特定融資枠契
約に関する法
律 第２条
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5022A 5022003 G05 z07006
金融庁、
法務省、

特定融資
枠契約に
関する法
律第2条

コミットメントライン契約（特定融
資枠契約）に係る手数料が利息
制限法及び出資法上の「みなし
利息」の適用除外となるのは､借
主が、①会社法 （平成17年法律
第86号）第２条第６号に規定す
る大会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目的会
社（資産の流動化に関する法律
第２条第３項）等である場合に限
定される。

ｂ Ⅰ

　平成15年に実施した借り手側のニーズ調
査によれば、平成13年改正で新たに借主
の範囲に加えられた中堅企業の利用状況
が低調であり、さらに、地方公共団体に関し
てはコミットメントライン契約を利用したいと
のニーズがほとんどないという結果であっ
たため、こうしたニーズがその後変化したか
十分に見極めていく必要があると思われ

る。
　以上を踏まえ法務省及び金融庁として
は、関係省庁とも連携をとりながら今後も引

き続き検討を行う。

社団法人 第
二地方銀行協

会
3 A

コミットメントライン契約
適用対象の拡大

コミットメントライン契約に係る手数
料が利息制限法および出資法上
のみなし利息の適用除外となる借
主の対象を拡大し、中小企業（資
本金3億円以下）のほか地方公共

団体等を加える。

  コミットメントライン契約は、中小企業等に
とっても安定的な資金調達のための有益な
手段であり、中小企業の資金調達手段の多

様化を図ることが可能となる。
  なお、「各省庁からの再回答について」(平
成18年8月14日)では、「優越的な地位を濫用
し、・・・『借り手』にコミットメントライン契約を
押し付けることによる弊害が発生するおそれ
がある。」とされているが、銀行は、監督当局
からの要請等を踏まえ、優越的地位濫用防
止のための適切な態勢の構築に努めている
ことから、そうした事態は生じないと考える。

・特定融資枠
契約に関する
法律第2条

5032A 5032020 G05 z07006
金融庁、
法務省、

特定融資
枠契約に
関する法
律第2条

コミットメントライン契約（特定融
資枠契約）に係る手数料が利息
制限法及び出資法上の「みなし
利息」の適用除外となるのは､借
主が、①会社法 （平成17年法律
第86号）第２条第６号に規定す
る大会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目的会
社（資産の流動化に関する法律
第２条第３項）等である場合に限
定される。

ｂ Ⅰ

　平成15年に実施した借り手側のニーズ調
査によれば、平成13年改正で新たに借主
の範囲に加えられた中堅企業の利用状況
が低調であり、さらに、地方公共団体に関し
てはコミットメントライン契約を利用したいと
のニーズがほとんどないという結果であっ
たため、こうしたニーズがその後変化したか
十分に見極めていく必要があると思われ

る。
　以上を踏まえ法務省及び金融庁として
は、関係省庁とも連携をとりながら今後も引

き続き検討を行う。

都銀懇話会 20 A
特定融資枠契約の借主
の対象範囲拡大

ⅰ)特定融資枠契約に係る手数料
が利息制限法及び出資法上のみ
なし利息の適用除外となる借主の
対象範囲を拡大し、中小企業(資本
金3億円以下等)等に加え、以下の
ような借主を追加。①地方公共団
体、②独立行政法人、③国立大学
法人、④学校法人、⑤医療法人、
⑥共済組合、⑦消費生活協同組
合、⑧市街地再開発組合、⑨特別
目的会社(「証券取引法施行令第
17条の2第2項第3号及び同条第3
項に規定する有価証券を定める内
閣府令」に定める有価証券を発行
する法人並びにそれに準ずる外国

法人)
ⅱ)資産流動化業務に関して、特定
融資枠契約の借主となることがで
きる者に、「合同会社」および「有限

責任中間法人」を追加。

ⅰ)コミットメント・ライン(特定融資枠契約)は、
既に制度が導入されている大企業等のみな
らず、中小企業や地方公共団体等にとっても
有益な資金調達手段。経済的弱者保護とい
う本法の当初の趣旨は首肯できるものの、
現環境下においては、借主の範囲について
中小企業等を一律に排除していることは適
切ではない。同様に、地方公共団体・独立行
政法人・国立大学法人等、十分な金融・法務
知識を有する先については、コミットメント・ラ
イン契約を可能とすることによって、資金調
達の多様化・安定化等が図れると考えられ

る。
ⅱ)資産流動化業務において、有限会社と同
様に、ＳＰＣとして利用されている合同会社お
よび有限責任中間法人との間で、流動性補
完のためにコミットメントライン契約を締結す
る必要がある場合がある。本要望が措置さ
れれば、資産流動化業務の更なる進展が図

られる。

・特定融資枠
契約に関する
法律第2条

・特定融資枠
契約の適用対
象は、下記の
ように限定され
ている。①会
社法上の大会
社(資本金5億
円以上又は負
債額200億円
以上)②資本金
3億円超の株
式会社③証取
法規定で監査
証明を受ける
株式会社等
・資産流動化
業務に関して、
特定融資枠契
約の借主とな
ることができる
のは、株式会
社に限定され
ている。

5065A 5065004 G05 z07006
金融庁、
法務省、

特定融資
枠契約に
関する法
律第2条

コミットメントライン契約（特定融
資枠契約）に係る手数料が利息
制限法及び出資法上の「みなし
利息」の適用除外となるのは､借
主が、①会社法 （平成17年法律
第86号）第２条第６号に規定す
る大会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目的会
社（資産の流動化に関する法律
第２条第３項）等である場合に限
定される。

ｂ Ⅰ

　平成15年に実施した借り手側のニーズ調
査によれば、平成13年改正で新たに借主
の範囲に加えられた中堅企業の利用状況
が低調であり、さらに、地方公共団体に関し
てはコミットメントライン契約を利用したいと
のニーズがほとんどないという結果であっ
たため、こうしたニーズがその後変化したか
十分に見極めていく必要があると思われ

る。
　以上を踏まえ法務省及び金融庁として
は、関係省庁とも連携をとりながら今後も引

き続き検討を行う。

社団法人全国
信用金庫協
会・信金中央
金庫

4 A コミットメントライン契約
の適用対象企業の拡大

（特定融資枠契約法の規制の緩
和）対象企業を拡大する。

コミットメントライン契約（特定融資枠契
約）の適用対象を拡大し、①中小企業
（資本金３億円以下等）、②地方公共団
体や特別法で定められた地方公社等を

その範囲に含める。

コミットメントライン契約（特定融資枠契約）に
係る手数料が利息制限法及び出資法上の
「みなし利息」の適用除外となるのは、借手
が資本金が３億円を超える株式会社ーなど
に限定されており、中小企業（資本金３億円
以下等）、地方公共団体等には認められて
いない。地域金融機関のメイン取引先がほ
ぼ当該契約の対象外であることは、我が国
の制度に定着していないために借手側の
ニーズも希薄とならざるを得ない。

一方、ここ数年間のコミットメントライン契約を
利用した借入は、中堅規模以上の中小企業
にも広がっており、潜在的要素は広まりつつ

ある。
したがって、コミットメントライン契約（特定融
資枠契約）の適用対象を拡大することによ
り、中小企業の資金調達の多様化が図られ
ることになるため、規制緩和していただきた

い。

特定融資枠契
約に関する法
律第２条

継続
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5070A 5070006 G05 z07006
金融庁、
法務省、

特定融資
枠契約に
関する法
律第2条

コミットメントライン契約（特定融
資枠契約）に係る手数料が利息
制限法及び出資法上の「みなし
利息」の適用除外となるのは､借
主が、①会社法 （平成17年法律
第86号）第２条第６号に規定す
る大会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目的会
社（資産の流動化に関する法律
第２条第３項）等である場合に限
定される。

ｂ Ⅰ

　平成15年に実施した借り手側のニーズ調
査によれば、平成13年改正で新たに借主
の範囲に加えられた中堅企業の利用状況
が低調であり、さらに、地方公共団体に関し
てはコミットメントライン契約を利用したいと
のニーズがほとんどないという結果であっ
たため、こうしたニーズがその後変化したか
十分に見極めていく必要があると思われ

る。
　以上を踏まえ法務省及び金融庁として
は、関係省庁とも連携をとりながら今後も引

き続き検討を行う。

社団法人全国
信用組合中央

協会
6 Ａ

コミットメントライン契約
の適用対象企業を拡大

すること

コミットメントライン契約（特定融資
枠契約）の適用対象を拡大し、中
小企業等の資金調達手段の多様
化を図ることが必要であることか
ら、中小企業（資本金３億円以下
等）、地方公共団体、独立行政法
人、地方独立行政法人、地方公社
等をその範囲に含めること。

信用組合のメイン取引先の大部分が当該契
約の対象外であるため、コミットメントライン
契約（特定融資枠契約）の適用対象を拡大
し、中小企業等の資金調達手段の多様化を
図ることが必要であることから、中小企業（資
本金３億円以下等）、地方公共団体、独立行
政法人、地方独立行政法人、地方公社等を

その範囲に含めること。

特定融資枠契
約に関する法
律第２条

5015A 5015013 G03 z07007 金融庁、

銀行法第
２０条、会
社法第４４
０条第１項
及び第４項

銀行は、営業年度及び中間営業
年度にかかる貸借対照表及び
損益計算書を作成し、公告しな
ければならないとなっている。会
社法第４４０条第１項では、株式
会社は定時株主総会の終結後
遅滞なく貸借対照表を公告しな
ければならないと規定されてい
るが、第４項で証取法第２４条第
１項の規定により有価証券報告
書を内閣総理大臣に提出しなけ
ればならない株式会社について
は、この適用をしないとなってい

る。

ｃ Ⅰ
銀行の決算公告については、預金者に幅
広く周知するための簡便でわかりやすい開
示方法であることから措置困難である。

（社）全国地方
銀行協会

13 A
有価証券報告書を提出
している銀行の決算公告

の免除

有価証券報告書を提出している銀
行について、決算公告を免除す

る。

　有価証券報告書の提出会社は、会社法第
440条第４項により決算公告が免除されてい
るが、銀行については、銀行法の規定により

免除されていない。
　有価証券報告書はＥＤＩＮＥＴで公開されて
おり、制度の目的はどうあれ、一般預金者を
含めて誰でも常時閲覧できるため、有価証
券報告書を提出している銀行について決算
公告を免除したとしても、一般預金者に対す
る情報開示が後退するとは考えられない。
　また、有価証券報告書以外にも、銀行はよ
り詳細な情報を盛り込んだディスクロー
ジャー誌の公衆縦覧が義務付けられ、その
内容を自主的にホームページに掲載するな
ど積極的な情報開示に取り組んでおり、決
算公告がなくても、一般預金者に対する情報

開示の充実は図られている。

会社法第440
条第４項

銀行法第20条
第４～６項

5022A 5022011 G03 z07007 金融庁、

銀行法第
２０条、５２
条の２８、
第５７条、
会社法第
４４０条第
１項及び第
４項

銀行又は銀行持株会社は、営
業年度及び中間営業年度にか
かる貸借対照表及び損益計算
書を作成し、公告しなければなら
ないとなっている。会社法第４４
０条第１項では、株式会社は定
時株主総会の終結後遅滞なく貸
借対照表を公告しなければなら
ないと規定されているが、第４項
で証取法第２４条第１項の規定
により有価証券報告書を内閣総
理大臣に提出しなければならな
い株式会社については、この適
用をしないとなっている。

ｃ Ⅰ
銀行の決算公告については、預金者に幅
広く周知するための簡便でわかりやすい開
示方法であることから措置困難である。

社団法人 第
二地方銀行協

会
11 A

会社法の決算公告不要
規定の銀行および銀行
持株会社への適用

銀行および銀行持株会社について
も、会社法における、証券取引法
により有価証券報告書を提出した
株式会社における決算公告不要

の規定を適用する。

  「各省庁からの再回答について」（平成18年
1月17日）では、「銀行の決算公告は、一般
大衆である預金者への情報開示であり、・・
有価証券報告書は、投資家の保護であるこ
とから制度の目的が違う・・」とされているが、
銀行および銀行持株会社は、決算公告以外
にも預金者に対して積極的な情報開示に取
り組むなど、一般企業以上に情報開示に努
めていることから、決算公告を不要とした場
合でも、一般預金者への情報開示は確保さ

れる。

銀行法第20
条、第52条の
28、第57条
会社法第440
条第１項、同
第４項
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5022A 5022001 z07008

内閣官
房、人事
院、内閣
府、公正
取引委
員会、警
察庁、防
衛庁、金
融庁、総
務省、法
務省、外
務省、財
務省、文
部科学
省、厚生
労働省、
農林水
産省、経
済産業
省、国土
交通省、
環境省

‒

平成１７年度より、譲渡禁止特約
の解除対象とする譲渡先に特定
目的会社を加えるとともに、対象
とする債権の範囲を全ての金銭
債権に広げるかたちで部分解除
を実施済。

d ‒ 対応済み
社団法人 第
二地方銀行協

会
1 A

国・地公体等の公的機関
向け金銭債権の譲渡禁
止特約の適用除外（譲渡
先が金融機関の場合）

民間企業の国・地公体等公的機関
向け金銭債権については、売買契
約・請負契約上、譲渡先が金融機
関の場合は債権譲渡禁止特約の
適用除外とすることを統一化する。

  国・地公体等の公的機関に対する金銭債
権には譲渡禁止特約が付いていることが多
く、中小企業の資金調達のために売掛債権
担保融資を行うに当たり、承諾等に係る事務
手続きや時間を要することから、中小企業の
円滑かつ機動的な資金調達を阻害してい
る。

　国の機関及び地方公
共団体向けの金銭債権
については、譲渡禁止
特約が付されているこ
とが多く、当該金銭債権
の証券化等を行うこと
ができない。
　近年、一部の省庁に
おいては事前に了承を
得ることにより譲渡を認
めたり、特定の譲渡先
については債権譲渡禁
止条項適用の例外とす
る等、企業における売
掛債権を活用した資金
調達の支援・促進が図
られている。
　しかしながら、依然と
して省庁による対応の
バラツキ、事前承認手
続きの煩雑さ、不透明
さ等の問題が残されて
いる。

5022A 5022005 z07009 金融庁、

保険業法
第275条第
１項

同法施行
規則212条
3項1号、
212条の2
第3項第1
号、212条
の4第3項1
号、212条
の5第3項1
号

銀行等が一定規模以下の小規
模事業者に対し、事業に必要な
資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が
常時使用する従業員及び当該
法人の役員（代表者を除く。）に
対して手数料その他の報酬を得
て保険募集を行うことが禁止さ

れている。

ｃ －

本件規制は、小規模企業者の場合、従業
員が事業主等といわば運命共同体のような
密接な関係にあり、企業の資金繰りを巡り
銀行等の影響が当該従業員に及ぶおそれ
が高いことから設けられているものである。
モニタリングの結果必要な場合には、弊害
防止措置の見直しも検討することになる。

社団法人 第
二地方銀行協

会
5 A

新規解禁保険契約の保
険募集における、事業資
金の融資先である小規
模事業者の従業員に対
する募集規制の撤廃

新規保険契約（平17.12.22からの
新規解禁商品）の募集における融
資先販売規制のうち、事業資金の
融資先である小規模事業者の従
業員に対する募集規制を撤廃す

る。

  「各省庁からの再回答について」（平成18年
8月14日）では、「モニタリングの結果必要な
場合には見直しも検討する」とされている
が、銀行は、監督当局からの要請等を踏ま
え、優越的地位濫用防止のための適切な態
勢の構築に努めており、圧力販売の可能性
はないと考えられることから、本規制は速や

かに撤廃すべきである。
  なお、実務的にも、保険募集時に、①顧客
の勤務先、②当該勤務先が融資先である
か、③当該勤務先の従業員の人数を確認す

ることは、極めて煩雑である。

・保険業法第
275条

・保険業法施
行規則第212
条第3項、212
条の2第3項、
212条の4第3
項、212条の5
第3項

5022A 5022006 z07010 金融庁、

保険業法
第275条第
1項

同法施行
規則第212
条第2項第
1号、第
212条の2
第2項第１
号、第212
条の4第2
項第1号、
第212条の
5第2項第1
号

銀行等が保険募集以外の業務
上取り扱う顧客に関する非公開
金融情報を保険募集業務に利
用し、または保険募集の業務上
取り扱う顧客に関する非公開保
険情報を保険募集以外の業務
に利用するには、事前に顧客の
書面その他の適切な方法による
同意が求められている。

ｃ －

本件規制は、銀行等がその与信業務や決
済業務を通じ、預金者や債務者に関する情
報を継続的かつ総合的に保有する立場に
あり、安易な流用による契約者保護上の問
題を生じやすい状況に鑑み、講じられてい
るものである。利用目的の事前の通知・公
表の如何にかかわらず、書面その他の適
切な方法による事前の同意を得なければ
保険募集業務以外の業務と保険募集業務
との間でそれぞれの業務に係る非公開情
報を流用してはならないとするなど、とくに
銀行等による保険商品の販売との関係に
おいて設けられているものであり、ご要望に

対応することは困難である。

社団法人 第
二地方銀行協

会
6 A

保険業法上の非公開情
報保護措置の撤廃

保険業法上の非公開（金融・保険）
情報保護措置を撤廃する。

  銀行が保険募集を行う際に非公開金融情
報を利用する場合には、事前に同意を得る
必要があるが、銀行が保険以外の金融商品
を販売する場合にはこうした規制はないこと
から、顧客にとって分かりづらく顧客の理解
を得ることが難しい。また、本規制は、銀行
以外の代理店（証券会社等）は対象外であ
り、公平性を欠くことから、保険商品の全面
解禁(平成19年12月予定)を契機に、本規制

の見直しが必要である。
  なお、「各省庁からの再回答について」（平
成18年1月17日）では、「銀行等が、・・・預金
者や債権者に関する情報を継続的かつ総合
的に保有する立場にあり、安易な流用による
契約者保護上の問題を生じやすい状況に鑑
み、とくに銀行等による保険商品の販売との
関係において設けられている」とされている
が、銀行は、「個人情報保護法」（平成17年４
月施行）に基づき、情報の管理を厳格に行っ
ており、安易な流用による契約者保護上の

問題は生じないと考える。

・保険業法第
275条

・保険業法施
行規則第212
条第2項、212
条の２第２項、
212条の４第２
項、212条の５
第２項
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5022A 5022007 z07011 金融庁、

保険業法
第300条第
1項第9号
同法施行
規則第234
条第1項第
2号

平成10年
大蔵省告
示第238号
保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅱ
－3－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募集代
理店契約を締結して生命保険商
品の募集を行う場合、従業員へ
の圧力募集等を防止する観点
から、当該企業及びその企業と
密接な関係を有する者（法人）の
役員・従業員に対する保険募集
が一部の保険商品を除き禁止さ

れている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難性等
に鑑み設けられている規制であり、その趣
旨を踏まえつつ、規制改革・民間開放推進
３ヵ年計画（再改定）に示されたスケジュー

ルに従い本年度に検討を行う。

社団法人 第
二地方銀行協

会
7 A

生命保険の構成員契約
規制の廃止

生命保険の構成員契約規制を廃
止する。または、圧力募集等の懸
念がない法人募集代理店（銀行
等）は適用除外とする。

  構成員契約規制は、生命保険会社と募集
代理店契約を締結した企業が優越的な地位
の濫用や圧力募集を行うことを防止すること
を目的として設けられているものであるが、
一律に募集を禁止しているため、従業員から
の自発的な申し出等にも対応できず、利便
性の観点から速やかに見直すことが必要で

ある。

・保険業法第
300条第1項第

9号
・保険業法施
行規則第234
条第1項第2号
・平成10年大
蔵省告示第
238号

・保険会社向
けの総合的な
監督指針Ⅱ－
３－３－２（7）

①

5022A 5022008 z07012 金融庁、

保険業法
第275条第
1項第2号
同法施行
規則第212
条の2第1
項第1号

銀行等による保険商品の窓口販
売については、平成13年4月よ
り、住宅ローン関連の信用生命
保険、長期火災保険及び債務返
済支援保険並びに海外旅行傷
害保険を対象商品として開始し

た。
また、平成14年10月より、個人
年金保険、財形保険、年金払積
立傷害保険、財形傷害保険を対
象商品に追加するとともに、住
宅ローン関連の信用生命保険に
係る子会社・兄弟会社限定を撤

廃した。

ｃ －

銀行等による保険募集の実施状況、保険
募集の公正な実施及び保険会社の業務の
適切な運営のために講じられた諸般の措置
の状況を検証し保険契約者等の保護の観
点から問題がないことを前提として、平成19
年12月より銀行等は原則として全ての保険
商品を取り扱うことが認められることとな

る。

社団法人 第
二地方銀行協

会
8 A

銀行が販売できる長期
火災保険に全てを事業
の用に供する建物の追

加

銀行が販売することができる長期
火災保険の対象に、全てを事業の
用に供する建物を追加する。

  全てを事業の用に供する建物の取得にあ
たって銀行の融資を利用するケースが多い
ことを踏まえると、銀行において、そうした建
物を対象とした長期火災保険の販売が可能
となれば、融資と同時に融資実行銀行での
保険付保が可能となり、顧客利便性が向上

する。
  なお、「各省庁からの再回答について」（平
成18年1月17日）では、「全てを事業の用に
供する建物の所有者（融資を受けた者に限
る。）は、『圧力販売につながるような融資
先』に該当する」とされているが、銀行は、監
督当局からの要請等を踏まえ、優越的地位
濫用防止のための適切な態勢の構築に努
めていることから、そうした事態は生じないと

考える。

・保険業法第
275条

・保険業法施
行規則第212
条第１項
・保険業法施
行規則第212
の２条第１項

5022A 5022009 z07013 金融庁、

金融機関
の信託業
務の兼営
等に関す
る法律

都銀本体、信託銀行子会社及び
信託契約代理店が不動産関連
業務を行うことは禁止されてい

る。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金者等
の保護を確保する観点から、財務及び業務
の健全性を維持するため、極めて厳格な業
務範囲制限や子会社の業務規制が課され
ているところ。このような観点から、平成14
年において、都銀本体等に信託業務を解禁
した際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであり、今
日においても金融機関の財務及び業務の
健全性を確保する必要性が高いことから、
参入の可否については慎重な検討を要す

る。

社団法人 第
二地方銀行協

会
9 A

信託代理店における不
動産関連業務の解禁

信託銀行への取り次ぎ等を行う信
託代理店の取扱業務として、不動
産の売買・賃貸の媒介等の不動産

関連業務を認める。

  不動産の売買・賃借の媒介等の不動産関
連業務が信託代理店に解禁されれば、不動
産を含めた資産に関する総合的なコンサル
ティングサービスの提供が可能となり、顧客

利便性が向上する。
  なお、「各省庁からの再回答について」(平
成18年8月14日)では、「不動産の売買等な
ど不動産関連業務については大きなリスクを
伴うことや顧客との間で不公正な取引が生じ
る恐れがある」とされているが、あくまで信託
銀行への取り次ぎ等を行う信託代理店の取
扱業務であり、不動産関連業務に係るリスク
や不公正な取引が生じる恐れは少ないと考

える。

･金融機関の
信託業務の兼
営等に関する
法律第1条
･金融機関の
信託業務の兼
営等に関する
法律施行令第

3
･金融機関の
信託業務の兼
営等に関する
法律施行規則
第3条

6／44



様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号
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プ化番
号
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ド

所管省
庁等
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措置の
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要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5022A 5022010 z07014 金融庁、

銀行法施
行規則第
19条の２、
金融再生
法第６条、
第７条、金
融再生法
施行規則
第４条、第
５条

リスク管理債権（貸出金のみ）
と、金融再生法に基づく資産査
定の対象債権（総与信）の両者
を当局宛報告・開示している。

c -

　リスク管理債権は米国ＳＥＣ基準と同様の
基準に従って分類され、時系列でも比較的
長い期間把握可能となるものである。
　他方、金融再生法開示債権は金融再生
法に直接基づくものであり、また、「金融再
生プログラム」における主要行の不良債権
比率の半減（１４年３月末の８．４％からの
半減）目標の基準となっていたものである
（当該比率は１７年３月末に２．９％と低下
し、半減目標は達成）。
　両者の差異は縮小しており、不良債権に
ついて２種類の開示を求めることは事務上
煩雑であるとの指摘があることは承知して
いるが、その一方で、リスク管理債権につ
いては米国基準との同等性や時系列での
比較可能性といった観点があり、また、金
融再生法開示債権については、今後も不良
債権に関する最も重要な指標であると考え
られることから、開示を一本化することにつ
いては、現時点での措置は困難。

社団法人 第
二地方銀行協

会
10 A

不良債権開示における
「リスク管理債権」と「金
融再生法開示債権」の一

元化

銀行に開示が義務付けられている
「リスク管理債権」と「金融再生法
開示債権」について、一元化を図

る。

  地域金融機関は、利用者の目線に立ち、
充実した分かりやすい情報開示の積極的な
推進に努めているが、リスク管理債権と金融
再生法開示債権については、その開示の根
拠や対象が異なるものの、一般預金者に
とっては両者の違いを理解することは難しい
面がある。公表不良債権の一元化は、一般
預金者の理解促進および銀行の事務負担

軽減につながる。
  なお、「各省庁からの再回答について」(平
成18年1月17日)では、「金融再生法開示債
権は、リスク管理債権のみでは開示が不十
分であるということで導入された経緯がある
が、一方で、リスク管理債権は国際比較上意
義がある」とされているが、不良債権の処理
が進み、両者の残高に大きな差がなくなって
いることや、国際的に活動していない地域銀
行が多くあることも勘案すべきである。

・銀行法施行
規則第19条の

２
・金融再生法
第６条、第７条
・金融再生法
施行規則第４
条、第５条

5022A 5022012 z07015 金融庁、

・「中小・地
域金融機
関向けの
総合的な
監督指針」
Ⅲ-3-1-2

第三者割当増資については、預
金及び貸出等の業務を営む銀
行が取引先等に対して直接割当
を行うことに鑑み、こうした増資
に関するコンプライアンス態勢に
ついては、増資の都度、取締役
会の責任において、全行的に構
築し、構内に徹底を図ることを求
めている。

b Ⅳ

公募増資と同様に、「資本充実の原則の遵
守」や「優越的地位の濫用の防止」等に関し
て、法令等遵守の観点から相応のチェック
機能が働く増資形態については、増資の都
度、法令等遵守に係る内部管理態勢を構
築する義務が免除されるように監督指針を
改正する。

社団法人 第
二地方銀行協

会
12 A

銀行持株会社が子銀行
の株式等を引受ける場
合等の第三者割当増資

手続きの緩和

銀行持株会社が子銀行の株式等
を引受ける場合や、銀行間の資本
提携等により株式等を引受ける場
合については、法令等遵守の問題
が生じる惧れがないことから、公募
増資と同様の取り扱いとする。

  銀行持株会社が子銀行の株式等を引受け
る場合等は、監督指針が第三者割当増資と
して想定している「預金及び貸金等の業務を
営む銀行が取引先に対し直接割当を行う」
場合とは異なり、「資本充実の原則」の遵守
や「優越的な地位の濫用」の防止等の観点
から不適切な対応が行われることはない。

・銀行法第53
条第１項第４

号
・中小・地域金
融機関向けの
総合的な監督
指針Ⅱ－３－
１－４

5022A 5022014 z07016 金融庁、

・銀行法第
10条第2項

・「中小・地
域金融機
関向けの
総合的な
監督指針」
Ⅲ-2-2

「中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針」Ⅲ-2-2におい
て、「その他の付随業務」を取扱
う場合の要件の明確化を図って
いる。

b Ⅳ

金融機関が営める「その他付随業務」の取
扱いについては、これまでも監督指針にお
いて明確化を図ってきたところであるが、
ノーアクションレター制度（法令適用事前確
認手続）を活用した具体的な事例を参照で
きるように監督指針を改正する。

社団法人 第
二地方銀行協

会
14 A

中小・地域金融機関向け
の総合的な監督指針「そ
の他の付随業務」への例

示の追加

中小・地域金融機関向けの総合的
な監督指針に記載されている「そ
の他の付随業務」の例示として、
ノーアクションレター等により既に
認められた業務を追加する。

  「各省庁からの再回答について」(平成18年
1月17日)では、「金融機関が営める『その他
の付随業務』の取扱いについては、・・・ノー
アクションレター制度を活用した個別具体的
な事例を参照する旨を監督指針に記載する
こと等により、『その他付随業務』の取扱いの
一層の明確化に努めることを検討し、平成18
年度中に結論を得る」とされており、速やか

に実施すべきである。
  例示が追加されることにより、その他の付
随業務がより明確化されるとともに、今後の
ノーアクションレターの活用促進も期待でき

る。

・銀行法第10
条第2項

・中小・地域金
融機関向けの
総合的な監督
指針Ⅲ－４－

２
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5022A 5022015 z07017 金融庁、
金融庁告
示第３４号

共同設立による従属会社にかか
る収入依存度は百分の九十を
下回らないこととされており、単
独による従属会社にかかる収入
依存度は百分の五十を下回らな

いこととされている。

ｃ Ⅲ

共同で設立された従属業務子会社にかか
る収入依存度規制の緩和については、銀
行の他業禁止の主旨を踏まえると措置する

ことは困難である。

社団法人 第
二地方銀行協

会
15 A

銀行グループと他の金
融機関グループとの従
属業務を営む子会社の
共同設立における収入
依存度規制の緩和

銀行グループと他の金融機関グ
ループとの従属業務を営む子会社
の共同設立における収入依存度
（90％以上）を緩和する（例えば単
独の銀行グループの場合（50％以

上）と同様とする）。

  単独の銀行グループの従属業務を営む会
社の収入依存度が50％以上とされていると
いう実情や、銀行等の経営の一層の効率化
（例えば複数の銀行による従属業務を営む
子会社の合併等）を図る観点から、銀行グ
ループと他の金融機関グループとの従属業
務を営む子会社の共同設立における収入依
存度規制を緩和することが必要である。

・銀行法第16
条の２第１項
第11号

・銀行法施行
規則第17条の
２、17条の３
・中小・地域金
融機関向けの
総合的な監督
指針Ⅲ－４－
７－１

・金融庁告示
第34号、36
号、38号（収入
依存度規制告
示（案））

5022A 5022016 z07018 金融庁、
金融庁告
示第34号

従属業務を営む会社は、当該銀
行及びその子会社からの収入
の額の合計額の総収入の額に
占める割合が百分の五十を下
回らないこととされている。

ｃ Ⅲ

従属業務子会社は、分社化を通じた経営の
効率化の観点から、親銀行との一体性を確
保することを前提として、特例で認められて
いるものであり、銀行からの収入を全く受け
ないことについては、銀行の他業禁止を踏
まえた子会社の業務範囲の趣旨を逸脱す
るものであることから、措置することは困難

である。

社団法人 第
二地方銀行協

会
16 A

銀行の子会社が行う集
配金業務等に係る収入
依存度規制の撤廃

銀行法施行規則第17条の３第１項
第19号～21号に定める業務(現
金・小切手等の輸送業務、現金小
切手等の集配業務、有価証券の
受け渡し業務)について、収入依存

度規制を撤廃する。

  収入依存度規制は、他業禁止の趣旨を踏
まえ、子会社が営む一般事業に起因する異
種のリスクが親銀行に波及すること等を防止
する観点から設けられているが、①親銀行
の子会社に対する適正な管理・監督態勢が
構築されていること、②子会社自身も適正な
内部管理態勢の構築に努めていることから、
特に顧客ニーズが強い集配金業務等につい

ては、撤廃すべきである。

・銀行法第16
条の２第１項
第11号

・銀行法施行
規則第17条の
２、17条の３
・中小・地域金
融機関向けの
総合的な監督
指針Ⅲ－４－
７－１

・金融庁告示
第34号、36
号、38号（収入
依存度規制告

示）

5022A 5022017 G04 z07019 金融庁、

金融監督
庁・大蔵省
告示第9号
（平成10年
11月24日）
第1条
主要行等
向けの総
合的な監
督指針　Ⅴ
-3-3-1(3)
①

銀行等のグループ内の信用保
証会社は、債務保証業務のう
ち、事業者に対する事業の用に
供する資金に関するものについ
ては、営むことが認められてい

ない。

ａ Ⅲ

銀行等のグループ内の信用保証会社に係
る業務制限（事業性ローンの取扱い禁止）
については、平成18年度までに撤廃するこ
ととする。その際、銀行等の経営の健全性
の観点や、グループとしてのリスク管理の
適切性の観点等を踏まえ、グループ内の銀
行等の事業性ローンに係る保証は（禁止を
含め）別途の取扱いとすることについて検

討する。

社団法人 第
二地方銀行協

会
17 A

信用保証業務を営む子
会社の業務範囲の拡大

銀行等のグループ内の信用保証
会社に係る業務制限（事業性ロー
ンの取扱い禁止）の撤廃等につい

て、速やかに実施する。

  事業性ローンに係る信用保証が追加され
れば、地域の中小零細企業に柔軟性のある
保証サービスの提供が可能となる。

・銀行法施行
規則第17条の
3第2項第3号
・金融監督庁・
大蔵省告示第
9号（平成10年
11月24日）第１

条
・中小・地域金
融機関向けの
総合的な監督
指針Ⅲ－４－
７－１
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5032A 5032014 G04 z07019 金融庁、

金融監督
庁・大蔵省
告示第9号
（平成10年
11月24日）
第1条
主要行等
向けの総
合的な監
督指針　Ⅴ
-3-3-1(3)
①

銀行等のグループ内の信用保
証会社は、債務保証業務のう
ち、事業者に対する事業の用に
供する資金に関するものについ
ては、営むことが認められてい

ない。

ａ Ⅲ

銀行等のグループ内の信用保証会社に係
る業務制限（事業性ローンの取扱い禁止）
については、平成18年度までに撤廃するこ
ととする。その際、銀行等の経営の健全性
の観点や、グループとしてのリスク管理の
適切性の観点等を踏まえ、グループ内の銀
行等の事業性ローンに係る保証は（禁止を
含め）別途の取扱いとすることについて検

討する。

都銀懇話会 14 A
子会社等による法人向
け債権への保証業務の

解禁

・銀行等の子会社が営むことので
きる業務として『債務の保証のう
ち、事業者に対する事業の用に供
する資金に関するもの』を認める。

・現在、金融機関は個人事業者や中小企業
事業者の資金ニーズに積極的に応えるべ
く、資金供給チャネルや貸出商品の多様化
に懸命に努めているところ。グループ内の保
証会社も含めた信用保証業務の活用が解禁
されれば、柔軟かつ迅速な商品設計、金融
サービスの提供に貢献し、個人事業者や中
小企業事業者を中心に資金調達の円滑化

に繋がる。

・金融監督庁・
大蔵省告示第
9号(平成10年
11月24日)第1

条
・主要行等向
けの総合的な
監督指針Ⅴ-
3-3-1(3)①

・銀行等の子
会社等が営む
信用保証業務
については、
「事業者に対
する事業の用
に供する資金」
が対象外とさ
れている。

5071A 5071004 G04 z07019 金融庁、

金融監督
庁・大蔵省
告示第9号
（平成10年
11月24日）
第1条
主要行等
向けの総
合的な監
督指針　Ⅴ
-3-3-1(3)
①

銀行等のグループ内の信用保
証会社は、債務保証業務のう
ち、事業者に対する事業の用に
供する資金に関するものについ
ては、営むことが認められてい

ない。

ａ Ⅲ

銀行等のグループ内の信用保証会社に係
る業務制限（事業性ローンの取扱い禁止）
については、平成18年度までに撤廃するこ
ととする。その際、銀行等の経営の健全性
の観点や、グループとしてのリスク管理の
適切性の観点等を踏まえ、グループ内の銀
行等の事業性ローンに係る保証は（禁止を
含め）別途の取扱いとすることについて検

討する。

社団法人リー
ス事業協会

4 A
銀行等の子会社が営む
保証業務の規制撤廃

銀行等のグループ内の信用保証
会社は、債務保証業務のうち、事
業者に対する事業の用に供する資
金に関するものについては、営む
ことが認められていない。金融庁
回答では、平成18年度中に撤廃す
ることとなっているが、「銀行等の
経営の健全性の観点や、グループ
としてのリスク管理の適切性の観
点等を踏まえ、グループ内の銀行
等の事業性ローンに係る保証は
（禁止を含め）別途の取扱いとする
ことについて検討する」となってい
る。グループ内の銀行等の事業性
ローンに係る保証についてもリスク
管理の適切性が確保できるものに
ついては認めることを求める。

銀行等の子会社には、リース会社、消費者
金融会社、割賦販売会社等、銀行とは異な
るノウハウを持っている会社がある。それら
が「保証」という形態にてそれぞれのノウハ
ウを組み合わせることで、リスクシェアを行う
ことが出来、新たな金融サービスの提供が
可能となる。中小零細企業及び個人事業者
のニーズにも対応できることからリスク管理
態勢の整った会社についてはグループ会社
向けについても「保証」業務を認めることを強

く要望する。

・金融監督庁、
大蔵省告示第
9号（平成10年
11月24日）第1
条・中小・地域
金融機関向け
の総合的な監
督指針Ⅲ-2-
7-1(3)①

5022A 5022019 z07020 金融庁、

・証券取引
法第65条
の２第５項
で準用す
る第64条
第３項およ
び第４項
・金融機関
の証券業
務に関す
る内閣府
令第41条

外務員の登録を受けようとする
登録金融機関は、登録申請者
の商号等を記載した登録申請書
に当該外務員にかかる履歴書、
住民票抄本又はこれに代わる書
面、欠格事項に該当しないことを
誓約する書面を添付することとさ
れている。

c -

添付書類の省略については、
誓約書及び履歴書は外務員登録の際に、
欠格事由に該当しないことを含め、外務員
として適格であることを自らの責任において
証明するために必要なものである。また、住
民票の抄本又はこれに代わる書面は氏名
及び生年月日を公的な証明書により当局
が直接確認するために必要であることか
ら、これらについては省略できず、措置困
難。

社団法人 第
二地方銀行協

会
19 A

証券外務員登録時にお
ける登録申請書の添付

書類の廃止

登録申請書への「履歴書」「住民票
の抄本又はこれに代わる書面」お
よび「誓約書」の添付を不要とす

る。

  「履歴書」および「住民票の抄本又はこれに
代わる書面」は、登録申請者である金融機
関側が確認することにより、あえて申請書に

添付することは不要と考える。
  また、「誓約書」についても、登録申請者
（金融機関）側が欠格事項に該当しないこと
を確認することで添付不要と考えられる。

・証券取引法
第65条の２第
５項で準用す
る第64条第３
項および第４

項
・金融機関の
証券業務に関
する内閣府令
第41条
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5032A 5032001 z07021 金融庁、

銀行法第
１４条の
２、第５２
条の２１

銀行等は経営の健全性の確保
を求められており、また、銀行持
株会社においては、銀行等の子
会社の経営管理を行うこととされ
ている。しかしながら健全性を維
持するために必要な、リスク管
理を目的とした顧客情報の取扱
について守秘義務の例外規定を

設けていない。

ｃ Ⅰ

グループ内のリスク管理目的であっても、
顧客の利益保護の観点から、守秘義務の
例外規定を設けることについては慎重な検

討が必要である。

都銀懇話会 1 A
銀行持株会社内におけ
る子会社等の顧客情報
の取扱明確化

・銀行持株会社および銀行の経営
の健全性を維持するために必要
な、リスク管理を目的とした顧客情
報の取扱について、守秘義務上の
問題が生じないような法整備の実

現。
(銀行持株会社とその子会社等(銀
行等)および孫会社等(銀行等の子
会社等)の相互の顧客情報授受に

ついて整理)
(例)銀行法改正等により、銀行法
上で限定的な守秘義務の例外扱

いを謳う等

・グループ一体の信用リスク管理の必要性
が高まっているなか、現行法では、守秘義務
対応の観点から、銀行持株会社や銀行にお
いてリスク管理を目的とした子会社等の顧客
情報の取扱が困難な状況。なお、顧客情報
については、営業目的の使用はせず、リスク
管理の目的で、銀行法上で限定的な守秘義
務の例外扱いを謳うことを希望する。

・銀行法第52
条の21により、
銀行持株会社
が子会社であ
る銀行の経営
管理を行うこと
としている。
・また、銀行法
第14条の2によ
り、銀行とその
子会社等につ
いて経営の健
全な運営に資
するための基
準を定めること
としており、銀
行は経営の健
全性の確保を
求められてい

る。
・なお、金融検
査マニュアル
では、銀行が
法令等に抵触
しない範囲で、
子会社等を含
むグループ一
体の信用リス

5032A 5032002 z07022
内閣府、
金融庁、

個人情報
保護法第
23条、金
融分野に
おける個
人情報保
護に関す
るガイドラ
イン第13
条

同一グループ等における個人
データの共同利用にあたり、本
人が自己の個人データをどのよ
うに使われるかあらかじめ本人
に通知、又は容易に知りうる状
態にした上で、第三者提供の本
人同意を不要とするもの。

ｃ Ⅰ、Ⅲ

同一グループ等における個人データの共同
利用では、本人が自己の個人データをどの
ように使われるかあらかじめ本人に通知、
又は容易に知りうる状態にした上で、第三
者提供の本人同意を不要としたもので、こ

れ以上の緩和は困難。

都銀懇話会 2 A

金融グループ内における
個人顧客の情報共有に
関する規制(個人情報保
護法等)の見直し

・同一金融グループ内での個人顧
客の情報共有について、共同利用

に関する要件を緩和。

・わが国金融機関が多様化する顧客ニーズに的
確に対応し顧客利便性の高いサービスを提供し
ていくためには、グループ内の協働を一層進めて
いくことが重要。個人顧客の情報共有に関する現
行制度は、こうした取組みを円滑に進める上での

阻害要因となる。
・そもそも個人情報保護法の目的は「個人情報の
有用性に配慮しつつ個人の権利利益を保護する
こと」とされており、個人情報の保護と利用のバラ

ンスについて十分な配慮が重要。
・同一の銀行グループ内での個人顧客の情報共
有については、主として顧客に対する利便性の高
いサービスの提供等を目的とするものであり、顧
客のベネフィットに資すると考えられるほか、金融
グループの業務範囲規制等を通じて、情報の利
用範囲が顧客の予見可能な範囲内である金融
関連分野等に限定されることから、これをグルー
プ外との共有と同じく規制することは望ましくな
い。同一金融グループ内における個人顧客の情
報共有については、共同利用における共同利用
者の範囲の顧客宛通知等を不要とするなど、現

行規制の見直しを行うべき。
・この点、米国では、金融機関による個人顧客の
情報共有について、共有する第三者がグループ
の内か外かで取扱いを区別し、グループ外では
プライバシーの確保に重点を置き、情報共有の
際に顧客に対するオプトアウト権の付与を義務付
ける一方、グループ内についてはプライバシーの
問題よりも情報共有による顧客利便性を考慮し、
個人顧客の情報共有が原則自由とされている。

・個人情報保
護法第23条
・金融分野に
おける個人情
報保護に関す
るガイドライン
第13条

・現在、同一金
融グループ内
における個人
顧客の情報共
有は、①顧客
からの個別の
同意取得、②
オプトアウトの
付与、③利用
目的や共同利
用者の範囲等
を予め顧客に
通知して行う
共同利用に限
定されている。

5032A 5032003 z07023 金融庁、

・証券取引
法第65条
第1項(解
釈)
・証券会社
向け総合
的な監督
指針Ⅴ-2-
3(1)、Ⅲ-
2-2-3(4)等

証券取引法第６５条は金融機関
の証券業務を原則禁止としてい
るが、これは証券業務を兼業す
ることにより生じる利益相反等の
弊害を防止するためである。
この点に関してはこれまでにも
証券会社との共同店舗、共同訪
問を認め、また、16年12月にも
証券仲介業務を解禁するなど利
益相反が生じない範囲において
規制緩和を行っているところ。
なお、銀行が法６５条の規定に
反しない業務として発行体に対
して行うことができるものは、監
督指針Ⅴ－２－３（１）において
明確化されている。
また、３－２－２－３（４）におい
て、協同訪問の際の禁止行為が
例示されている。

c -

証券取引法第６５条の趣旨は、金融機関が
証券業務を兼業することから生じる利益相
反の防止や優越的地位による過度の影響
力の排除、また、金融機関を証券業務、特
に引受業務によるリスクから遮断することに
よって預金者等の保護を図る等の観点から
規定されている。
　　要望事項では、銀行が発行体向けに証
券業務に係る行為の一部を代行することを
①市場誘導ビジネスの対象拡大、又は②証
券仲介業（登録証券業務）の対象拡大に
よって許容することを求めているが、①につ
いては、実質的に金融機関が直接証券業
務を行うことになりかねず、また、②につい
ても、金融機関の証券業務への参入範囲
は、弊害が小さいと考えられる業務から順
次拡大してきているものの、引受の条件を
実質的に金融機関が判断することになりか
ねず、証券取引法第65条の基本的な考え
方である利益相反の防止や優越的地位に
よる過度の影響力の排除ができなくなる恐
れがある。
　したがって本要望の受入れは、証券取引
法第６５条の趣旨から適当ではないと考え
る。

都銀懇話会 3 A
発行体向けクロス・マー
ケティングの解禁

・銀行が、証券会社の発行体向け
証券業務に係る行為の一部を代
行することを、①市場誘導ビジネス
の対象拡大、又は②証券仲介業
（登録証券業務）の対象拡大(例え
ば、引受の媒介)によって許容。

・企業金融分野における顧客ニーズの高度
化・複合化に伴い、金融機関は、単なる資金
調達手段の提供ではなく、経営課題に対す
る総合的かつ高度なソリューションをスピー
ディーに提供することを期待されているにも
かかわらず、発行体向けクロス・マーケティン
グが禁止されている結果、単一担当者によ
る的確・迅速な提案やマーケティング等(※)
ができず、顧客利便性が損われる状況と

なっている。
(※)例

－証券会社の商品・サービスを含むファイナ
ンス・メニューや複合的ディールの説明
－上記商品・サービス等の内容や具体的条
件に対する自己の評価の表明を行うこと
－上記商品・サービス等の具体的条件の提

示
・また、ユニバーサルバンク制を採用してい
る欧州はもとより、米国でもかかるクロス・
マーケティングは禁止されていないことに鑑
みれば、グローバルスタンダードの観点から
も、内外制度環境の差が国際競争力の強化
に影響を与えているとも考えられる。

・証券取引法
第65条第1項
(解釈)

・証券会社向
け総合的な監
督指針Ⅴ-2-
3(1)、Ⅲ-2-2-
3(4)等

・銀行法第12
条

・旧事務ガイド
ラインや現監
督指針の趣旨
等から、銀行
は、証券会社
の発行体向け
証券業務に係
る行為の一部
を代行すること
はできないと
考えられてい
る。(発行体向
けクロス・マー
ケティングの禁

止)
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等
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措置の
分類

措置の
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要望理由 根拠法令等
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（特記事項）

5032A 5032004 z07024 金融庁、

① 証券会
社の行為
規制等に
関する内
閣府令第
12条第1項
第2号
②ⅰ） 証
券取引法
第32条第1
項、同条第
2項
ⅱ）証券会
社向けの
総合的な
監督指針
Ⅲ-2-2-3-
(3)-⑨-ニ
③ 同内閣
府令第12
条第1項第
7号

①証券会社の親法人等・子法人
等が発行する有価証券につい
て、その証券会社が主幹事会社
として引受けを行うことが制限さ
れている。
②ⅰ）証券会社の役員による親
銀行等の役職員の兼職又は証
券会社の役職員による子銀行等
の役員の兼職は不可。
ⅱ）証券会社の役員による親銀
行等の役職員の兼職又は証券
会社の役職員による子銀行の役
員の兼職は不可。なお、証券会
社向けの総合的な監督指針Ⅲ-
２-２-３-(3)-⑨-二では、証券会
社及び銀行の職員が兼職をする
場合には、証券取引法第６５条
に抵触しないよう留意を求めて
いる。
③証券会社とその親法人等・子
法人等の間における非公開情
報の授受は制限されている。

①ｂ
②ⅰ）ｃ
　 ⅱ）e
③ｃ

①Ⅲ
②ⅰ）
Ⅰ

　 ⅱ）-
③Ⅲ

①　１８年度中に検討を行う。
②ⅰ）証取法第３２条は、同法第６５条で金
融機関による証券業務が原則として禁止さ
れていることを踏まえて設けられた規定で

あり、措置困難。
　ⅱ）証券会社向けの総合的な監督指針Ⅲ
-２-２-３-(3)-⑨-二では、証券会社及び銀
行の職員が兼職をする場合には、証券取
引法第６５条に抵触しないよう留意を求めて
いるが、法令による兼職禁止規定以外の兼
職を禁じるものではない。また、平成１７年
度規制緩和要望における金融庁の回答に
おいても、「証券取引法第３２条では、証券
会社の職員が親銀行等の役職員を兼任す
ることや証券会社の役職員が子銀行等の
職員を兼任することを禁止していない。」と

明確に述べているところである。
したがって本要望については、特段の措置
を講ずる必要がないものと考える。

③　親法人等との利益相反の防止及び顧
客の非公開情報の重要性を踏まえて設け

られた規定であり、措置困難。
なお、規制改革・民間解放推進３ヵ年計画
の指摘等も踏まえて検討を行った結果、本
規定は存置することが適当との結論に至っ

ている。

都銀懇話会 4 A
証券子会社との弊害防
止措置の更なる緩和

①証券会社の行為規制等に関す
る内閣府令第12条第1項第2号に
おける適用除外となる有価証券
に、「上場・登録株券」を加える。
②ⅰ)証券会社の役員が親銀行等
の役職員を兼ねること及び証券会
社の役職員が子銀行等の役員を
兼ねることを、証取法32条の改正

により解禁。
ⅱ)証券会社向けの総合的な監督
指針Ⅲ-2-2-3-(3)-⑨-ニの削除等
により、証券会社の職員が親銀行
等の役職員を兼ねること及び証券
会社の役職員が子銀行等の職員
を兼ねることが可能である旨を明

確化。
③非公開情報の授受に係る内閣

府令の廃止。

①株券には格付が付与されていないもの
の、上場・登録株券については上場審査等
を経て、マーケットによる評価である株価が
日々形成され、また、上場・登録株券の発行
者には事業年度ごとの有価証券報告書の作
成が義務付けられており、指定格付機関に
よる格付が付与されている有価証券と同様
に引受審査等における客観性も担保されて
いると考えられることから、本規制の適用除

外とすべき。
②総合的かつ高度な金融サービスをタイム
リーに行うためには、グループ横断的な、ノ
ウハウの共有体制や金融商品開発環境、円
滑なコミュニケーション・意思決定体制の構
築が重要である。しかしながら、現状役職員
兼務の禁止が、グループ横断的なサービス
を提供するための体制整備や、人的資源の
戦略的配分等を通じた効率的なグループ経
営を推進する障害となっており、その結果、
金融機関としての競争力向上の阻害要因と
なっている。証券会社の役職員による親銀
行等又は子銀行等の役職員の兼務自体が、
銀行が原則禁止されている証券業務を行う
ことにはあたらないと考える。また海外(米国)

と比較して過剰規制となっている。
③本規制の趣旨は、詐害行為の防止(顧客
の利益保護)、インサイダー取引の防止、顧
客のプライバシー保護等にあるが、これら

①証券会社の行為規
制等に関する内閣府
令第12条第1項第2号
(証券会社が子法人等
の引受幹事会社にな
ることができるのは、
指定格付機関による
格付が付与されている
有価証券の場合に限
られている。)

②証券取引法第32条
第1項、同条第2項、証
券取引法第65条第1
項、銀行法第12条、証
券会社向けの総合的
な監督指針Ⅲ-2-2-3-

(3)-⑨-ニ
(ⅰ)証券会社の役員
(取締役、執行役、監
査役等)は、親銀行等
の役職員を兼務するこ
と等ができない。ⅱ)平
成17年度規制緩和要
望に関して「証券会社
の職員が親銀行等の
役職員を兼任すること
や、証券会社の役職
員が子銀行等の職員
を兼任することを禁止
していない」と回答が
あった一方で、証券会
社向けの監督指針Ⅲ-
2-2-3-(3)-⑨-ニは、
「証券会社及び銀行の
職員が兼職する場合、
一定の場合を除き、証
取法第65条（若しくは
銀行法第12条）に抵触
するおそれがあること
に留意する必要があ

5032A 5032005 z07025 金融庁、
銀行法第
１０条

現行制度上、普通銀行による投
資助言・投資一任業務を行うこと

は出来ない。
ｃ Ⅰ

投資一任業務は証券取引行為を伴うもの
であり、いわゆる銀証分離の観点から、こ
れを普通銀行に認めることは適切でない。
　　なお、投資助言業務の解禁について
は、他業禁止の趣旨を踏まえ検討する必要

がある。

都銀懇話会 5 A
普通銀行に対する投資
助言業務・投資一任業務

の解禁

・普通銀行についても、信託兼営
金融機関同様、投資助言・投資一

任業務を解禁。

・様々な金融市場に関する情報、投資ノウハ
ウを有する普通銀行に、投資助言業務や投
資一任取引を解禁することにより、ＣＯＬ
(Currency Overlay、カレンシーオーバーレ
イ、為替変動リスクを総合的にヘッジする為
の投資助言・投資一任業務)をはじめとする
法人顧客の投資・運用に関する多様なニー

ズに対応することが可能になる。
・また、業態を超えた競争が促進されること
によって、金融サービスの質の向上につなが

る。

・銀行法第10
条、第12条
・有価証券に
係る投資顧問
業の規制等に
関する法律第
23条

・普通銀行に
は投資助言業
務・投資一任
業務が認めら
れていない。

5032A 5032006 z07026 金融庁、

銀行法第
１０条第２
項第８号、
銀行法施
行規則第
１３条

現行制度上、銀行がラップ口座
の代理・媒介を行うことは出来な
い。ただし銀行等が証券仲介業
者として勧誘することは可能。

c Ⅰ
銀行等のラップ口座の取扱が証券仲介業と
された経緯を踏まえ慎重に検討する必要が

ある。
都銀懇話会 6 A

銀行による「ラップ口座」
契約締結の代理又は媒

介の解禁

・銀行法第10条2項8号の「銀行そ
の他金融業を行う者の代理または
媒介」の範囲に、「投資顧問契約
又は投資一任契約を業として行う
者の同契約に関する締結の代理
又は媒介」を追加すること等によっ
て、銀行が「ラップ口座」の契約締
結の代理又は媒介を行うことを解

禁。

・金融商品取引法では、銀行等の登録金融
機関が可能な金融商品仲介業務は、有価証
券関連業務のみに限定されており、他業態
における金融商品仲介業者に認められる投
資一任契約締結の代理又は媒介は許容さ

れていない。
・従って、顧客の「ラップ口座」を通じた証券

投資ニーズに対しては、
①銀行は「ラップ口座」の概要説明を行い、
顧客ニーズに応じて、証券会社に取り次ぎ
②顧客は証券会社との間で投資一任契約を

締結
③証券会社は顧客の運用方針に沿って、運
用を実施という流れにて、一部の銀行が証
券仲介業務により対応している状況。

・「ラップ口座」については、富裕層等を中心
とした資金運用ニーズに応え得る商品とし
て、証券会社においても順次残高を積上げ
ている状況。銀行での「ラップ口座」の契約
締結の代理又は媒介を解禁することによっ
て、ワンストップショッピングでの顧客利便性
向上や、より幅広い顧客層の証券市場への
アクセス機会の増大等が見込まれ、「貯蓄か
ら投資へ」という流れを加速する効果も期待

出来る。

・金融商品取
引法第2条8項
13号、同第33
条2項3号(ハ)
・銀行法第10
条2項8号、第
11条

・金融商品取
引法第2条8項
13号におい
て、金融商品
仲介業の業務
範囲に「投資
顧問契約又は
投資一任契約
の締結の代理
又は媒介」が
規定されてお
り、金融商品
仲介業者は同
業務の取扱が
可能。

・一方で、登録
金融機関であ
る銀行につい
ては、金融商
品取引法第33
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5032A 5032007 z07027 金融庁、

①金融機
関の証券
業務に関
する内閣
府令第27
条第4項、
第27条の2
第4項
②金融機
関の証券
業務に関
する内閣
府令第27
条第15項
③金融機
関の証券
業務に関
する内閣
府令第27
条の4第3
項

①証券仲介部署と融資部署間
の非公開融資等情報の授受は

禁止。
②委託証券会社と登録金融機
関の情報遮断措置が必要。
③登録金融機関とその親法人・
子法人等との情報遮断措置が

必要。

①～③
ｃ

①～③
Ⅲ

①②金融機関府令第27条第4号・第27条の
2第4号、第27条第15号は、銀行等による証
券仲介業務が解禁されたことを受け、取引
の公正性の阻害や不均等な競争条件が生
じることを防止する観点から導入された規

定であり、措置困難。
③親法人・子法人等との利益相反の防止
及び顧客の非公開情報の重要性を踏まえ
て設けられた規定であり、措置困難。

都銀懇話会 7 A
証券仲介業務における
弊害防止措置の緩和

・①～③に関する弊害防止措置の
廃止

①証券仲介部署と融資部署間の
非公開融資等情報の授受禁止
②委託証券会社と登録金融機関

の情報遮断
③登録金融機関とその親法人・子

法人等との情報遮断

・証券会社において、引受部署と販売部署、
証券会社が貸金業・銀行代理店業等を行う
場合の当該部署とその他の部署間等に、斯
種弊害防止措置がないことからもわかるとお
り、金融機関の証券業務に関する内閣府令
21条において禁止行為を規制済であり、投
資家保護の観点からは支障ない。

・社内に不必要なウォールを構築することに
よるコストの削減、同弊害防止措置があるた
めに各行が予防的に行なっている業務の制
限を廃止することによる証券会社と同様の商
品供給ラインの構築等を通じ、投資家に対す
るサービスの質の向上、ひいては証券市場

の発展に資することが可能。

・金融機関の
証券業務に関
する内閣府令
27条4項、27条
の二4項
・金融機関の
証券業務に関
する内閣府令
27条15項
・金融機関の
証券業務に関
する内閣府令
27条の四3項

5032A 5032008 z07028 金融庁、

保険業法
第275条第
1項

同法施行
令第39条
同法施行
規則第212
条、第212
条の2、第
212条の
4、第212
条の5
銀行法第
16条の2第
1項第3号・
第11号・第
2項第2
号、第52
条の23第1
項第2号・
第10号
同法施行
規則第17
条の2第1
項第2号、
第17条の3
第2項第3
の4号

銀行等による保険商品の販売に
ついては、平成13年4月より、住
宅ローン関連の信用生命保険、
長期火災保険及び債務返済支
援保険並びに海外旅行傷害保
険を対象商品として開始した。
また、平成14年10月より、個人
年金保険、財形保険、年金払積
立傷害保険、財形傷害保険を対
象商品に追加するとともに、住
宅ローン関連の信用生命保険に
係る子会社・兄弟会社限定を撤

廃した。
平成17年12月には、一時払終身
保険、保険期間10年以下の平
準払養老保険（法人契約を除
く。）及び一時払養老保険並びに
自動車保険以外の個人向け損
害保険（事業関連の保険を除
く。）のうち団体契約等でないも
の又は積立保険及び積立傷害
保険の販売が認められた。
なお、これらに伴い所要の弊害
防止措置が設けられている。

ｃ －

銀行等による保険募集の状況等をモニタリ
ングし、保険契約者等の保護の観点から問
題がなければ、平成19年12月より銀行等は
原則として全ての保険商品を取り扱うことが
認められることとなる。また、モニタリングの
結果必要な場合には、弊害防止措置の見

直しも検討することとなる。

都銀懇話会 8 A

銀行並びに銀行子会社
等及び銀行持株会社の
子会社等による保険商
品の販売規制の更なる

緩和

・銀行、銀行子会社、銀行持株会
社の子会社等による保険商品の
販売を早期に全面解禁。

・銀行窓販の保険商品拡大に伴う
弊害防止措置については、顧客の
利便性向上並びに銀行実務の観
点から過度の規制とならないよう
販売状況等に応じて見直しを実

施。

・銀行による保険窓販は、保険商品の販売
チャネルの多様化・効率化に資するととも
に、利用者のワンストップ・ショッピングに対
するニーズに応えるものであり、窓販可能な
保険商品を幅広く解禁することで、顧客の利
便性の飛躍的な向上が期待できる。

・銀行・銀行子会社等や銀行持株会社の子
会社等が保険代理店業務を営んでも、銀行
経営の健全性が損なわれることはなく、むし
ろ銀行グループとしての効率的な経営資源
の活用にも資するものであり、幅広い経営の
自由度を確保する観点からも認めるべきで

ある。
・弊害防止措置については、それが過度の
規制となれば、銀行の管理面での負担が大
きく、顧客の利便性を損なうとともに、販売に
あたって顧客理解を得られないなど実務的
にワークしない虞がある。銀行による保険販
売の状況をモニタリングしつつ、必要に応じ

て見直しを行うべきである。

・保険業法第275条、
保険業法施行令第39
条、保険業法施行規
則第212条、第212条
の2、第212条の3
・銀行法第16条の2第
1項第9号、同条第2項
第4号、第52条の23第

1項第8号
・銀行法施行規則第
17条の2第1項第2号、
第17条の3第2項第3

の4号

・銀行並びに銀行子会
社等及び銀行持株会
社の子会社等が生命
保険募集人、損害保
険代理店、保険仲立
人として取り扱うことが
できる保険商品の範
囲は、平成17年12月
に拡大され、2年間の
モニタリングを経て平
成19年12月に全面解
禁が予定されている。
・平成17年12月の取り
扱うことができる保険
商品の範囲拡大にあ
たり、保険募集制限先
に対する契約締結を
手数料を得て行うこと
の禁止、保険募集制
限先確認業務の説明
義務、事業資金融資
担当者による保険募
集の禁止、融資申込
中の顧客に対する保
険募集の禁止等、弊
害防止措置の強化等

5032A 5032009 z07029 金融庁、

保険業法
第300条第
1項第9号
同法施行
規則第234
条第1項第
2号

平成10年
大蔵省告
示第238号
保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅱ
－3－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募集代
理店契約を締結して生命保険商
品の募集を行う場合、従業員へ
の圧力募集等を防止する観点
から、当該企業及びその企業と
密接な関係を有する者（法人）の
役員・従業員に対する保険募集
が一部の保険商品を除き禁止さ

れている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難性等
に鑑み設けられている規制であり、その趣
旨を踏まえつつ、規制改革・民間開放推進
３ヵ年計画（再改定）に示されたスケジュー

ルに従い本年度に検討を行う。

都銀懇話会 9 A
生命保険の募集に関わ
る構成員契約規制の撤

廃
・構成員契約規制を撤廃。

・構成員契約規制は、優越的地位の濫用や
圧力募集の防止を目的として設けられた規
定であるが、その実態に係らず、事前かつ一

律に募集を禁止する過剰規制。
・形式基準のため、顧客申出による場合も保
険の販売が出来ず、顧客利便性の観点で問

題。
・顧客勤務先の特定が困難なケースも多い
など(同名企業の存在等)、実務上の負担

大。
・損害保険や第三分野商品では規制がなく、
生命保険だけに適用される規制であり、妥当

性に欠く。
・銀行による保険商品の募集にあたっては、
圧力募集防止のための弊害防止措置が検
討されており、構成員契約規制は二重規制。

・保険業法 第
300条第1項第
9号、同施行規
則第234条第1
項第2号

・平成10年大
蔵省告示第
238号(平成10
年6月8日)
・保険会社向
けの総合的な
監督指針Ⅱ-
3-3-2(7)

・企業が生命
保険会社と募
集代理店契約
を締結して生
命保険商品の
募集を行う場
合、従業員へ
の圧力等を防
止する観点か
ら、当該企業
及びその企業
と密接な関係
を有する者(企
業)の役員・従
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5032A 5032010 z07030 金融庁、

保険業法
第275条第
1項

同法施行
規則第212
条第2項第
1号、第
212条の2
第2項第１
号、第212
条の4第2
項第1号、
第212条の
5第2項第1
号

銀行等が保険募集以外の業務
上取り扱う顧客に関する非公開
金融情報を保険募集業務に利
用し、または保険募集の業務上
取り扱う顧客に関する非公開保
険情報を保険募集以外の業務
に利用するには、事前に顧客の
書面その他の適切な方法による
同意が求められている。

ｃ －

本件規制は、銀行等がその与信業務や決
済業務を通じ、預金者や債務者に関する情
報を継続的かつ総合的に保有する立場に
あり、安易な流用による契約者保護上の問
題を生じやすい状況に鑑み、講じられてい
るものである。利用目的の事前の通知・公
表の如何にかかわらず、書面その他の適
切な方法による事前の同意を得なければ
保険募集業務以外の業務と保険募集業務
との間でそれぞれの業務に係る非公開情
報を流用してはならないとするなど、とくに
銀行等による保険商品の販売との関係に
おいて設けられているものであり、ご要望に

対応することは困難である。

都銀懇話会 10 A
保険募集における非公
開情報保護措置の撤廃

・非公開情報保護措置について
は、個人情報保護法に一体化する
方向で見直しを行い、保険業法施

行規則の規定は撤廃。

・銀行が保険を販売する際にのみ適用され
る規制であり妥当性がない(銀行以外の代理
店、例えば証券会社等は対象外。銀行が保
険以外の商品を販売する場合は対象外)。
・すでに個人情報保護法に基づく利用同意を
取得しているのにも関わらず、保険募集、商
品説明等を行う前に事前同意を取得するこ
とは他に例がないこともあり、顧客の理解を

得るのが難しい。

・保険業法第
275条第1項第
1号、保険業法
施行規則第
212条第2項第

1号

・銀行業務に
際し知り得た
顧客の非公開
情報を、顧客
の事前の同意
なしに、保険募
集に利用する
ことは禁止され
ている。

・また、保険募
集に際し知り
得た顧客の非
公開情報を、
顧客の事前同
意なしに、銀行
業務に利用す
ることも禁止さ
れている。

5032A 5032011 z07031 金融庁、

銀行法第
１６条の２
第５２条の
２３、第５２
条の２４

現行制度上の銀行持株会社及
び銀行は子会社の業務範囲に
ついて限定列挙されている。

ｃ Ⅰ

銀行は決済機能を有しており、経営の健全
性の確保の観点から子会社からの他業リス
クについては、保険持株会社に比べ厳格に
行わなければならない。また、決済機能を
有しているという点で同じであることから、
個々の銀行持株会社の子会社業務範囲に
対し、違いを設けることはできない。このた
め、子会社の業務範囲を個別承認とするこ

とは措置困難である。

都銀懇話会 11 A
銀行・銀行持株会社の子
会社等の範囲の見直し

・銀行持株会社について、銀行法
上に限定列挙されている業務以外
を営む会社であっても、個別の認
可を通じて子会社とすることが可
能となるよう、子会社の範囲の規

定を見直し。
・また、銀行の子会社の範囲の規
定についても、同様に見直し。
・銀行持株会社が法第52条の35第
1項の認可を受けて他の会社と合
併する場合において、銀行持株会
社の子会社等として認められる業
務以外の業務を行う会社を子会社
とすることを認めるよう規定を見直

し。

・金融グループの事業内容の見直し、業態を超えた提
携・再編を進める上で支障となる規制の見直しによっ
て、多様化する顧客ニーズへの的確な対応、質の高
い金融サービスの提供等の実現に資することが期待
される。他業禁止の趣旨について十分配慮すること
が前提とはなるが、銀行持株会社の子会社等の範囲
については、こうした効果や個別の事情を踏まえた柔

軟な対応が認められるべき。
・保険業法においても、保険持株会社と保険会社との
間には子会社等の業務範囲の内容には差がある。具
体的には、保険会社は、銀行と同様、他業禁止の観
点から子会社の範囲が限定列挙されているが、保険
持株会社については、限定列挙された会社以外でも
事前の承認を受けることにより子会社とすることが認

められている。
・こうしたことから、銀行持株会社の子会社等につい
ては、金融庁の個別の事前承認を要件とし、銀行の
子会社等に認められる業務以外の業務のうち、金融
業務に関連性のある業務等の一定の業務を営むこと
を認めるべき。また、銀行持株会社と他の会社との合
併時においては、銀行持株会社の子会社等として認
められる業務以外の業務を行う会社を子会社とする

ことを認めるべき。
・また、銀行の子会社についても、その範囲の見直し
によって、多様化する顧客ニーズへの的確な対応、
質の高い金融サービスの提供等の実現に資すること
が期待される。従って、金融庁の個別の事前承認（上
記）に加えて、一定の収入制限や財務制限を設けるこ
とによって子会社から銀行に波及する他業リスクを一
定限度にコントロールすることで、他業禁止の趣旨に
ついてより一層配慮した対応を行うことを前提として、
銀行の子会社等の範囲についても柔軟な対応が認

められるべき。

・銀行法第52条の23、
第52条の24

・銀行持株会社の子会
社の範囲は、銀行、長
期信用銀行、証券専
門会社、証券仲介専
門会社、保険会社、信
託専門会社、外国銀
行、外国証券会社、外
国保険会社、外国信
託会社、従属業務会
社、金融関連業務会
社、ベンチャービジネ
ス会社、およびこれら
のみを子会社とする持
株会社のうちで内閣府
令で定めるものに限定
されている。また、銀
行の子会社の範囲に
ついても、同様に限定

されている。
・また、銀行持株会社
が法第52条の35第1
項の認可を受けて合
併した場合において、
銀行持株会社の子会
社等として認められる
業務以外の業務を行
う会社を子会社とする
ことはできない(ただ
し、当該会社の議決権
を基準議決権(15％)を
超えて保有することは

可能)。

5032A 5032012 z07032 金融庁、

金融機関
の信託業
務の兼営
等に関す
る法律

都銀本体、信託銀行子会社及び
信託契約代理店が不動産関連
業務を行うことは禁止されてい

る。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金者等
の保護を確保する観点から、財務及び業務
の健全性を維持するため、極めて厳格な業
務範囲制限や子会社の業務規制が課され
ているところ。このような観点から、平成14
年において、都銀本体等に信託業務を解禁
した際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであり、今
日においても金融機関の財務及び業務の
健全性を確保する必要性が高いことから、
参入の可否については慎重な検討を要す

る。

都銀懇話会 12 A
都銀等による信託業務
に係る規制緩和

・不動産売買の媒介、貸借の媒
介・代理等の不動産関連業務等
を、都銀本体、信託銀行子会社、

信託代理店に解禁。

・都銀本体、信託銀行子会社および信託代
理店に対して、併営業務の一部を制限する

ことの理論的根拠は不明確。
・顧客財産の総合運用管理サービスの充実
を通じた顧客利便性の一段の向上のために
は、不動産関連業務を含めた信託業務の解

禁が不可欠。

・金融機関の
信託業務の兼
営等に関する
法律第1条第1

項
・金融機関の
信託業務の兼
営等に関する
法律施行令第

3条
・金融機関の
信託業務の兼
営等に関する
法律施行規則
第3条第1項

・現状、都銀本
体、信託銀行
子会社、信託
代理店は、「金
融機関の信託
業務の兼営等
に関する法律」
により、併営業
務の一部であ
る不動産売
買・仲介等の
不動産関連業
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5032A 5032013 z07033 金融庁、

銀行法第
16条の2第
1項各号、
銀行法施
行規則第
17条の3、
主要行等
向けの総
合的な監
督指針
（Ⅴ-3-3-
1(3)④ロ）

投資信託及び投資法人に関す
る法律施行令（以下「投信法施
行令」という）第３８条に定める
「特定資産に係る投資に関し助
言を行う業務」の銀行の子会社
が行うことができない。

ｂ Ⅲ

銀行子会社が行う投信法施行令第３８条に
規定する不動産等特定資産に係る投資に
関し助言を行う業務を子会社の業務範囲に
追加することについては、銀行業務との関
連性、その必要性等の観点から慎重に検

討を行う必要がある。

都銀懇話会 13 A

不動産投資顧問業者等
の資産運用アドバイス業
者の銀行による子会社

化の解禁

・投資信託及び投資法人に関する
法律施行令(以下「投信法施行令」
という)第38条に定める「特定資産
に係る投資に関し助言を行う業務」
の銀行の子会社の業務範囲への

追加。

・銀行は、不動産を運用対象とする投資法人
(いわゆるJ-REIT)に係る投資法人資産運用
業を営む投資信託委託業者を子会社とする
ことができるが、当該投資信託委託業者が
投資信託及び投資法人に関する法律(以下
「投信法」という)第34条の10第2項に定める
内閣総理大臣あての届出を行って投信法施
行令第38条に定める「特定資産に係る投資
に関し助言を行う業務」(以下「特定資産助言
業」という)を兼業した場合は、子会社とする

ことができない。
・投資信託委託業者による「特定資産助言
業」の兼業のための手続が認可ではなく届
出であるのは、その兼業に係る諸々のリスク
が小さいと考えられることによると推測され、
そうであるならば、銀行の子会社たる投資信
託委託業者による「特定資産助言業」の兼業
も特段の問題はないものと思料されるし、ま
た、そもそも「特定資産助言業」を営む会社
を銀行の子会社としても支障ないものと思わ

れる。
・金融資産に対する総合的な運用アドバイス
業務は15年度に銀行に解禁されたが、金融
資産とそれ以外の資産を総合的に考慮して
運用を行う投資家も相応に多いと考えられる
ことから、金融資産に限らない総合的な資産
運用アドバイスを銀行の子会社が行うことに
より、顧客利便性を高めるべきと思われる。

・銀行法第16条の
2第1項各号、銀
行法施行規則第
17条の3

・主要行等向けの
総合的な監督指
針(Ⅴ-3-3-1(3)④

ロ)

・銀行の子会社の
業務範囲は銀行
法第16条の2第1
項各号及び銀行
法施行規則第17
条の3に列挙され
る業務に限られ、
不動産投資顧問
業者等の資産運
用アドバイス業者
(有価証券に係る
投資顧問業の規
制等に関する法
律に定められる投
資顧問業者を除
く。)を子会社にで
きない。

・主要行等向けの
総合的な監督指
針(Ⅴ-3-3-1(3)④
ロ)により、銀行の
子会社が営む投
資顧問業務にお
いて、その投資助

5032A 5032015 z07034 金融庁、

銀行法施
行規則３４
条の３７第
３号イ、同
条６号ハ

現行制度上、銀行代理業を行う
営業所ごとに実務経験者を配置
していること、一般事業者が事
業向け貸付を行う場合には預金
等担保貸付又は規格化された
貸付商品（上限１千万円）に限定
している。また、兼業承認基準に
関して、「所属銀行と銀行代理業
者の利益が相反する取引が行
われる可能性があると認められ
る者」の中から「金融庁長官が
定める者」として銀行子会社(従
属業務子会社、金融関連子会
社等)については、適用除外され

ていない。

ｃ Ⅲ

一般事業者が代理業者として事業向け貸
付の取扱をすることは、既に兼業業務にお
いて様々な取引関係・利害関係を有してお
り利益相反等の弊害が生じるおそれがある
ことから原則禁止されている。また、銀行代
理店は決済や貸付などを業務とすることか
ら安定的な決済システムの確保や利用者
保護上、適切な業務運営が行われる必要
があり営業所ごとの実務経験者の配置を不

要とすることは困難。
なお、銀行子会社を兼業承認基準の対象
外とすることについては利益相反の可能性
の有無を慎重に検討していきたい。

都銀懇話会 15 A
銀行代理業の許可要件
に関する規制緩和

・「規格化された貸付商品」に係る
金額の上限(1,000万円)を撤廃。
・「規格化された貸付商品」以外の
取扱いを解禁。特に、「債権買取」

「手形の割引」を要望。
・銀行代理業務を行う営業所ごと
の実務経験者の配備を不要とす

る。
・兼業承認基準に関して、銀行子
会社(従属業務子会社、金融関連
子会社等)については、「所属銀行
と銀行代理業者の利益が相反する
取引が行われる可能性があると認
められる者」の中から「金融庁長官
が定める者」として適用除外とす

る。

・上限額の設定や取扱商品の制限により、
借り手の資金調達ニーズに十分に対応する
ことが困難になり、利用者利便の向上という
制度改正の趣旨に反して、利用者の利便性

が損なわれることになる。
・銀行代理店が契約の締結に係る審査に関
与しない場合の融資の媒介であれば、代理
業者の恣意が働きにくいことから、「規格化さ
れた商品」への制限や金額上限を撤廃する
ことによる弊害は小さいと考えられる。
・仮に、代理業務の内容が規格化された貸
付商品の単なる媒介に止まるのであれば、
法令等の遵守や顧客保護の徹底を図る上
で、営業所ごとに実務者を配備することは過
剰。他法令(証券取引法、信託兼営法、保険
業法等)と比較しても過剰規制となっている。
・銀行の子会社については、仮に親銀行の
銀行代理業者を兼業する場合も、グループと
しては事実上一体であり、両者間で利益相
反行為等の弊害が生じるとは考えにくいこと
から、銀行の100%出資である金融関連子会
社や、同様に100%出資かつ100%収入を親銀
行に依存している従属業務子会社等につい
ては、兼業承認基準の対象外とすべき。

・銀行法施行規則
第34条の37等

・一般の事業会社
等が、銀行代理
業者として事業用
資金の代理・媒介
を行うことが認め
られるのは、「規
格化された貸付
商品であって、そ
の契約の締結に
係る審査に関与し
ない場合」に限定
されており、その
上限額は一千万
円とされている。
・また、銀行代理
業務を行う各営業
拠点及び銀行代
理業務を統括す
る部署に実務経
験者(資金の貸付
業務に一年以上
従事した者又はこ
れと同等以上の
能力を有すると認
められる者)の配
備も必要とされて

いる。

5032A 5032016 z07035 金融庁、

証券取引
法第44条
第3号、第
66条の13
第1号ホ

証券会社又は証券仲介業者が
金銭を貸し付けることを条件とし
て勧誘することは不可。

ｃ Ⅰ、Ⅲ

証取法第４４条第３号を引き継ぐ金商法第
４４条の２第１項第１号、第２項第１号等に
おいて、「投資者の保護に欠けるおそれが
少ないと認められるものとして内閣府令で
定めるもの」についての適用除外規定が設
けられているが、総合口座貸越について
は、過剰投機を引き起こすおそれがあり、
当該適用除外事由とすることは措置困難。

都銀懇話会 16 A
バックファイナンス禁止
規制における総合口座
貸越の適用除外

・証券取引法第44条第3号に、一
定の適用除外事例(とくに、総合口

座貸越)を規定。

・証券取引法第44条第3項の精神は、投機の
抑制にあるとみられるが、総合口座貸越に
よってレバレッジは発生し得ない(信用取引
のように、元手の3倍の買付けを行うようなこ

とはなく、むしろ元手の範囲内)。
・総合口座貸越により、証券取引口座の残
高が買付代金に僅かに及ばなかったばかり
に未済が発生するような事態を回避でき、証
券取引法の目的たる有価証券の円滑な流通

に資することができる。
・本要望が実現されることにより、口座振替
契約を付した証券取引口座の開設など、顧
客にとって一段と利便性の高い商品・サービ

スの提供が期待できる。

・証券取引法第44
条第3号、同法第
65条の2第5項
・金融機関の証券
業務に関する内
閣府令第27条の2

第1号
・証券会社向けの
総合的な監督指
針Ｖ-1(4)

・現行の証券取引
法第44条第3号の
規定は、証券会
社又はその役員
若しくはその使用
人が信用取引以
外の方法によって
金銭を貸し付ける
ことを条件として
有価証券の売買
等を受託すること
を禁止(＝バック
ファイナンスの禁

止)。
・この規定は、同
法第65条の2第5
項の規定により、
登録金融機関又
はその役員若しく
は使用人にも適
用されている。
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5032A 5032017 z07036 金融庁、

前払式証
票の規制
等に関す
る法律第2
条第1項第
1号、同第
3条

前払式証票規制法では、購入者
保護等の観点から発行者に対し
て、届出又は登録、発行保証金
の供託等の義務を課している。

ｃ -

・前払式証票の発行を行う銀行等を前払式
証票規制法の適用除外とすれば、他の発
行者との間で競争条件での不平等な取扱
いを行うこととなり、基本的には、イコール
フッティングを維持すべきであると考える。
・また、銀行等が発行する前払式証票につ
いて、前払式証票規制法の適用除外や管
理・報告義務を軽減・免除とすることは、発
行の状況等が適切に把握されず前受金の
保全措置が講じられないおそれがあり、こ
のような状態では、購入者等の利益の保護
の観点からも適用除外は困難である。

- 都銀懇話会 17 A
銀行等が取り扱う電子マ
ネーのプリカ法適用除外

・銀行等が発行体となる電子マ
ネーにつき、「前払式証票の規制
等に関する法律」(プリカ法)の適用
除外とする。また、預金業務とみな
しうるスキームの電子マネー(オフ
ライン・デビット等)については、そ
の判断基準を明確化するとともに、
プリカ法の適用対象外とする。少な
くとも、銀行等が発行体となる電子
マネーにつき、「前払式証票の規
制等に関する法律」(プリカ法)の管
理・報告事項を軽減・免除する。

・現行のプリカ法は、①前払い、②証票その
他のものが発行されている、③利用の際に
使用できる、の3要件を備えたものを規制対
象としている。その立法趣旨は利用者の保
護であり、発行保証金の供託を義務付ける
こと等により、前払式証票の発行者の倒産
への備えや、悪意を持って発行見合資金を
搾取しようとする事業者を排除することを企

図している。
・一方、銀行等による電子マネーの発行は、
銀行法上の業務として位置付けられており、
発行者たる銀行には種々の監督規制が課
せられている。斯かる観点を踏まえれば、銀
行等に対しプリカ法上の管理・規制を適用す
る必然性は乏しい。こうしたことから、銀行等
が発行体となる電子マネーについては同法
の適用除外とすべきと考える。また、預金業
務とみなしうるスキームの電子マネー(オフラ
イン・デビット等)については、その判断基準
を示すとともに、プリカ法の適用対象外とす
べき。少なくとも、同法に基づく煩雑な管理・
報告事項についても軽減・免除するよう要望

する。

・前払式証票
の規制等に関
する法律第2条
第1項第1号、
第3条、第7
条、第11条、
第13条、第16
条、第17条

・平成16年3月
の事務ガイドラ
イン改正によ
り、電子マネー
の発行業務に
ついて、銀行
法上の位置付
けが明確と
なった。

・銀行等が発
行する電子マ
ネー等につい
ても、発行保
証金の供託等
を定めた「前払
式証票の規制
等に関する法
律」(プリカ法)
の対象となっ

5032A 5032018 z07037 金融庁、

貸金業の
規制等に
関する法
律第17
条、第18
条

貸金業規制法第17条では契約
締結時における債務者・保証人
に対する貸金業者の書面交付
義務を、第18条第1項では債務
弁済時における債務者・保証人
に対する貸金業者の書面交付
義務を、それぞれ規定している。

ａ Ⅰ

10月31日に国会に提出した「貸金業の規制
等に関する法律等の一部を改正する法律
案」において、
利息制限法の上限金利以下の金利での貸
付けについて、相手方の同意を条件に、
①　マンスリーステートメントを交付すること
により、極度方式貸付けに係る17条書面及
び18条書面の簡略化を可能とすること、
②　電子化を可能とすること、
を盛り込んだところ。

都銀懇話会 18 A
貸金業規制法に基づく書
面交付義務に係る規制

緩和

・貸金業規制法に基づき、適正に
成立した極度貸付契約の極度枠
内の個別の貸付取引について、①
17条、18条に係る記載内容の簡略
化を許容。または、②書面交付方
法について、債権者と債務者の双
方が合意する場合に限り、キャッシ
ング契約等の締結・貸付・返済時
において、書面交付に加えて、｢イ
ンターネットなどの情報通信機を用
いた電磁的方法｣による通知を認

める。

・わが国の個人向け金融市場が大きく変化する中で、
消費者金融市場に対するニーズは拡大しており、平
成12年の出資法上限金利の引下げ等、関連規制の

見直しが進められてきている。
・こうした中、銀行においても、消費者金融市場の健
全な発展に取り組むべく、新たな消費者金融商品の
提供や既存の消費者金融会社への出資等の対応を

進めている。
・現在、消費者金融市場においては、極度貸付契約
に基づいた個別の貸付・返済にＡＴＭを利用する取引
が、利便性の観点から、利用者の高い支持を得てい
る。しかしながら、ＡＴＭ取引においては、例えば、外
部のＡＴＭネットワークを利用する場合、貸金業規制
法17条、18条で規定される書面交付の要件(＝みなし

弁済要件)を完全に満たすことは困難。
・近時の目覚しいＩＴ技術の発展で、インターネット、電
子メールなどの電子手法の活用は一般的になってい
る。こうした中、貸金業規制法に基づき適正に成立し
た極度貸付契約に関し、極度枠内の個別取引をＡＴＭ
を利用して行うものについては、17条、18条に規定す
る書面の記載内容の要件を緩和し、または、債権者と
債務者の双方の合意がある場合や十分な債務者保
護措置が図られる場合には、書面交付の代わりに電
子手法の活用による債務者への通知を認めたとして
も、債務者保護の観点で問題はないものと思われる。
こうしたことによって、金融機関を含む他社とのＡＴＭ
提携が促進されることで、取引チャネルの拡大を通

じ、利用者の利便性向上に資する。
・また、本件によって、グレーゾーン金利の貸付に係
るみなし弁済制度の適用要件の明確化を通じ、貸付
契約に係る法的安定性が高められれば、貸付債権流
動化の拡大等を通じた消費者金融市場の健全な発
展、債務者の適正な借入機会の拡大につながり、結

・貸金業規制法第17
条、第18条、第43条

・貸金業規制法第17
条、第18条、第43条
－貸金業者は、貸付
に係る契約<含む変更
契約>を締結した時
は、遅滞なく契約書面
の交付が必要。
－貸金業者は、貸付
契約に基づく債権の全
部または一部につい
て弁済を受けた時は、
受取証書の交付が必

要。
－利息制限法で定め
られた基準金利を超
過する利息について、
契約締結時の契約内
容書面の交付等の要
件を満たす場合には、
利息制限の規定に関
わらず、有効な利息の
弁済とみなす(みなし
弁済制度)。

・利息制限法第1条
－基準金利(元本が10
万円未満の場合:年
20%、元本が10万円以
上100万円未満の場
合:年18%、元本が100
万円以上の場合:15%)
を超える超過利息は
無効。ただし、債務者
による任意弁済の場
合には、返還請求は

不可。
・出資法第5条

－金銭の貸付を行う

5032A 5032019 z07038 金融庁、

貸金業の
規制等に
関する法
律第24条
第2項

貸金業規制法第17条、第18条、
第20条から第22条まで、第42条
及び第24条第1項の規定は、貸
金業者の貸付けに係る契約に
基づく債権の譲渡があつた場合
における当該債権を譲り受けた
者について準用する。

ｃ Ⅰ

24条2項により債権を譲り受けた者につい
て準用される書面交付規制や取立行為規
制等は、債務者を保護するための規定であ
り、銀行等について例外とすることについて

は困難である。

都銀懇話会 19 A

銀行等が貸金業者から
譲受けた貸付債権に係
る貸金業規制法の適用

除外

・貸金業規制法第24条の規制の適
用対象から、①銀行等、②預金保
険法第2条に定める金融機関から
会社分割等によって設立された子
会社が保有する「会社分割等の際
に当該金融機関から承継した債
権」及び「当該債権の債務者に対
する会社分割等の後に発生した債
権」を譲渡する場合を除く。

・銀行は、銀行法の規定に基づき貸付業務
を実施し、金融庁の検査・監督も受けてい
る。この中で、契約内容等に関する顧客説明
についても対応しているところ。銀行が保有
する貸付債権について貸金業規制法の規制
が重複して適用されることは過剰であり、実

務的な負担も大きい。
・また、債権者は同じ銀行であるにも関わら
ず、一部の貸付債権についてのみ書面交付
等の取扱いが異なることについて、債務者、

保証人への説明も困難。
・業態を超える再編、提携が進行する中、今
後、銀行が貸金業者から貸付債権を譲受け
るケースの拡大が見込まれることから、本規
定の適用対象から銀行を除外するよう要望

する。
・また、貸出債権流動化市場の活発化を促
すには、債務者保護に適切な配慮がなされ
ている場合について通知を不要とすることが
必要。こうした見地より、譲渡人が預金保険
法第2条に定める金融機関から会社分割等
によって設立された子会社が保有する債権
を譲渡する場合については、通知を不要とす

べき。

・貸金業規制法第17
条、第18条、第24条
・銀行が貸金業者から
譲受けた貸付債権に
ついては、貸金業の規
制等に関する法律(以
下、「貸金業規制法」)
第24条により、貸金業
規制法に基づく規制
(注)が適用される。
(注)貸金業規制法に
基づく主な規制内容
－貸金業者の貸付に
係る契約に基づく貸金
債権を譲受した者は、
当該債権の債務者に
対して契約内容を明ら
かにする書面を交付し
なければならない。
－契約書面の交付(貸
付にかかる契約<含む
変更契約>・保証契約
締結前後に保証人な
どに､多岐に亘る項目
を記載した文書を交付
しなければならない規

制)
－受取証書の交付(債
権の全部又は一部に
ついて返済を受けた際
に都度、受取証書<課
税文書>を交付しなけ
ればならない規制)
－債権証書の返還(完
済した場合は必ず返
済者に債権証書を返
還しなければならない

規制)
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5032A 5032025 z07039
金融庁、
法務省、

民法
当事者が譲渡禁止の意思表示
をした場合、指名債権の譲渡は

禁止される。
ｃ Ⅰ

　譲受人が信託営業者等の一定の免許事
業者の場合に譲渡禁止特約の対外効を制
限する旨の特例を設けるかどうかについて
は、譲渡禁止特約によって保護されるべき
原債務者の利益を不当に害することがない
かどうか等について、特に慎重に判断して

いく必要があるものである。

都銀懇話会 25 A
債権流動化における債
権譲渡禁止特約の対外

効の制限

・売掛債権等の一定の種類の指名
債権に限定し、かつ①「信託業法」
又は「金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律」に基づく信託営
業者に対する信託が譲り受ける場
合、又は②特定目的会社及び「証
券取引法施行令第17条の2第2項
第3号及び同条第3項に規定する
有価証券を定める内閣府令」に定
める有価証券を発行する法人並び
にそれに準ずる外国の法人が譲り
受ける場合、③金融機関(①を除く)
が譲り受ける場合に限り、譲渡禁
止特約の対外効を制限するよう
「債権譲渡の対抗要件に関する民
法の特例等に関する法律」を一部

改正。
・民法第466条第2項の譲渡禁止特
約の対外効を制限する規定を盛り
込む。(併せて、法律名を例えば
「債権譲渡に関する民法の特例に

関する法律」に改める)

・そもそも民法第466条第2項の規定が起草
された当時は、原債務者を過酷な取立てな
どの権利行使から保護することが背景に
あったと見られるが、譲受人を信託営業者等
一定の免許業者等に限定することにより、そ

の目的は十分達成できる。
・現在の譲渡禁止特約の対外効は、原債務
者に保護を与える手段としては過剰規制で
あり、逆に原債権者の資金調達を妨げる要
因となっているなど弊害が多く、緩和される
べきである。一方で譲渡禁止特約付債権も、
最高裁判例で既に差押及び転付命令の対
象と認められている点と照らし合わせれば、
より広く原債権者の資金調達のために活用

されるべきである。
・我が国の債権譲渡関連法制を国際的な趨
勢に適合させることにより、我が国の債権流
動化市場の拡大を図ることができる。

・民法第466条
第2項

・債権譲渡の
対抗要件に関
する民法の特
例等に関する
法律

・民法第466条
第2項によれ
ば、指名債権
において、予
めその債務者
が債権譲渡を
禁止していた
(譲渡禁止特
約)にも関わら
ず債権譲渡が
なされた場合
で、かつ譲受
人が当該譲渡
禁止特約の存
在を知ってい
た場合、譲渡
人(原債権者)
と譲受人との
間の債権譲渡
契約そのもの

5032A 5032026 z07040 金融庁、

銀行法施
行規則第
13条の６
の７、金融
分野にお
ける個人
情報保護
に関する
ガイドライ
ン第6条
（平成16年
12月6日金
融庁告示
第67号）、

個人情報取扱事業者等は、政
治的見解、信教等の機微情報
を、一定の例外を除き、原則とし
て取得、利用又は第三者提供を

行わないこととする。

ｃ -

機微情報の場合、社会通念上、プライバ
シー保護上厳正な管理が求められているこ
とに加え、ある情報が機微情報に該当する
かどうかは、個々の情報の種類や内容等に
よって大きく左右されるので、ケースバイ
ケースかつ慎重に判断すべきであると考え

る。ちなみに、今回の事例は、
①政治・宗教団体に勤務しているという事
実は、機微情報に該当すると考える。
②「Ａ氏は通院（入院）している」「Ｂ氏は障
害者である」という事実は、機微情報に該当

すると考える。
③本籍地が都道府県名のみであっても、機

微情報に該当すると考える。
④保険医療情報を、生命保険時に取得す
る告知事項や健康保険証に記載されてい
る通院歴に限定することは困難と考える。

都銀懇話会 26 A
機微(センシティブ)情報
の取扱についての明確

化

・機微(センシティブ)情報の取扱に
関する法令等の定義・解釈を明確

化。
(例)

①政治・宗教団体への勤務に関す
る情報は、必ずしも機微(センシティ
ブ)情報には該当しない。(政治・宗
教団体に勤務しているという事実
が、必ずしも特定の政治的見解や
信教に基づき当該団体に所属して
いることを示すものではないため)
②以下のような情報は、病気等の
保健医療に関する情報の内容が
特定されないため、機微(センシ
ティブ)情報には該当しない。「A氏
は通院(入院)している」「B氏は障
害者である(障害者手帳を保有して

いる)(*)」
(*)傷害の種類・傷害等級は機微
(センシティブ)情報と認識

③本籍地に係る情報のうち、都道
府県名のみであれば、プライバ
シーマークの認証基準であるJIS
Q15001の考え方と同様、機微(セ
ンシティブ)情報には該当しない。
（例えば、旅券では本籍地に係る
情報のうち都道府県名のみが記載

されている）

・機微(センシティブ)情報については、社会通
念上、プライバシー保護上厳正な管理が求
められていることから、その取扱にあたって

は特に慎重を期す必要がある。
・しかしながら、現行の法令等においては機
微(センシティブ)情報となる情報の範囲が必
ずしも明確でなく、取扱の詳細は各行の解釈
に委ねられているため、一部の事項につい
ては各行で対応にばらつきがある可能性が
ある。これら事項の定義・取扱ルールの目線
統一を進めることで、各行の取扱の統一を図
り、機微(センシティブ)情報の管理を確保す

ることが望ましい。

・銀行法施行
規則第13条の
6の7

・金融分野に
おける個人情
報保護に関す
るガイドライン
第6条

・金融分野に
おける個人情
報取扱事業者
は、政治的見
解、信教(宗
教、思想及び
信条をいう。)、
労働組合への
加盟、人種及
び民族、門地
及び本籍地、
保健医療及び
性生活、並び
に犯罪歴に関
する情報(「機
微(センシティ
ブ)情報」)につ
いては、原則と
して取得、利

5032A 5032027 z07041 金融庁、

・「主要行
等向けの
総合的な
監督指針」
Ⅲ－３－１
－４

第三者割当増資については、預
金及び貸出等の業務を営む銀
行が取引先等に対して直接割当
を行うことに鑑み、こうした増資
に関するコンプライアンス態勢に
ついては、増資の都度、取締役
会の責任において、全行的に構
築し、構内に徹底を図ることを求
めている。

b Ⅳ

公募増資と同様に、「資本充実の原則の遵
守」や「優越的地位の濫用の防止」等に関し
て、法令等遵守の観点から相応のチェック
機能が働く増資形態については、増資の都
度、法令等遵守に係る内部管理態勢を構
築する義務が免除されるように監督指針を
改正する。

都銀懇話会 27 A
第三者割当増資に係る
コンプライアンス・ルール

の適用除外

・米国証券法Rule 144Aに基づく適
格機関投資家向け私募等、実質的
に公募に近い発行形態で、機関投
資家を対象として増資を行う場合、
公募増資の場合と同様、第三者割
当増資に係る内部管理態勢の構

築を免除。
・銀行持株会社が子銀行の株式等
を引き受ける場合も、第三者割当
増資に係る内部管理態勢の構築

を免除。

・監督指針において、公募増資については相応
のチェック機能が働くことから、内部管理態勢の
確立に関するコンプライアンス・ルールの適用対
象外とされているが、米国証券法Rule 144A等の
ように、形式的には私募であっても、引受証券会
社が法定の開示基準に準じて作成された目論見
書を用いて不特定多数の投資家を対象に勧誘を
行うなど、実質的に公募に近い発行形態であり、
且つ、勧誘対象が適格機関投資家に限定される

場合も存在する。
・こうした増資形態においては、「資本充実の原
則」、「優越的地位の濫用」、「商品性の適切な説
明」、「適正なディスクロージャーの確保」等、内部
管理態勢構築により法令遵守の徹底が求められ
ている点に関し、不適切な対応が行われる可能

性は僅少であり、公募増資と同等。
・また、銀行持株会社と子銀行は人的・資本的に
緊密な関係にあり、両者の増資が同時且つ一体
的に行われる場合も多い。こうしたことに鑑みれ
ば、銀行持株会社が子銀行の株式等を引受ける
場合は、「預金及び貸出等の業務を営む銀行が
取引先に対し直接割当を行う」という通常想定さ
れている第三者割当増資とは異なり、内部管理
態勢構築により法令遵守の徹底が求められてい
る上述の点に関し、銀行持株会社と子銀行の間
で不適切な対応が行われる可能性はない。

・このような法令遵守上の問題が生じる可能性が
僅少／皆無な増資形態について、通常の第三者
割当と同様の内部管理態勢の構築を義務付ける
意義は乏しく、非効率。当該増資形態による資本

調達の阻害要因ともなり得る

・銀行法第53
条

・主要行等向
けの総合的な
監督指針「Ⅲ-
3-1-4 第三者
割当増資のコ
ンプライアン
ス」

・銀行又は銀
行持株会社が
第三者割当増
資(普通株式、
優先株式、優
先出資証券)を
行う場合は、
増資の都度、
取締役会の責
任において、
全行/全社的
に内部管理態
勢を構築しな
ければならな
い。
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5032A 5032028 z07042 金融庁、

・「主要行
等向けの
総合的な
監督指針」
様式・参考
資料編別
紙様式4-
26、27

永久劣後特約付借入金を受け
入れる場合及び永久劣後特約
付社債を発行する場合、増資の
届出書に契約内容のバーゼル
合意適合性及び我が国における
民法上の有効性に関する弁護
士意見書の添付を求めている。

b Ⅳ

永久劣後債等の発行届出書に弁護士意見
書を添付する義務を免除するなど、事務の
簡素化が図られるよう監督指針を改正す
る。

都銀懇話会 28 A
永久劣後調達に係る届
出手続簡素化

・永久劣後調達に係る届出を行う
際、当該永久劣後調達の「バーゼ
ル合意適合性」を担保するための
契約文言が、過去に弁護士意見を
取得した永久劣後調達の契約文
言と同一の場合は、新たな弁護士
意見に代えて、当該永久劣後調達
の「バーゼル合意適合性」に関す
る銀行又は銀行持株会社による確
認結果を添付することを許容。

・永久劣後債等の「バーゼル合意適合性」を
担保するための要件は、平成10年12月の事
務ガイドライン改正により明確化されており、
当該要件を定めた契約が本邦民商法上有
効であるとの弁護士意見は確立している。ま
た、当該要件を定めた契約文言は定型化し
ている。こうしたことから、実態上、弁護士意
見は、当該定型文言が契約等に明記されて
いることを形式的に確認しているに過ぎな
い。以上により、永久劣後調達に係る届出の
都度弁護士意見を取得する意義は乏しい。
・しかしながら、現行制度では、永久劣後調
達の都度、弁護士意見の取得が義務付けら
れており、銀行及び銀行持株会社にとって事
務手続・弁護士費用といった負担が発生して

いる。
・また、期限付劣後債/劣後ローンに係る届
出の際は、弁護士意見の添付は求められて

いない。

・銀行法第53
条、銀行法施
行規則第35条
・主要行等向
けの総合的な
監督指針 様
式・参考資料
編 別紙様式4-
26・27注記

・永久劣後特
約付社債の発
行及び永久劣
後特約付借入
金の受入れ(以
下「永久劣後
調達」)に係る
届出を行う場
合には、「契約
内容のバーゼ
ル合意適合性
及び我が国に
おける民商法
上の有効性に
関する弁護士
意見」(以下「弁
護士意見」)
を、その都度

5032A 5032029 z07043 金融庁、

証券取引
法第28条
の4第2
項、第32
条第5項、
第6項、証
券取引法
施行令第
15条の2、
第15条の4
第1項、第
2項、証券
会社に関
する内閣
府令第16
条、第19
条

①証券取引法における「親法人
等」「子法人等」の範囲は、密接
な関係を有する一定の者と合算
したときに議決権を過半数保有
しているかどうか、又は役員を過
半数占めているかどうかにより
決められるのに対し、財務諸表
等規則における「親会社」「子会
社」は、いわゆる支配力基準に
より、財務及び営業又は事業の
方針を決定する機関（意思決定
機関）を支配しているかどうかに
よりその範囲が決められる。
②不適格な主要株主による不当
な影響力を排除するとの目的に
基づき、主要株主規制が設けら
れており、証券会社の主要株主
は届出、銀行の主要株主は認

可が必要となる。

①ｂ
②ｃ

①Ⅰ、
Ⅱ、Ⅲ
②Ⅰ、
Ⅲ

①金融商品取引法に基づく政令・内閣府令
を整備する中で検討を行う。

②証券会社の「主要株主」については、銀
行とは異なる規制目的・内容に則して、その
対象として必要な者を定めている。そのた
め、規制の適用範囲を完全に一致させるこ

とは困難。

都銀懇話会 29 A
証券取引法等における
「子法人等」等の定義の

改正

①証券取引法における「親法人
等」「子法人等」の定義を、財務諸
表等規則、銀行法等における「親
会社」「子会社」の定義と同一にす

る。
②主要株主の定義を銀行法の定

義と同一にする。

・証券取引法においては、実質的に支配力・
影響力のない先でも「親法人等」あるいは
「子法人等」に定義され、また主要株主の定
義が銀行法より広範であり、証券取引法第
54条第1項第8号及び証券会社に関する内
閣府令第46条に基づく届出事務が大きな負

担となっている。
・また、証券会社に関する内閣府令第33条
第1号により、証券会社は「関係会社(親法人
等、子法人等)に関する報告書」を毎営業年
度経過後4カ月以内に金融庁長官等に提出
しなければならず、その事務負担も大きなも

のとなっている。

・証券取引法第32条
第5項、第6項、証券取
引法施行令第15条の
4第1項第1号、同条第

2項第1号

・証券取引法等におけ
る各種定義と他の法
令等の定義とに違い

がある。
①証券取引法上の「親
法人等」および「子法
人等」の概念は、「証
券会社の」および「証
券会社が」総株主数の
議決権の過半数を所
有していることその他
の当該証券会社と密
接な関係を有する法
人その他の団体として
政令で定める要件に
該当する者、とされて
いるが、その対象とな
る範囲は財務諸表規
則や銀行法における
「親会社」「子会社」よ
りも広範なものとなっ

ている。
②銀行法における主
要株主の定義は出資
比率20％以上である
のに対し、証券取引法
施行令における主要
株主の定義は出資比
率10％以上とされてい

る。

5032A 5032030 z07044 金融庁、

証券取引
法第64
条、第64
条の6第3
号

証券会社や登録金融機関は、
取引の勧誘等を行う役員及び使
用人について外務員登録を行う

こととなっている。

ｃ Ⅰ

外務員登録は当該外務員の行為の効果が
帰属する法的主体（使用者）を明確化する
観点から必要な制度であり、使用者変更の
際の手続を不要とすること自体は措置困

難。

都銀懇話会 30 A
証券外務員登録の簡素

化

・銀行持株会社の子会社である銀
行間異動においては、出向・転籍
を問わず、外務員登録の維持を可
能とする(抹消及び新規登録申請

手続を不要とする)。

・金融グループ内で機動的な人材配置を
行っていく中で、銀行持株会社の子会社であ
る銀行間異動は、今後ますます増加していく
見込であり、日数に係わらず証券業務従事
に支障が生じる(証券外務員としての業務を
行えない期間が発生する)状況は、早期に改

善されるべきである。

・証券取引法第64
条の6第3項

・『証券外務員登
録等事務マニュア
ル(特別会員用)』
(平成15年5月1日

改訂)

・退職等の理由に
より証券外務員の
職務を行わなく
なった時は、「登
録証券外務員の
職務廃止届出書」
を遅滞なく提出す
ることとなってい

る。
・銀行持株会社の
子会社である銀
行間異動も上記
の職務廃止理由
に該当し、異動
(出向・転籍いず
れの場合も)の際
には、廃止・再登
録手続が必要。
・規定どおり一旦
廃止手続を行い、
異動先であらため
て新規登録申請
を行っているた
め、新規登録完
了までの期間は
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要望
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号

要望事
項管理
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プ化番
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管理コー
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5032A 5032031 z07045 金融庁、 -

証券会社の事故処理のための
顧客口座は、証券会社の事故
等が顧客の税額計算に影響を
及ぼさないようにするため設けら
れたものであり、当該口座で処
理された取引については、取引
報告書の交付義務の適用除外
などの規定が置かれることによ
り措置がなされている。
一方で、証券取引法第65条の２
第１項の登録を受けた銀行等
（登録金融機関）については、措
置されていない。

b Ⅲ

証券取引法第65条の２第１項の登録を受け
た銀行等（登録金融機関）についても、証券
会社と同様に事故処理ができるよう所要の
措置を検討することとしたい。

都銀懇話会 31 A
証券事故処理のための
「事故処理分別口座」保

有の解禁

・証券事故処理のために、「事故処
理分別口座」を設けることを許容。

・平成15年1月の証券税制改正による「特定
口座」取り扱いに伴い、証券会社は事故を生
ぜしめた場合の事故処理において顧客の税
額計算に影響を与えないように「事故処理分
別口座」における処理（「特定口座」のみなら
ず一般口座における事故も処理可能）が許
容されているが、銀行には認められていな

い。
・具体的には、証券会社に関する内閣府令
第30条第2項第4号および別表8により、証券
会社は「事故処理分別口座」を設け、同口座
における処理を認められているが、金融機関
の証券業務に関する内閣府令等には該当す

る条文がない。

・金融機関の
証券業務に関
する内閣府令

等

・証券事故の
処理は顧客口
座において
行っている。

保険会社が行うことの
できる業務として、他の
金融業を行う者の業務
の代理や事務の代行が
認められたが、その詳
細を定める施行規則で
は、信託業務の代理や
事務の代行は認められ

ていない。

5034A 5034001 z07046 金融庁、

保険業法
第98条第1
項第1号
同法施行
規則第51
条

保険会社は、付随業務として他
の保険会社等その他金融業を
行う者の業務代理等を行うこと
ができることとされており、その
具体的内容は保険業法施行規
則第51条に規定されている。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画（再改
定）に示されたスケジュールに従い、本年度
に結論を得べく検討を行っている。

生命保険協会 1 A
保険会社本体による信
託業務の代理又は事務

代行の解禁

保険会社の付随業務として、既に
銀行等で行われている信託会社ま
たは信託業務を営む金融機関の
信託契約の締結業務または金融
機関の信託業務の兼営等に関す
る法律第１条第１項各号に掲げる
業務を受託する契約の締結業務
の代理や事務の代行を行うことを

認める。

・保険会社が顧客に対して信託商品の提示
を行えることとなれば、顧客利便性の向上、
保険会社のエクセスキャパシティ活用の観点

から極めて有効である。
・生命保険会社では、他の金融機関と共同し
てマスタートラスト業務等を行う信託銀行を
設立しているケースがあるが、マスタートラス
ト業務等の代理を保険会社に認めることによ
り、当該信託銀行の顧客基盤拡充や経営効
率化、保険会社の経営資源の有効活用が促

進される。
・なお、銀行等においては信託業務の代理
が可能とされており、かかる点との公平性を
図る必要がある。また、金融審議会「信託業
のあり方に関する中間報告書（H15.7.28）」で
は、信託契約の取次ぎを行う者の範囲を幅
広く認めることが適切とされている。

保険業法施行
規則第51条

保険会社本体で、投資
顧問契約又は投資一任
契約の締結に関して、
顧客の紹介を行うこと
は可能であるが、顧客
の勧誘（代理、媒介）を
行うことはできない。

※投資顧問契約等の締
結の代理・媒介は、金
融商品取引法において
投資助言・代理業として
手当てされたが、保険
業法上の手当てが必要

5034A 5034002 z07047 金融庁、

保険業法
第98条第1
項第1号
同法施行
規則第51
条

保険会社は、付随業務として他
の保険会社等その他金融業を
行う者の業務代理等を行うこと
ができることとされており、その
具体的内容は保険業法施行規
則第51条に規定されている。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画（再改
定）に示されたスケジュールに従い、本年度

に検討を行う。
生命保険協会 2 A

保険会社本体による投
資顧問契約等の締結の

勧誘

保険会社本体で、系列投資顧問会
社等に係る投資顧問契約等の顧
客の勧誘を行うことを認める。

・顧客ニーズ・保険会社の経営の効率性
企業年金市場における保険会社の顧客を中
心として、投資顧問会社の商品に対する潜
在的ニーズがあり、保険会社が顧客に対し
て投資顧問契約等の勧誘を行えることとな
れば、顧客利便性の向上、保険会社のエク
セスキャパシティ活用の観点から極めて有効

である
・現在、保険会社は、投資顧問契約等につい
て顧客の紹介を行うことは可能であり、顧客
のニーズにより能動的に対応する観点から
その勧誘を行える事としても、保険会社の業
務範囲の中に現在行える業務と異質のもの

が混入する訳ではない。
また、信託銀行による投資助言業務・投資一
任業務の本体兼営が可能とされた中、信託
銀行と同様に企業年金受託機関として投資
顧問業との親近性を有する保険会社につい
て、投資顧問契約等の締結の勧誘を認める
ことは、規制の均衡という観点からも妥当な

ものと考えられる。

有価証券に係
る投資顧問業
の規制等に関
する法律第2条

等、
保険業法施行
規則第51条

※金融商品取
引法第33条3
項、第33条の2

保険会社の子会社で行
うことのできる業務及び
保険持株会社傘下子会
社で承認を受けずに行
うことのできる業務の中
に、不動産投資顧問業
務が含まれていない。
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5034A 5034003 z07048 金融庁、

保険業法
第106条第
１項第12
号・第2項
第2号、第
271条の22
第１項第
12号

同法施行
規則第56
条の2第2
項

保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅲ
－2－3－
1(2)⑥

保険会社の子会社が行うことの
できる業務として、不動産投資
顧問業は認められていない。

ｃ －

これまで保険会社における不動産投資はイ
ンカムゲインを得ることを目的としたものが
中心であり、不動産投資顧問業を保険会社
の子会社の業務として認めることについて
は、保険業との関連性・親近性につき慎重

な検討が必要。

生命保険協会 3 A
保険会社の子会社によ
る不動産投資顧問業務

の解禁

保険会社の子会社で行うことので
きる業務及び保険持株会社傘下
子会社で承認を受けずに行うこと
のできる業務として不動産投資顧

問業務を認める。

・わが国においても、不動産投資顧問業務に対す
る年金基金等を中心とする投資家のニーズが高
まりつつあるが、特に年金基金においては、不動
産投資を長期安定的なコア投資としてポートフォ
リオ上位置付けたいというニーズが高く（欧米に
おける年金基金の実態は、インカムゲインを中心
とした長期保有型の投資が中心）、不動産投資に
係るノウハウを有する保険会社が、子会社にお
いて不動産投資顧問業務を提供することへの期

待は高まっている。
・保険会社が本来業務である資産運用の一環と
して行う不動産投資は、一般的にオフィスビル・
商業施設等の長期保有・賃貸によるインカムゲイ
ン獲得を目的としたものであるが、予定利率をカ
バーするための収益性を追求する必要があるこ
とから、土地・物件の価格動向や将来的な収支
予測を勘案のうえ、投資判断を行っている。
また、最近では、近年の不動産市場に鑑み、従
来のように、長期にわたる保有を前提とした収益
性の分析に加え、追加投資の可否・コストや物件
の流動性等、総合的な判断に基づく不動産投資
を行っている。これらの判断において必要とされ
る不動産価値の分析能力は、まさしく不動産投資
顧問業登録規程に定められる「投資判断」に必要

な能力と同様であると考えられる。
・なお、有価証券に係る投資顧問業務及び不動
産投資信託委託業務は既に子会社で行うことが
認められているが、子会社による不動産投資顧
問業務は、これらの業務と、蓄積された運用ノウ
ハウの活用という点及び投資家のために資産運
用業務を行うという点において共通しており 本

保険業法施行
規則第56条の
2、第210条の

7、
保険会社向け
の総合的な監
督指針Ⅲ－2
－3－1(2)⑥

保険会社の特定子会社
が10％を超えて投資を
行うことが可能な企業
については、保険業法
施行規則で定められて
いるが、範囲が限定的
であり、例えば設立間も
ない企業など、幅広い
ベンチャー企業への投
資を行うことができな

い。
また、投資時点ではそ
の対象であって、10％
超の投資を行った企業
についても、その後の
企業成長により対象か
ら外れた場合は、追加
投資を行うことができな

い。

5034A 5034004 z07049 金融庁、

保険業法
第106条第
１項第13
号、第107
条第7項
同法施行
規則第56
条第3項～
第5項

保険会社の特定子会社が10％
を超える議決権を保有すること
ができる会社（新規事業分野開
拓会社）は保険業法施行規則第
56条第３項・第４項に規定されて

おり、
①中小企業新事業活動促進法
第２条第１項に規定する中小企
業者であって、設立５年以内か
つ試験研究費等比率が３％以上

のもの
②同じく中小企業者であって、設
立１年以内かつ常勤研究者２名
以上で役職員の10％以上を占

めるもの
③中小企業新事業活動促進法
第11条第１項の「異分野連携新
事業分野開拓計画」認定会社
④最後の議決権取得時に①～
③に該当していたもの
とされている。

なお、当該新規事業分野開拓会
社の議決権を10％を超えて保有
することができるのは、その議決
権の取得の日から10年以内とさ
れている（保険業法施行規則第

56条第５項）。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画（再改
定）に示されたスケジュールに従い、本年度

に検討を行う。
生命保険協会 4 A

保険会社の特定子会社
（ベンチャーキャピタル子
会社）の保有比率10％超
投資対象企業の範囲等

の拡大

保険会社の特定子会社が10%を超
えて投資できる企業の範囲につい
て、例えば設立間もない企業など、
幅広いベンチャー企業に拡大す
る。また、10％超の投資を行った企
業が、その後企業成長により対象
から外れた場合についても、投資
期間が10年に満たない場合は、追

加投資を可能とする。

昨今 ャ 市場 お 、従来 あ
るベンチャー企業に加え、大企業からのスピンオ
フや大学発など、多種多様な企業が設立されて
いる。これらの企業は、技術的・ビジネスモデル
的に競争力を有しているが、資金・人材等が不足
している場合も多い。こうした状況において、保険
会社の特定子会社が10％を超えて投資できる企
業の範囲が拡大されれば、当該ベンチャー企業

の資金ニーズに応えることができる。
・また、投資した時点ではその対象であった企業
について、成長により事業規模等が拡大した場
合でも、追加投資を行うことが可能となれば、当
該企業からの支援継続等の依頼に応えることが

できる。
・保険業法107条では、保険会社の業務範囲規制
の潜脱等を防ぐ観点から、保険会社の子会社が
一般事業会社の議決権を10％超保有することを
禁止しているが、特定子会社については、一定の
要件を満たすベンチャー企業の議決権を10年間
に限り10％超保有することが認められている。し
たがって、10年間の保有期間制限を維持した上
で、保険業法施行規則56条に規定するベン
チャー企業の範囲を拡大することや追加投資を
可能とすることは、業務範囲規制等の趣旨からも

問題ないものと考えられる。
・なお、一般のベンチャーキャピタルでは、一定の
出資割合をもってベンチャー企業の経営状況を
詳細に把握することは、ベンチャー投資のリスク
管理に極めて有効な手段として認識されており、
左記要望が実現されれば、保険会社の特定子会
社のリスク管理にも同様の効果が期待できる。

保険業法施行
規則第56条

本体での信託業務は保
険金信託に限定されて
おり、幅広く信託業務を
行うことができない。

5034A 5034006 z07050 金融庁、

金融機関
の信託業
務の兼営
等に関す
る法律第1
条第1項
同施行令
第2条

保険会社の業務範囲は、保険
の引受け等の固有業務（保険業
法第97条）のほか、法第98条第
1項各号に掲げる業務その他の
付随業務（第98条）、第99条に
規定する業務及び他の法律によ
り行う業務とされている。

ｂ Ⅱ

保険会社本体による信託業務の実施につ
いては、保険会社の事業の在り方の趣旨
等を踏まえて検討することが必要であり、ま
た、信託業に係る業務の代理又は事務の
代行からまずは検討されるべきである。

生命保険協会 6 A
保険会社本体による信
託業務の実施

保険会社本体で、保険金信託以外
の信託業務が行えるよう、保険会
社本体の業務範囲を見直す。

・保険と信託の親近性に鑑み、信託商品に
対する潜在的ニーズがあり、生命保険会社
が資産運用に係るノウハウを活用して信託
商品を取り扱うことができれば、顧客利便性
の向上、保険会社の収益性向上等の観点か

ら有効である。
なお、銀行等については、既に本体での信
託業務の兼営による参入が認められてい

る。

金融機関の信
託業務の兼営
等に関する法
律施行令第2

条

保険料受け入れ、及び
解約時の引渡しについ
て、株、債券等の現物
資産によって行うことが
認められていない。

厚生年金基金の代行返
上における物納等の場
合は、特例措置として、
現物資産の受払が認め

られている。
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5034A 5034016 z07051 金融庁、

保険業法
第97条第2
項、第118
条第1項、
同法附則
第１条の
13

厚生年金
保険法第
130条の3

保険料受入れ、および移受管に
ついて、株、債券等の現物資産
によって行うことは認められてい

ない。

ｂ Ⅰ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画（再改
定）に示されたスケジュールに従い、本年度

に検討を行う。
生命保険協会 16 A

特別勘定に関する現物
資産による保険料受入、

移受管

株、債券等の現物資産による保険
料受入、移受管を可能とすべく法

令上措置する。

・新会計基準の適用に伴い、企業サイドで
は、保有している株式を当該企業の年金制
度に現物で拠出することにより、退職給付に
係る積立不足額を解消したいというニーズが
高まっており、企業の保有株式の年金制度
への現物拠出は、企業間の持合株式を市場
に悪影響を与えずに解消できる手段として有

効視されている。
・現金化のコストは顧客にとって不利益とな
り、単独運用契約の場合、現物をそのまま移
管できれば資産価値を減じることなく移管が

可能となる。
・現金化に伴い、大量の株式の売却が行わ
れた場合、株式相場等の下振れ要因にな

る。
・信託については、厚生年金保険法の改正
により以上の取扱いが可能であるが、生保
が法的な解釈を理由に取扱えないと利用者

利便が著しく阻害される。

保険業法第97
条、第118条、
附則第1条の
13他

5041A 5041052 z07052 金融庁、

保険業法
第300条第
1項第9号
同法施行
規則第234
条第1項第
2号

平成10年
大蔵省告
示第238号
保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅱ
－3－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募集代
理店契約を締結して生命保険商
品の募集を行う場合、従業員へ
の圧力募集等を防止する観点
から、当該企業及びその企業と
密接な関係を有する者（法人）の
役員・従業員に対する保険募集
が一部の保険商品を除き禁止さ

れている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難性等
に鑑み設けられている規制であり、その趣
旨を踏まえつつ、規制改革・民間開放推進
３ヵ年計画（再改定）に示されたスケジュー

ルに従い本年度に検討を行う。

愛宕商事（株）
保険事業部
社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

52 A
生命保険第一分野の構
成員募集規制の段階的

緩和と撤廃

左記内容の規制を段階的に緩和
し、最終段階として撤廃してほし
い。規制緩和として、例えば①出
資割合５０％以下は募集可能とす
る②人的関係は全面的に規制から

排除する。

①出資関係・人的関係のある法人に第
一分野商品の職域募集ができない。
②職域に多角的な商品情報を提供でき
ない。　　　　　　　　③保険会社から定期
的に出資と人的関係のチェック依頼があ

り事務負荷が掛かる。

①自社、子会社、関連会社の生保の一元管
理が可能となり、法人の構成員と一番身近
な距離にいる募集人が保険サービスを提供
できる。　　　　②福利厚生の一環として事業
を展開できる点、並びに従業員の帰属意識
の高揚が期待できる。 　　　　　③職域がこ
の規制のため構成員の商品選択についての

柔軟性が奪われている。

保険業法300-
1-9

5041A 5041055 z07053 金融庁、

信用金庫
法第10
条、第53
条第２項、
信金法施
行令第８
条第１項
第２号、昭
和43年大
蔵省告示
第71号

会員資格の範囲を超えたことに
より脱退した事業者に対し、会
員であった期間が３年以上５年
未満の場合は脱退の時から５
年、会員であった期間が５年以
上の場合は脱退の時から10年、
貸付け及び手形の割引を行うこ
とができる。（貸付けは償還期限
が当該期間内に到来するものに

限る。）

ｃ Ⅱ

卒業生金融制度は、会員が会員資格の範
囲を超えて規模が大きくなった法人等に対
して、協同組織性を踏まえ、一定期間に限
り、例外的に取引の継続を認めている信用
金庫独自の特例措置である。これを恒久化
することなどは、信用金庫の協同組織性を
否定することにつながりかねない問題であ

り、措置困難である。

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

55 A
卒業生金融（金融機関の
事業規模に応じた融資
先規制）の緩和

信金等の取引先企業が成長し一
定規模以上となると、当該企業に
対する融資業務に制限が課せられ
ることになり、一貫した金融サービ

スが行なえない。

一定規模以上になった企業に対する融
資に係わる制限の緩和

小規模企業が成長する過程において、一貫
した金融サービスが可能となり、金融面から

の産業振興がより円滑化する。
信用金庫法
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5041A 5041060 z07054

金融庁、
農林水
産省、経
済産業
省、

商品投資
に係る事
業の規制
に関する
法律

特定商品によるファンドは、価格
の変動が著しい物品又はその使
用により得られる収益の予測が
困難な物品として定められてお
り（商品投資に係る事業の規制
に関する法律（以下、「法」とい
う）第2条第１項第３項）、著しい
価格変動を伴う金融商品である
ため、特定ファンドの設立にあ
たっては、委託者（投資家）保護
を図る観点から、業を公正かつ
的確に遂行できる組織体である
ことを前提として財産的基礎の
他、人的要件に金融に関する専
門知識及び商品に関する専門
知識を有する者を業務担当の役
員等に加えることを設立許可の
要件としており、特定商品ファン
ドを適確に運用・判断できる体制
としている（法第6条第1項第６号
及び商品投資販売業の許可及
び監督に関する命令第6条の

2）。

ｃ Ⅲ

特定商品によるファンドは、価格の変動が
著しい物品又はその使用により得られる収
益の予測が困難な物品として定められてお
り（商品投資に係る事業の規制に関する法
律（以下、「法」という）第2条第１項第３項）、
著しい価格変動を伴う金融商品であるた
め、特定ファンドの設立にあたっては、委託
者（投資家）保護を図る観点から、業を公正
かつ的確に遂行できる組織体であることを
前提として財産的基礎の他、人的要件に金
融に関する専門知識及び商品に関する専
門知識を有する者を業務担当の役員等に
加えることを設立許可の要件としており、特
定商品ファンドを適確に運用・判断できる体
制としている（法第6条第1項第６号及び商
品投資販売業の許可及び監督に関する命

令第6条の2）。
ご要望のような日本酒と焼酎の場合、両商
品の原料や製法が異なり経済実態も異なる
ため、両商品それぞれにおいて専門的知識
を有する者を有している場合は、個々に設
立許可を出すことは可能であるが、委託者
保護の観点から両商品一括して設立認可

を出すことはできない。

㈱ライツバン
ク、（社）日本
ﾆｭｰﾋﾞｼﾞﾈｽ協
議会連合会

60 A
特定商品ファンドの一括
設立及び運営認可の許

容

現在、日本酒や焼酎等の特定商
品ファンドを設立する場合、商品ご
とに認可を受けなければならない。
小口の商品ファンドを多種類設立
しようとする業者には申請負担が
大きい。ついては、実績のある業
者には一括で設立認可を出して欲

しい。

商品ファンドの運用にノウハウを持つ業者が
小口でも多くの特定商品ファンドを効率的に
立ち上げることが出来れば、投資メニューが
増え、経済の活性化、地域の活性化に貢献

できる。

商品投資に係
る事業の規制
に関する法令

5043A 5043001 z07055
金融庁、
厚生労
働省、

労働金庫
法第16
条、第21
条

会員の脱退（自由脱退）に際し、
当該会員の出資持分を譲り受け
る者がいない場合は、金庫は一
時的にその出資金を譲り受ける
ことができる。譲り受けた持分は
速やかに処分（会員等への譲
渡）しなければならない。

ｂ Ⅰ

労働金庫における出資持分の消却制度の
導入については、労働金庫の資本維持、協
同組織の特性、及び持分の消却の必要性
等について慎重な検討が必要である。

(社)全国労働
金庫協会

1 A
個人会員に係る普通出

資の消却

(労働金庫法の規制の緩和)個人出
資会員の持分に限り、脱退時に金
庫がこれを消却できるようにする。

個人出資会員の脱退時に、当該出資持
分の新たな譲受け先を探すことなく、金
庫に対してその持分を譲受けることを請
求することを可能とする。(団体会員の
み、従来どおり、その持分を譲受けるも
のがないときに限って、金庫に対して持
分の譲受けを請求できることにする。)

個人会員については、労働金庫利用権とし
ての一口に限った出資であることが通常であ
り、株式のような市場を持たない協同組織の
出資において、個人会員の脱退時に新たな
引受け手を捜すことは容易ではない。また当
該小口持分を都度、団体会員に引き受けて
もらうことも、当該引受け手の意向があること
などから現実的ではない。個人会員の取扱
いに限定した普通出資の消却であれば、従
来指摘のある資本維持との関係において、
限られる資本調達手段の中にあっても影響

は軽微である。

労働金庫法第
16条(参考条
文)同第21条

5043A 5043002 z07056
金融庁、
厚生労
働省、

労働金庫
法第17
条、（参考
条文）会社
法第607条

労働金庫法上、法定脱退事由
は、「会員たる資格の喪失」、「解
散又は死亡」、「破産」、「除名」、
「持分の全部の喪失」が列挙さ

れている。

ｂ Ⅰ

法定脱退は、法律で定められた一定の事
由が発生したことにより、会員の意思にか
かわりなく法律上当然に脱退の効果が発生
するものであり、その事由の拡大について
は、会員の権利保護等の観点も踏まえつつ

慎重に検討を行う必要がある。

(社)全国労働
金庫協会

2 A
会員の法定脱退事由の

拡大

(労働金庫法の規制の緩和)協同組
織の原点である「会員による自治」
を活かした枠組みとする。

会員の法定脱退事由に「定款に定める
事由の発生」を追加する。

労働金庫は、会員による自治に基づいて運
営されている協同組織金融機関である。した
がって、総(代)会によって定められる定款
に、例えば「行方不明会員」などを法定脱退
事由として定めることは、協同組織の本質と

整合性がある。

労働金庫法第
17条
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5043A 5043003 z07057
金融庁、
厚生労
働省、

労働金庫
法第29条
第3号、第
31条

労働金庫は、内閣総理大臣及び
厚生労働大臣の事業免許を受
けようとするときは、申請書に業
務方法書を添付して提出しなけ

ればならない。
業務の種類又は方法を変更しよ
うとするときは、内閣総理大臣及
び厚生労働大臣の認可を受け

なければならない。

ｃ Ⅰ

業務方法書は、労働金庫が実際に行う業
務についての基本的な内容を定めたもので
あり、個々の労働金庫のリスク管理態勢等
経営体力に見合った監督の在り方等の観
点から必要不可欠なものであるため廃止は

困難である。

(社)全国労働
金庫協会

3 A 業務方法書の廃止
(労働金庫法の規制の緩和)業務方

法書を廃止する。

労働金庫が、内閣総理大臣及び厚生労
働大臣から事業免許を受けるための申
請にあたって添付する「業務方法書」を

廃止する。

事業内容は予め労働金庫法等法令に定めら
れているうえ、金融機関に対する行政のあり
方が、金融機関の自己責任原則の観点によ
り、事前指導型から事後監視型に移行して

いるため。

労働金庫法第
29条第3号

5043A 5043004 z07058
金融庁、
厚生労
働省、

労働金庫
法第23条
の２第１項
第４号、
（参考条
文）会社法
第27条

定款において、主たる事務所だ
けではなく、従たる事務所も絶対
的記載事項となっている。

ｂ Ⅰ

協同組織金融機関の定款においては、会
員等の相互扶助等を目的とする金融機関と
しての特性から、会員が利用する施設であ
る「従たる事務所」を定款の記載事項として
総会の意思決定に委ねたものであり、これ
を定款記載事項から外すことは、協同組織
性の観点から慎重な検討が必要である。

(社)全国労働
金庫協会

4 A
定款への従たる事務所
の記載の廃止

(労働金庫法の規制の緩和)定款の
記載事項である「事務所の名称及
び所在地」について、従たる事務
所については絶対的記載事項とし

ない。

定款の記載事項である「事務所の名称
及び所在地」について、「主たる事務所
の名所及び所在地」とし、従たる事務所
については絶対的記載事項としない。

会社法第27条第3項に則る定款を定める銀
行においては、本店の所在地（主たる事務
所）のみ記載すべきものとされている。労働
金庫においても、銀行と同様に、「主たる事
務所の名称及び所在地」のみの記載とした

い。

労働金庫法第
23条の2第1項
第4号

5051A 5051001 z07059 金融庁、

保険業法
第100条の

2
同施行規
則第53条
第2項

運用実績連動型保険契約等特
別勘定の設置が義務付けられる
保険契約の募集に関しては、交
付すべき重要事項説明書面に
代えて、保険契約者の承諾を得
た上で、電磁的方法により当該
書面に記載すべき事項を提供す

ることが出来る。

ｂ Ⅲ

複雑性、逆選択といった保険商品の特性を
踏まえ、保険募集時に交付すべき書面の電
磁的方法による提供を認める範囲が限定さ
れている趣旨に鑑み、今後十分な検討が必
要。なお、運用実績連動型保険契約等につ
いて、電磁的交付が認められているのは目
論見書相当書面及び運用状況報告書相当
書面（保険業法施行規則第53条第１項第5
～7号）であり、同条第１号により募集時に
交付すべき書面については電磁的交付は

認められていない。

（社）日本損害
保険協会

1 A
外貨建保険等の募集時
書面の電磁的方法によ
る提供の許容

外貨建保険契約および無解約返
戻金保険契約の募集時書面につ
いて、運用実績連動型保険契約に
係る資産の運用に関する重要な事
項を記載した書面等と同様に、契
約者の承諾を得た場合には電磁
的方法により交付することができる
よう要件を緩和していただきたい。

外貨建保険契約および無解約返戻金保
険契約についてインターネット上で保険
募集を完結できるようにする。

事業活動のIT化の促進は政府全体の課題と
されている中で、契約者の了解がある場合
には説明書面等を電磁的方法により提供す
ることを広く認めるべきであり、すでに運用実
績連動型保険契約に係る資産の運用に関す
る重要事項等の説明書面については電磁的
方法による提供が認められていることもあ
り、外貨建保険契約や無解約返戻金保険契
約に関する説明書面について電磁的方法に
より提供を認めない合理的な理由はないも

のと考えられる。

保険業法第
100条の2
同施行規則第
53条第2項
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5051A 5051002 z07060 金融庁、

保険業法
第277条第
1項
保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅲ
－２－１

生命保険募集人の登録に係る
登録申請書には、事務所の名称
及び所在地を記載することとさ
れており、法人募集代理店につ
いては、本店（母店）以外に事務
所がある場合には、名称及び所
在地を別葉に記載することとさ
れている。

c -

生命保険の法人募集代理店に係る登録申
請書における、本店（母店）以外の事務所
の記載は、代理店に対する検査の実効性
の確保等の観点から必要であり、登録申請
書から同記載を削除することは困難であ
る。

（社）日本損害
保険協会

2 A
生保募集人事務の簡素

化

生命保険の法人代理店につき、本
店（母店）以外の事務所についても
登録が必要とされているが、これを
母店事務所の登録のみ必要として

いただきたい。

本店（母店）以外の出先事務所および出
先事務所ごとに所属する募集人につい

て代理店が内部管理を行う。

出先事務所は登録とせず、出先事務所及び
そこに所属する募集人の管理は代理店内で
行い、保険会社は監査等にて代理店の管理
状況に問題がないか確認を行うこととするこ
とで、現行の保険会社・代理店の登録事務を
削減でき、業務の効率化につながる。

保険業法第
277条第1項
保険会社向け
の総合的な監
督指針Ⅲ－２
－１

5051A 5051004 z07061 金融庁、

保険業法
第98条第1
項1号、2
項

同法施行
規則第51
条第3号

保険会社は、その付随業務とし
て、資金の貸付けの代理又は事
務の代行などの、他の保険会社
（外国保険業者を含む。）その他
金融業を行う者の業務の代理又
は事務の代行（内閣府令で定め
るものに限る。）をすることができ
るが、その際内閣総理大臣の認

可を要する。

ｃ －

保険会社については、保険会社が当該業
務代理等を的確、公正かつ効率的に遂行
すること等を確保するため、（他の保険会社
を含む）他の金融業を行う者の業務代理等
が事前認可制とされているものであり、対

応することは困難である。

（社）日本損害
保険協会

4 A

金融業を行う者の資金
の貸付の代理又は資金
の貸付けに係る事務の
代行にかかる認可の緩

和

　保険業法第98条第2項の認可お
よび銀行法第52条の36の許可を
得て銀行代理業及びそれに付随
する事務代行を行っている保険会
社が、例えば所属銀行の追加を行
う等、その変更内容が銀行法上の
届け出の範囲（銀行法第52条の
39）であるならば、保険業法第98
条第2項による認可申請は省略（ま
たは届出）としていただきたい。

　認可申請手続を省略することにより、
取引を機動的に行うことが可能となり、

収益向上に資する。

　銀行法上の許可を得て銀行代理業及びそ
れに付随する事務代行を行っている者が、
所属銀行の追加などその申請事項に変更が
あったときは、その旨を銀行法第52条の39
第1項に基づき内閣総理大臣に届け出（財務
局経由）ることになっている。しかるに、保険
会社が保険業法施行規則第51条の2第2項
第1号に定める審査基準により銀行代理業
者として包括的に認可を得ていれば、その範
囲内で業務を行う限りにおいては、認可（変
更事項に関する審査）の必要性はないと考

えられる。

・保険業法第
98条第1項1
号、同2項
・保険業法施
行規則第51条
第1項3,4号
・銀行法第52
条の36,37
・銀行法第52
条の39

5051A 5051005 z07062 金融庁、

①保険業
法第98条
第1項第1
号

同法施行
規則第51
条

②保険業
法第98条
第１項第１
号、第99
条

同法施行
規則第51
条

①保険会社は、付随業務として
他の保険会社等その他金融業
を行う者の業務代理等を行うこ
とができることとされており、その
具体的内容は保険業法施行規
則第51条に規定されている。
②保険会社の業務範囲は、保
険の引受け等の固有業務（保険
業法第97条）のほか、法第98条
第1項各号に掲げる業務その他
の付随業務（第98条）、第99条
に規定する業務及び他の法律
により行う業務とされている。付
随業務および法定他業として、
要望に係る業務は認められてい

ない。

ｂ Ⅲ

①規制改革・民間開放推進３ヵ年計画（再
改定）に示されたスケジュールに従い、本年
度に結論を得べく検討を行っている。

②「保険会社による銀行代理店事務支援業
務の解禁」および「保険会社本体・子会社に
よる証券仲介業者支援業務の解禁」につい
て規制改革・民間開放推進３ヵ年計画（再
改定）に示されたスケジュールに合わせ、

本年度に検討を行う。

（社）日本損害
保険協会

5 A
保険会社による信託契

約代理業等

①保険会社による信託契約代理
業務を認めていただきたい。
②信託契約代理店を兼営する保
険代理店を対象として、信託契約
代理業の事務支援を行うことを認

めていただきたい。

①保険商品に関連する信託業サービス
を提供できることにより、顧客利便性の
向上が図られる。また保険会社の営業
拠点は全国的に展開されていることか
ら、高品質な金融サービスの均質的な

提供が可能となる。
②信託銀行等が保険代理店に対し信託
契約代理店を委託する場合、既に保険
代理店とその所属損害保険会社との間
にある情報連絡ネットワークを利用して
研修教材を送付する等、信託契約代理
業務に係る連絡等を行うことが可能とな

り効率的である。

・保険会社に認められている業務には年金
信託や遺言信託等、信託業との親近性･補
完性があり、保険会社による信託契約代理
業の兼営が可能になれば、顧客に対する幅

広いサービスの提供に資する。
・監督上の問題については、第一に他の金
融機関の代理代行を行うに当たりご当局の
認可が必要であること、第二に免許事業者
である信託業者からの委託・監督を常時受
けることから、十分なチェック機能が働くもの
と考えられる。また他業リスクの混入につい
ても、代理業として行う限り考慮する必要性

は低い。
・信託業務に対する幅広い参入を意図した
今般の信託業法改正の趣旨に鑑みると、保
険会社にのみこれを認めない明確な理由は

存在しないと言うべきである。
・保険会社が、信託契約代理店の事務支援
を行うことは、保険会社と保険代理店を結ぶ
情報連絡ﾈｯﾄﾜｰｸの有効活用によりその効
率性が高まり顧客のニーズにあったサービ
ス展開が可能となる。例えば資格試験の手
配・教材配布等はリスクも低く、反面きめ細
かい対応が求められる。これは多くの店舗網
をもつ保険会社ならではの支援業務であり、
幅広い信託契約代理業の参入を促進するも

のである。

保険業法第99
条または第98
条第1項第1号
同法施行規則
第51条

（新
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5051A 5051006 z07063 金融庁、

保険業法
第106条第
1項第12
号・第2項
第2号
同法施行
規則第56
条の2第2
項第8号・
第9号

保険会社の子会社が行うことの
できる業務に、いわゆるロスコン
トロール・ロスプリベンションに関
する助言等を行う業務または健
康、福祉又は医療に関する助言
等を行う業務に関連して、機器
等の企画設計および機器等の
販売、リース等の取次ぎを行うこ
とは認められていない。

ｃ －

ご要望が現物に係るものであり、保険会社
の子会社として不適切なリスクを負うことと
なる可能性があることに鑑みると、ご要望に

対応することは困難である。

（社）日本損害
保険協会

6 A
子会社対象会社の業務

範囲の拡大

保険会社の子会社が行うリスクコ
ンサルティング業務や、身体障害
者等の福祉に関する役務の提供を
行う業務、あるいは、健康、福祉又
は医療に助言を行う業務を行う上
で利用者が必要となる用品・機器
等のレンタル、リース、販売の取次
ぎを利用者のために行うことを認

めていただきたい。

　左記の通り

・近時、従来以上に顧客のニーズが高まって
きているリスク対策に関するコンサルティン
グ（ロスコントロール・ロスプリベンション業
務）や、健康や医療等に関する助言を行う業
務、あるいは福祉に関する役務の提供等を
保険会社の子会社では行っているが、これら
の業務・サービスを顧客のニーズに適切に
沿った形で実施する場合に一定の関連機
器、用品等の提供が必要となることがある。
こうしたサービスの提供や業務の実施の一
環として必要となる用品・機器等のレンタル、
リース、販売の取次ぎは、利用者利便の向
上・サービスの質の向上の観点から合理的

であり、望ましいと考える。
・上記の事業は保険会社の子会社として不
適切なリスクを負うことになる可能性がある
のではないかとのご見解については、あくま
でもリスクコンサルティング業務や、身体障
害者等の福祉に関する役務の提供を行う業
務、あるいは、健康、福祉又は医療に助言を
行う業務を行う上で利用者が必要となる範囲
に限定されること、利用者等に対する賠償責
任リスクについては保険手配などによるヘッ
ジをおこなうことも可能なことから、リスクをコ
ントロールすることが可能であると考えられ

る。

保険業法第
106条第2項第

2号
保険業法施行
規則第56条の
2第2項第8号
および第9号

5051A 5051008 z07064 金融庁、
保険業法
第97条の2
第1項

保険会社の資産運用について
は、法律上、内閣府令で定める
資産は内閣府令で定めるところ
により計算した額を超えて運用
してはならないものとされてお
り、具体的には、国内株式や外
貨建資産の保有はそれぞれ総
資産の30％以内、不動産の保
有は総資産の20％以内等とされ

ている。

ｃ －
本件規制は保険会社の健全性の確保のた
めに設けられているものであり、その撤廃

は困難である。

（社）日本損害
保険協会

8 A
保険会社による資産別
運用比率規制の撤廃

　保険会社の資産別運用比率規
制（いわゆる３－３－２規制）を撤

廃していただきたい。

・資産運用の自由度が向上することによ
り、資産運用パフォーマンスの向上が期

待される。
・当局への報告等の事務が軽減される。

・保険会社のリスク管理は基本的には個社
の自己責任で行うものであり、今日的に、事
前の比率規制は適当ではないと考える。
・また、保険会社の運用手法が多様化すると
ともに、時価ベースでの実態把握の必要性
が高まっていることを踏まえても、現行の規
制は時代にそぐわないものとなっている。現
行規制の問題点は以下の通りである。
①取得原価ベースでの規制であり、時価
ベースのリスクを反映していない。

②現物資産のみの規制であり、同様のリス
クを持つデリバティブ等は規制の対象となっ

ていない。
③分母が資産（合同資産）であり、リスクバッ
ファー（自己資本等）との対比になっていな

い。
・こうした考え方をベースに、過去の政府の
規制改革委員会や金融審議会報告におい
ても、本規制を見直すべきとの方向性が示さ
れ（別紙「報告内容抜粋」参照）、実際に、ソ
ルベンシーマージン比率規制の改定（2001
年3月、株式リスクに関して、簿価×10％か
ら時価×10％へ改定）及びオフサイトモニタ
リング制度の導入（2001年9月、株式リスク
(VaR）、保有株式の状況等の株式関連項目
が報告対象とされた）が行われてきた。

・こうしたことから、当方としても当時、当該規
制の撤廃に向けた環境が徐々に整ってきた

保険業法第97条の2
第1項

同法施行規則第48条

【要望理由の続き】
・しかしながら一方で、
当時は、損保では株
枠規制の特認を申請
している会社が一部に
あるため株式の持ち
過ぎによる株式相場
下落への影響が懸念
されることや、ソルベン
シー規制の改定やオ
フサイトモニタリングの
導入が行われたもの
の定着状況を見極め
るには時期尚早である
こと等、の環境にあっ
たようにも認識してい

る。
・以上の経過におい
て、当時から約5年が
経過しており、以下の
状況を勘案すれば、今
日的に、保険会社の
資産運用のリスク管理
に対する懸念は払拭
されており、本規制を
撤廃する環境は整っ
たのではないかと考え

る。
①保険会社の資産運
用リスク管理態勢は、
各社自身による態勢
強化に加えて、当局に
よる検査やモニタリン
グ等により格段と強化
されていること。
②各社とも健全化計

5052A 5052002 z07065 金融庁、

金融機関
の信託業
務の兼営
等に関す
る法律

都銀本体、信託銀行子会社及び
信託契約代理店が不動産関連
業務を行うことは禁止されてい

る。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金者等
の保護を確保する観点から、財務及び業務
の健全性を維持するため、極めて厳格な業
務範囲制限や子会社の業務規制が課され
ているところ。このような観点から、平成14
年において、都銀本体等に信託業務を解禁
した際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであり、今
日においても金融機関の財務及び業務の
健全性を確保する必要性が高いことから、
参入の可否については慎重な検討を要す

る。

農林中央金庫 2 A
信託業務にかかる規制

の緩和

農林中央金庫本体，信託銀行子
会社および信託代理店の信託業
務にかかる以下の業務の規制の

撤廃

①不動産関連の併営業務（媒介業
務，鑑定業務，投資助言業務）
②「処分型」不動産信託

系統組合員においては，個人の資産は農地
をはじめとする土地が主体であることから，
既に土地有効活用の相談が数多く寄せられ
ている。しかしながら，農林中央金庫本体，
信託銀行子会社および信託代理店において
は，不動産の信託以外の不動産関連業務
（媒介業務，鑑定業務，投資助言業務）を営
むことができず，組合員のニーズに応えてい
くうえでの大きな制約となっている。

不動産の流動化については，市場ニーズが
拡大し，顧客や取引手法が多様化している
にも拘わらず，「処分型」不動産信託にかか
る制限が設けられており，不動産の流動化

への取組みの制約となっている。

これらについて，専業信託および外銀信託と
それ以外の信託との間で業務範囲に差を設
けることは法的根拠がなく合理性に欠けてお
り，利用者利便の観点から緩和を要望する。

金融機関の信
託業務の兼営
等に関する法
律第１条第１

項
金融機関の信
託業務の兼営
等に関する法
律施行令第３
条第１項，３項
金融機関の信
託業務の兼営
等に関する法
律施行規則第
３条第１項，第
３項，第４項
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5052A 5052003 z07066 金融庁、

優先出資
法第28条
第１項、会
社法第155
条、156条

協同組織金融機関は
①優先出資の消却のためにす

る時、
②協同組織金融機関の権利の
実行に当たりその目的を達する
ために必要なときその他政令で
定めるやむを得ない事情がある

とき
を除き、自己の優先出資を取得
し、または質権の目的とし発行
済優先出資の総口数の20分の1
を超える口数の自己の優先出資
を受けることはできない。

ｂ Ⅰ

農林中央金庫を含む協同組織金融機関の
優先出資の自己取得に係る規制緩和につ
いては、経営の健全性の確保の観点から
ニーズを十分に把握した上で慎重に検討す

る。

農林中央金庫 3 A
優先出資の自己取得の

緩和

協同組織金融機関の優先出資に
関する法律第28条第1項

商法第210条（会社法施行後は第
155条，156条第2項）

優先出資法第28条第1項は施行当時の商法
第210条の規定にならい，優先出資の自己
取得の限度を発行済出資口数の20分の1と
定めたが，平成13年に改正された商法第
210条（会社法施行後は第155条，156条第2
項，以下同じ）では，株式会社では定時株主
総会の決議により，配当可能利益の範囲内

で自由に取得できることとなった。

優先出資法の施行当時は、協同組織金融機
関の優先出資自己取得による協同組織金融
機関債権者の利益侵害、ならびに優先出資
の価額操作の防止等が目的とされたが、現
在では株式会社と同様に協同組織金融機関
の資本にかかる流通市場の活性化ならびに
協同組織金融機関の資本政策の機動化に
よる経営の自由度向上が必要な状況になっ

ているものと考えられる。

また、商法210条では買い受け以外の自己
株式の取得について「別段の定」により規定
しており、合併・営業譲渡・代物弁済取得・質
受けなどは定時株主総会決議によらずに自
己株式取得ができるものとされている。商法
と同様、これらの買い受け以外の自己取得
が優先出資についても自由にできることとな
れば、経営の自由度が拡大するものと考え

られる。

優先出資法第
２８条第１項
会社法第１５５
条，１５６条第

２項

5052A 5052004 z07067 金融庁、

証券取引
法第32条
第5項・第6
項、証券取
引法施行
令第15条
の4、証券
会社に関
する内閣
府令第15
条～第19
条

証券取引法における「親法人
等」「子法人等」の範囲は、密接
な関係を有する一定の者と合算
したときに議決権を過半数保有
しているかどうか、又は役員を過
半数占めているかどうかにより
決められるのに対し、財務諸表
等規則における「親会社」「子会
社」は、いわゆる支配力基準に
より、財務及び営業又は事業の
方針を決定する機関（意思決定
機関）を支配しているかどうかに
よりその範囲が決められる。

ｂ
Ⅰ、Ⅱ、
Ⅲ

金融商品取引法に基づく政令・内閣府令を
整備する中で検討を行う。

農林中央金庫 4 A
証券取引法における「子
法人等」「親法人等」の定

義の改正

証券取引法上の「子法人等」「親法
人等」の定義を財務諸表等規則に
おける定義と同一にする。

証券取引法の規定により実質的に支配力・
影響力のない先であっても，「子法人等」「親
法人等」に定義される結果，同法に基づく届
出事務負担は過大なものとなっており，証券
取引法上の「子法人等」「親法人等」の定義
を財務諸表における定義と同一とすべきで

ある。

証券取引法第
32条第5項，第

6項

　企業型確定拠出年金
制度において自社株の
みを投資対象とするファ
ンドを定期的に購入す
る場合、インサイダー規
制の適用除外になって

いない。

5054A 5054032 z07068 金融庁、

証券取引
法第166
条、第167
条
会社関係
者等の特
定有価証
券等の取
引規制に
関する内
閣府令第
６条、第８
条

　確定拠出年金制度において、
自社株のみを投資対象とする
ファンドの売買等については、イ
ンサイダー取引規制の適用除外
とはなっていない。

ｂ Ⅰ、Ⅲ

見直しの検討に当たっては、部分的な検討
のみならず、証券市場の公正性と投資家保
護の観点から、全体的に整合性をもった検
討を行う必要があると考えている。なお、イ
ンサイダー取引規制の適用除外取引の中
に、重要事実を知る前に策定された計画の
実行として取引が行われる場合として、「一
定の計画」に従い、「個別の投資判断」に基
づかず、「継続的」に行われている場合で
あって投資額が「少額なもの」として従業員
持株会による売買等が規定されているが、
確定拠出年金制度について、個々の判断
ではなく類型的にみてこれらの特性、特に
個別の投資判断に基づかないなどの要素
に該当するかについて慎重に検討する必

要がある。

（社）日本経済
団体連合会

32 A

企業型確定拠出年金に
おける自社株ファンドの
インサイダー規制の適用

除外

　確定拠出年金制度において、自
社株のみを投資対象とするファンド
を運用商品として選択し、それが
一定の計画に従い継続的に行わ
れる場合は、証券取引法第166条6
項8号及び同第167条5項8号に該
当するものとして、いわゆるインサ
イダー規制の適用除外とすべきで

ある。

　確定拠出年金制度を採用している企業に
おいては、自社株ファンドを運用商品の選択
肢に加えたいという要望がある。しかし現行
では、持ち株会や株式累積投資においてイ
ンサイダー規制の適用除外になっているも
のが、確定拠出年金制度を利用すると適用
除外の対象にならない。インサイダー規制の
適用除外が明確となれば、証券市場の活性

化にも資する。

証券取引法第
166条、第167

条
会社関係者等
の特定有価証
券等の取引規
制に関する内
閣府令第６
条、第８条

　保険会社が行うことの
できる業務として、他の
金融業を行う者の業務
の代理や事務の代行が
認められたが、その詳
細を定める施行規則で
は、信託業務の代理や
事務の代行は認められ

ていない。
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5054A 5054059 z07069 金融庁、

保険業法
第98条第1
項第1号
同法施行
規則第51
条

保険会社は、付随業務として他
の保険会社等その他金融業を
行う者の業務代理等を行うこと
ができることとされており、その
具体的内容は保険業法施行規
則第51条に規定されている。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画（再改
定）に示されたスケジュールに従い、本年度
に結論を得べく検討を行っている。

（社）日本経済
団体連合会

59 A
保険会社本体による信
託業務の代理又は事務

代行の解禁

　保険会社の付随業務として、す
でに銀行等で行われている信託会
社または信託業務を営む金融機
関の信託契約の締結業務または
金融機関の信託業務の兼営等に
関する法律第１条第１項各号に掲
げる業務を受託する契約の締結業
務の代理や事務の代行を行うこと

を認めるべきである。

　保険会社が顧客に対して信託商品の提示
を行えることとなれば、顧客利便性の向上、
保険会社のエクセスキャパシティ活用の観点

から極めて有効である。
　生命保険会社では、他の金融機関と共同
してマスタートラスト業務等を行う信託銀行を
設立しているケースがあるが、マスタートラス
ト業務等の代理を保険会社に認めることによ
り、当該信託銀行の顧客基盤拡充や経営効
率化、保険会社の経営資源の有効活用が促

進される。
　なお、銀行等においては信託業務の代理
が可能とされており、かかる点との公平性を
図る必要がある。また、金融審議会「信託業
のあり方に関する中間報告書（H15.7.28）」で
は、信託契約の取次ぎを行う者の範囲を幅
広く認めることが適切とされている。

保険業法施行
規則第51条

　保険会社本体で、投
資顧問契約又は投資一
任契約の締結に関し
て、顧客の紹介を行うこ
とは可能であるが、顧
客の勧誘（代理、媒介）
を行うことはできない。
　投資顧問契約等の締
結の代理・媒介は、金
融商品取引法において
投資助言・代理業として
手当てされたが、保険
業法上の手当てが必要

である。

5054A 5054060 z07070 金融庁、

保険業法
第98条第1
項第1号
同法施行
規則第51
条

保険会社は、付随業務として他
の保険会社等その他金融業を
行う者の業務代理等を行うこと
ができることとされており、その
具体的内容は保険業法施行規
則第51条に規定されている。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画（再改
定）に示されたスケジュールに従い、本年度

に検討を行う。

（社）日本経済
団体連合会

60 A
保険会社本体による投
資顧問契約等の締結の

勧誘

　保険会社本体で、系列投資顧問
会社等に係る投資顧問契約等の
顧客の勧誘を行うことを認めるべ

きである。

①顧客ニーズ・保険会社の経営の効率性
　企業年金市場における保険会社の顧客を
中心として、投資顧問会社の商品に対する
潜在的ニーズがあり、保険会社が顧客に対
して投資顧問契約等の勧誘を行えることとな
れば、顧客利便性の向上、保険会社のエク
セスキャパシティ活用の観点から極めて有効

である
②現在、保険会社は、投資顧問契約等につ
いて顧客の紹介を行うことは可能であり、顧
客のニーズにより能動的に対応する観点か
らその勧誘を行える事としても、保険会社の
業務範囲の中に現在行える業務と異質のも

のが混入する訳ではない。
また、信託銀行による投資助言業務・投資一
任業務の本体兼営が可能とされた中、信託
銀行と同様に企業年金受託機関として投資
顧問業との親近性を有する保険会社につい
て、投資顧問契約等の締結の勧誘を認める
ことは、規制の均衡という観点からも妥当な

ものと考えられる。

有価証券に係
る投資顧問業
の規制等に関
する法律第2条

等、
保険業法施行
規則第51条

※金融商品取
引法第33条3
項、第33条の2

　保険会社の子会社で
行うことのできる業務及
び保険持株会社傘下子
会社で承認を受けずに
行うことのできる業務の
中に、不動産投資顧問
業務が含まれていな

い。

5054A 5054061 z07071 金融庁、

保険業法
第106条第
１項第12
号・第2項
第2号、第
271条の22
第１項第
12号

同法施行
規則第56
条の2第2
項

保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅲ
－2－3－
1(2)⑥

保険会社の子会社が行うことの
できる業務として、不動産投資
顧問業は認められていない。

ｃ －

これまで保険会社における不動産投資はイ
ンカムゲインを得ることを目的としたものが
中心であり、不動産投資顧問業を保険会社
の子会社の業務として認めることについて
は、保険業との関連性・親近性につき慎重

な検討が必要。

（社）日本経済
団体連合会

61 A
保険会社の子会社によ
る不動産投資顧問業務

の解禁

　保険会社の子会社で行うことの
できる業務及び保険持株会社傘下
子会社で承認を受けずに行うこと
のできる業務として不動産投資顧
問業務を認めるべきである。

 (*)
　また、最近では、近年の不動産市場に
鑑み、従来のように、長期にわたる保有
を前提とした収益性の分析に加え、追加
投資の可否・コストや物件の流動性等、
総合的な判断に基づく不動産投資を
行っている。これらの判断において必要
とされる不動産価値の分析能力は、まさ
しく不動産投資顧問業登録規程に定め
られる「投資判断」に必要な能力と同様

であると考えられる。
　なお、有価証券に係る投資顧問業務
及び不動産投資信託委託業務は既に
子会社で行うことが認められているが、
子会社による不動産投資顧問業務は、
これらの業務と、蓄積された運用ノウハ
ウの活用という点及び投資家のために
資産運用業務を行うという点において共
通しており、本業との親近性は同等と考

えられる。

　わが国においても、不動産投資顧問業務
に対する年金基金等を中心とする投資家の
ニーズが高まりつつあるが、特に年金基金
においては、不動産投資を長期安定的なコ
ア投資としてポートフォリオ上位置付けたい
というニーズが高く（欧米における年金基金
の実態は、インカムゲインを中心とした長期
保有型の投資が中心）、不動産投資に係るノ
ウハウを有する保険会社が、子会社におい
て不動産投資顧問業務を提供することへの

期待は高まっている。
　保険会社が本来業務である資産運用の一
環として行う不動産投資は、一般的にオフィ
スビル・商業施設等の長期保有・賃貸による
インカムゲイン獲得を目的としたものである
が、予定利率をカバーするための収益性を
追求する必要があることから、土地・物件の
価格動向や将来的な収支予測を勘案のう
え、投資判断を行っている。   (*)

保険業法施行
規則第56条の
2、第210条の

7、
保険会社向け
の総合的な監
督指針Ⅲ－2
－3－1(2)⑥

　保険会社の特定子会
社が10％を超えて投資
を行うことが可能な企
業については、保険業
法施行規則で定められ
ているが、範囲が限定
的であり、例えば設立
間もない企業など、幅
広いベンチャー企業へ
の投資を行うことができ

ない。
　また、投資時点ではそ
の対象であって、10％
超の投資を行った企業
についても、その後の
企業成長により対象か
ら外れた場合は、追加
投資を行うことができな

い。
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5054A 5054062 z07072 金融庁、

保険業法
第106条第
１項第13
号、第107
条第7項
同法施行
規則第56
条第3項～
第5項

保険会社の特定子会社が10％
を超える議決権を保有すること
ができる会社（新規事業分野開
拓会社）は保険業法施行規則第
56条第３項・第４項に規定されて

おり、
①中小企業新事業活動促進法
第２条第１項に規定する中小企
業者であって、設立５年以内か
つ試験研究費等比率が３％以上

のもの
②同じく中小企業者であって、設
立１年以内かつ常勤研究者２名
以上で役職員の10％以上を占

めるもの
③中小企業新事業活動促進法
第11条第１項の「異分野連携新
事業分野開拓計画」認定会社
④最後の議決権取得時に①～
③に該当していたもの
とされている。

なお、当該新規事業分野開拓会
社の議決権を10％を超えて保有
することができるのは、その議決
権の取得の日から10年以内とさ
れている（保険業法施行規則第

56条第５項）。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画（再改
定）に示されたスケジュールに従い、本年度

に検討を行う。

（社）日本経済
団体連合会

62 A

保険会社の特定子会社
（ベンチャーキャピタル子
会社）の保有比率10％超
投資対象企業の範囲等

の拡大

　保険会社の特定子会社が10%を
超えて投資できる企業の範囲につ
いて、例えば設立間もない企業な
ど、幅広いベンチャー企業に拡大
すべきである。また、10％超の投
資を行った企業が、その後企業成
長により対象から外れた場合につ
いても、投資期間が10年に満たな
い場合には、追加投資を可能とす

べきである。

 (*)
　保険業法107条では、保険会社の業務
範囲規制の潜脱等を防ぐ観点から、保
険会社の子会社が一般事業会社の議
決権を10％超保有することを禁止してい
るが、特定子会社については、一定の
要件を満たすベンチャー企業の議決権
を10年間に限り10％超保有することが
認められている。したがって、10年間の
保有期間制限を維持した上で、保険業
法施行規則56条に規定するベンチャー
企業の範囲を拡大することや追加投資
を可能とすることは、業務範囲規制等の
趣旨からも問題ないものと考えられる。
　なお、一般のベンチャーキャピタルで
は、一定の出資割合をもってベンチャー
企業の経営状況を詳細に把握すること
は、ベンチャー投資のリスク管理に極め
て有効な手段として認識されており、左
記要望が実現されれば、保険会社の特
定子会社のリスク管理にも同様の効果

が期待できる。

　昨今のベンチャー市場においては、従来か
らあるベンチャー企業に加え、大企業からの
スピンオフや大学発など、多種多様な企業
が設立されている。これらの企業は、技術
的・ビジネスモデル的に競争力を有している
が、資金・人材等が不足している場合も多
い。こうした状況において、保険会社の特定
子会社が10％を超えて投資できる企業の範
囲が拡大されれば、当該ベンチャー企業の
資金ニーズに応えることができる。

　また、投資した時点ではその対象であった
企業について、成長により事業規模等が拡
大した場合でも、追加投資を行うことが可能
となれば、当該企業からの支援継続等の依

頼に応えることができる。  (*)

保険業法施行
規則第56条

　いわゆるロスコント
ロール・ロスプリベン
ション業務（保険業法施
行規則第56条の2第2
項第8号）および健康、
福祉または医療に助言
を行う業務（同9号）に
関しては、これらの業務
実施に伴い必要となる
機器等の企画設計や他
の事業者への販売の取
次ぎに係る業務が認め
られていない。

5054A 5054063 z07073 金融庁、

保険業法
第106条第
1項第12
号・第2項
第2号
同法施行
規則第56
条の2第2
項第8号・
第9号

保険会社の子会社が行うことの
できる業務に、いわゆるロスコン
トロール・ロスプリベンションに関
する助言等を行う業務または健
康、福祉又は医療に関する助言
等を行う業務に関連して、機器
等の企画設計および機器等の
販売、リース等の取次ぎを行うこ
とは認められていない。

ｃ －

ご要望が現物に係るものであり、保険会社
の子会社として不適切なリスクを負うことと
なる可能性があることに鑑みると、ご要望に

対応することは困難である。

（社）日本経済
団体連合会

63 A
損害保険会社の子会社
対象会社の業務範囲の

拡大

　保険会社の子会社が行うリスク
コンサルティング業務や、身体障
害者等の福祉に関する役務の提
供を行う業務、あるいは、健康、福
祉又は医療に助言を行う業務を行
う上で利用者が必要となる用品・
機器等のレンタル、リース、販売の
取次ぎを利用者のために行うこと

を認めるべきである。

　近時、従来以上に顧客のニーズが高まっ
てきているリスク対策に関するコンサルティ
ング（ロスコントロール・ロスプリベンション業
務）や、健康や医療等に関する助言を行う業
務、あるいは福祉に関する役務の提供等を
保険会社の子会社では行っているが、これら
の業務・サービスを顧客のニーズに適切に
沿った形で実施する場合に一定の関連機
器、用品等の提供が必要となることがある。
こうしたサービスの提供や業務の実施の一
環として必要となる用品・機器等のレンタル、
リース、販売の取次ぎは、利用者利便の向
上・サービスの質の向上の観点から合理的

であり、望ましいと考える。
　上記の事業は保険会社の子会社として不
適切なリスクを負うことになる可能性がある
のではないかとの見解については、あくまで
もリスクコンサルティング業務や、身体障害
者等の福祉に関する役務の提供を行う業
務、あるいは、健康、福祉又は医療に助言を
行う業務を行う上で利用者が必要となる範囲
に限定されること、利用者等に対する賠償責
任リスクについては保険手配などによるヘッ
ジを行うことも可能なことから、リスクをコント
ロールすることが可能であると考えられる。

保険業法第
106条第2項第

2号
保険業法施行
規則第56条の
2第2項第8号
および第9号

 投資顧問業者登録簿
には、投資顧問業者の
役員または投資顧問業
法施行令第3条に規定
する使用人（以下「重要
な使用人」という。）の氏
名を住民票等の確認書
類とともに届出ることと

されている。
 また、投資顧問業者登
録簿記載事項である役
員や重要な使用人に変
更があった場合には、
その変更届出を投資顧
問業法施行規則第4条
に規定される住民票等
の確認書類とともに2週
間以内に提出すること
が義務付けられてい

る。

5054A 5054064 G07 z07074 金融庁、

有価証券
に係る投
資顧問業
の規制等
に関する
法律第5
条、第8条
及び第29
条第1項第
6号、投資
顧問業法
施行規則
第4条

投資顧問業を営もうとする者又
は申請した事項に変更があった
ときは、申請事項として当該者
の役員または重要な使用人の
氏名を住民票等の確認書類とと
もに届出ることが必要。

ｃ Ⅲ
運転免許証の写しの記載内容の真実性
は、住民票の抄本と同等とまではいえない

ことから、措置困難。

（社）日本経済
団体連合会

64 A

投資顧問業者の役員ま
たは投資顧問業法施行
令第3条に規定する使用
人の登録・変更時の確認

書類の柔軟化
【新規】

　投資顧問業法施行規則第4条に
規定する「登録申請書の添付書
類」、特に当該役員及び使用人の
確認書類（住民票等）について、金
融商品取引法の政省令の検討と
あわせて見直しを行うべきである。

　一般に信託銀行は、投資顧問業者に比し
て組織規模が大きいことに加え、投資顧問
業法施行令等で規定される重要な使用人の
範囲が広いため、投資顧問業者登録簿に記
載を要する役員や使用人の数が100名を超

すケースもある。
　このような場合に、定期、不定期に発生す
る当該者の異動に係る変更届を住民票等の
確認書類とともに提出する必要があるが、期
限内に住民票等の書類を整えて提出するこ
とは実務上極めて負担が重い。これら管理
負荷が業務運営に支障がない範囲で軽減さ
れれば、利用者に対するサービス向上に一
層注力することができると考えられる。

　監督上の観点から役員又は重要な使用人
の本人確認を行うという趣旨であれば、例え
ば、本人確認法施行規則第4条に規定する
本人確認書類（※）を参考に対象書類を柔軟
化するなどの検討を行うべきである。

（※）運転免許証など官公庁から発行された
書類等当該者の氏名や住所、生年月日等の

記載があるもの等

有価証券に係
る投資顧問業
の規制等に関
する法律第5
条、第6条、第

8条
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5055A 5055007 1 G07 z07074 金融庁、

有価証券
に係る投
資顧問業
の規制等
に関する
法律第5
条、第8条
及び第29
条第1項第
6号、投資
顧問業法
施行規則
第4条

①投資顧問業を営もうとする者
又は申請した事項に変更があっ
たときは、申請事項として当該者
の役員または重要な使用人の
氏名を住民票等の確認書類とと
もに届出ることが必要。

②投資顧問業者の役員や重要
な使用人に変更が生じた場合に
は、その変更届出を投資顧問業
法施行規則第４条に規定される
住民票等の確認書類とともに２
週間以内に提出することが義務

付け。

①②c
①Ⅲ
②Ⅰ

①運転免許証の写しの記載内容の真実性
は、住民票の抄本と同等とまではいえない

ことから、措置困難。
②登録簿は公衆縦覧されている情報であ
り、投資者保護上、内容に変更があれば迅
速に対応すべきものであり、期限を延長す

ることは適当ではないと考える。

社団法人信託
協会

7 A
投資顧問業の登録申請
事項に関する手続きの
緩和について

・投資顧問業を営もうとするもの
は、登録申請事項として当該者の
役員または投資顧問業法施行令
第３条に規定する使用人（以下「重
要な使用人」という。）の氏名を住
民票等の確認書類とともに届出る

こととされている。
・また、投資顧問業者の役員や重
要な使用人に変更が生じた場合に
は、その変更届出を投資顧問業法
施行規則第４条に規定される住民
票等の確認書類とともに２週間以
内に提出することが義務付けられ

ている。
・以上の点につき、次のとおり要望

する。
①投資顧問業法施行規則第4条に
規定する「登録申請書の添付書
類」、特に当該役員及び使用人の
確認書類について、金融商品取引
法の政省令の検討とあわせて見直

しを行うこと。
（*）他の法令：前払式証票の規制
等に関する法律第11条第1項等

・投資顧問業法の改正により、信託銀行が
投資一任業務を営むことが可能となったが、
一般に信託銀行は投資顧問業者に比べて
組織規模が大きく、投資顧問業者登録簿に
記載を要する役員、使用人の数が100名を

超すケースもある。
・このような場合に、定期、不定期に発生す
る当該者の異動に係る変更届を住民票等の
確認書類とともに提出する必要があるが、期
限内に住民票等の書類を整えて提出するこ
とは実務上極めて負担が重く、その住民票
等を2週間のうちに準備することが事実上困

難な場合も稀ではないと考える。
・監督上の観点から役員又は重要な使用人
等の本人確認を行うという趣旨であれば、例
えば、本人確認法施行規則第4条に規定す
る本人確認書類を参考とするなど対応書類

の柔軟化を検討いただきたい。
・また、投資顧問業者登録簿を公衆縦覧する
趣旨が、投資顧問業者の選択に当たり投資
者に必要な情報を開示することにあることを
踏まえれば、投資顧問業者1社当たり100名
超の使用人の登録、当該使用人の登録内容
変更時の2週間以内の届出が、投資家保護
上、真に必要なものといえるのか再考が必
要であると考えられ、引き続き検討を要望す

るもの。

①有価証券に
係る投資顧問
業の規制等に
関する法律第5
条、第6条、第

8条

 投資顧問業者は、毎営業
年度経過後3ヵ月以内に営
業報告書の提出が義務付け
られているが、本報告書に
は、有価証券の引受け等の
状況として、顧客に対して助
言を行った銘柄又は顧客の
ために投資を行った銘柄と
同一の銘柄の引受け等につ
いての記載が義務付けられ

ている。
  投資顧問業者が信託業務
等を営む場合において、当
該投資顧問業者が引受け等
を行った有価証券について、
投資顧問契約及び投資一任
契約を締結している顧客に
対して、助言や一任された投
資判断に基づく投資を行っ
たときは、投資顧問業法第
16条第1項に規定する書面
でこれを明らかにしなければ
ならないが（投資顧問業法
施行令第13条第3項、第16
条）、当該書面を顧客に交付
しなくても公益又は投資者保
護のために支障を生ずるこ
とがないと認められるものと
して内閣総理大臣の承認を
受けたときは、書面交付が
不要とされている（投資顧問
業法第23条の2第1項、第23
条の3第1項）。  (*)

5054A 5054065 G06 z07075 金融庁、

投資顧問
業法第35
条、同施行
規則第33
条、別紙様
式第22号

投資顧問業者に対しては、有価
証券に係る投資顧問業の規制
等に関する法律第３５条におい
て、毎営業年度経過後３ヶ月以
内に営業報告書の提出が義務
付けられている。

ｂ Ⅲ

営業報告書における「有価証券の引受け等
の状況」の記載事項については、利益相反
防止のための監督上の必要性を勘案しつ

つ、検討を行う。

（社）日本経済
団体連合会

65 A
投資顧問業法第35条に
基づく営業報告書の記
載事項の簡素化

　内閣総理大臣の承認を受けて、
投資顧問業法第16条第1項に規定
する書面交付が不要とされた投資
顧問業者については、投資顧問業
法第35条に基づく営業報告書にお
いても、顧客に対して助言を行った
銘柄又は顧客のために投資を行っ
た銘柄と同一の銘柄の引受け等
の記載を不要とすべきである。

　信託銀行等は、公益又は投資者保護のた
めに支障を生ずることがないと認められるも
のとして内閣総理大臣の承認を受けたとき
は、投資顧問業法第16条第1項に規程する

書面交付が不要とされている。
　また、信託銀行等は、信託業法等により受
益者（投資家）保護の観点から、利益相反防
止に関する行為規制が課されており、厳格な
運営・管理態勢のもと業務を遂行しており、
利益相反の生ずる恐れは少ないと考えられ

る。
　本件については、2006年8月14日付金融庁
再回答にて「検討を行う」とされたが、金融庁
は、以上の趣旨を踏まえて、営業報告書に
ついても、16条1項の書面交付と同様の取扱
いとすべきであり、引き続き2006年度中に行
われる金融商品取引法等の政省令の検討と
あわせて具体的な手当てを要望する。

有価証券に係
る投資顧問業
の規制等に関
する法律第35

条
同施行規則第
33条及び別紙
様式第22号

5055A 5055008 G06 z07075 金融庁、

投資顧問
業法第35
条、同施行
規則第33
条、別紙様
式第22号

投資顧問業者に対しては、有価
証券に係る投資顧問業の規制
等に関する法律第３５条におい
て、毎営業年度経過後３ヶ月以
内に営業報告書の提出が義務
付けられている。

ｂ Ⅲ

営業報告書における「有価証券の引受け等
の状況」の記載事項については、利益相反
防止のための監督上の必要性を勘案しつ

つ、検討を行う。

社団法人信託
協会

8 A
投資顧問業法第35条に
基づく営業報告書の記
載事項の簡素化

・投資顧問業者は、毎営業年度経
過後3ヶ月以内に営業報告書の提
出が義務付けられているが、本報
告書には、有価証券の引受け等の
状況として、顧客に対して助言を
行った銘柄又は顧客のために投資
を行った銘柄と同一の銘柄の引受
け等についての記載が義務付けら

れている。
・投資顧問業者が信託業務等を営
む場合において、当該投資顧問業
者が引受け等を行った有価証券に
ついて、投資顧問契約及び投資一
任契約を締結している顧客に対し
て、助言や一任された投資判断に
基づく投資を行ったときは、投資顧
問業法第16条第1項に規定する書
面でこれを明らかにしなければな
らないが（投資顧問業法施行令第
13条第3項、第16条）、当該書面を
顧客に交付しなくても公益又は投
資者保護のために支障を生ずるこ
とがないと認められるものとして内
閣総理大臣の承認を受けたとき
は、書面交付が不要とされている
（投資顧問業法第23条の2第1項、

第23条の3第1項）。
・内閣総理大臣の承認を受けて、

・信託銀行等は、公益又は投資者保護のた
めに支障を生ずることがないと認められるも
のとして内閣総理大臣の承認を受けたとき
は、投資顧問業法第16条第1項に規程する

書面交付が不要とされている。
・また、信託銀行等は、信託業法等により受
益者（投資家）保護の観点から、利益相反防
止に関する行為規制が課されており、厳格な
運営・管理態勢のもと業務を遂行しており、
利益相反の生ずる恐れは少ないと考えられ

る。
・以上を踏まえ、営業報告書についても、16
条1項の書面交付と同様の取扱いとすること
を要望するものであり、引き続き平成18年度
中に行われる金融商品取引法等の政省令
の検討とあわせて具体的な手当てを要望す

る。

有価証券に係
る投資顧問業
の規制等に関
する法律第３５

条
同施行規則第
３３条及び別
紙様式第２２

号

  本人確認法により適
格退職年金信託等一部
の信託商品に係る受益
者については、同法に
基づく本人確認義務が
免除されているが、他
方、本人確認法施行後
に開発された信託商品
については、同法に基
づく本人確認義務が課

されている。
  信託型ライツ･プランに
おける受益者は、敵対
的買収者が現れた日以
降の特定の日における
当該企業の株主名簿上
の株主とすることが一
般的であるが、受益者
として確定した時点で
同法第3条等に基づく本
人確認手続きが必要と

されている。
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5054A 5054066 G08 z07076 金融庁、

金融機関
等による顧
客等の本
人確認等
及び預金
口座等の
不正な利
用の防止
に関する
法律

信託の受益者については、本人
確認法政令第１条において「顧
客に準ずる者」として信託の取
引の開始又は信託の受益者の
指定、変更の際に本人確認する
こととされている。

ｃ Ⅲ

・いわゆる「ライツ・プラン」については、任意
の有価証券管理信託契約のスキーム等の
一つとして考案され、様々な仕組みがあり
得ると考えられるものであり、例えば法的に
定められているなど、制度的にマネーロー
ンダリング等に用いられる可能性がない、と
は言い切れず、受益者についての本人確
認を適用除外とすることは、本人確認の実
効性を確保する観点から困難であると考え
られる。

（社）日本経済
団体連合会

66 A
信託型ライツ・プランに係
る受益者の本人確認義

務の緩和

  敵対的買収防衛目的で導入する
有価証券管理信託や金外信託等
（いわゆる「信託型ライツ･プラン」）
について、その円滑かつ迅速な信
託事務の遂行を可能とするため
に、受益者に係る本人確認手続き

を免除すべきである。

(*)
　さらに、本人確認法施行規則において
は、例えば、退職給付信託、「被用者の
給与等から控除される金銭を信託金と
する信託契約」など、必ずしも法的制度
に基づくものではなくても、マネロンに使
われる可能性がないと解される信託の
受益者は、確認義務の適用除外とされ
ており、法律によって当該商品の内容が
確定されている必要はないはずである。
　以上を踏まえ、適切かつ早急な措置を

要望するものである。

　信託型ライツ･プランは、信託財産たる新株
予約権の発行会社に対する敵対的買収者
が出現した一定時点において、当該発行会
社の株主である者を受益者として特定し、当
該受益者に対し新株予約権を交付すること
を目的としている。すなわち、信託型ライツ・
プランにおいては、新株予約権が上場会社
の株主（受益者）に対してその持株比率に応
じて機械的に無償で交付されることが予め株
主総会の特別決議を経て決定されており、
類型的に、新株予約権を交付する側（委託
者）や交付される側（受益者）における恣意

が一切働かない。
　また、マネーロンダリングは、特定の者が
保有する資金を特定の者に対して移転する
必要がある。上記のとおり、新株予約権が株
主（受益者）に持株比率に応じて機械的に無
償で割り当てられるだけの本スキームを利
用して特定の者（受益者）から特定の者（他
の第三者）に対して資金の移動を行うことは
類型的に不可能であり、斯かる仕組みを用
いてマネーロンダリングが行われる蓋然性は

無いと考えられる。
　したがって、信託型ライツ･プランがマネロ
ンへ活用される恐れがないとは言えないとす
るその具体的な事例を提示すべきである。

(*)

金融機関等に
よる顧客等の
本人確認等及
び預金口座等
の不正な利用
の防止に関す
る法律第3条、
同施行令第1
条、同施行規
則第1条、外国
為替及び外国
貿易法第22条
の2、外国為替
令第11条の4
及び外国為替
に関する省令
第12条の2 等

5055A 5055009 G08 z07076 金融庁、

金融機関
等による顧
客等の本
人確認等
及び預金
口座等の
不正な利
用の防止
に関する
法律

信託の受益者については、本人
確認法政令第１条において「顧
客に準ずる者」として信託の取
引の開始又は信託の受益者の
指定、変更の際に本人確認する
こととされている。

ｃ Ⅲ

・いわゆる「ライツ・プラン」については、任意
の有価証券管理信託契約のスキーム等の
一つとして考案され、様々な仕組みがあり
得ると考えられるものであり、例えば法的に
定められているなど、制度的にマネーロー
ンダリング等に用いられる可能性がない、と
は言い切れず、受益者についての本人確
認を適用除外とすることは、本人確認の実
効性を確保する観点から困難であると考え
られる。

社団法人信託
協会

9 A
信託型ライツ・プランに係
る受益者の本人確認義

務の緩和

・金融機関等による顧客等の本人
確認等及び預金口座等の不正な
利用の防止に関する法律第３条、
同施行令第１条及び同施行規則
第１条等により、適格退職年金信
託等一部の信託商品に係る受益
者については、同法に基づく本人
確認義務が免除されているが、他
方、本人確認法施行後に開発され
た信託商品については、同法に基
づく本人確認義務が課されてい

る。
・信託型ライツ･プランにおける受
益者は、敵対的買収者が現れた日
以降の特定の日における当該企
業の株主名簿上の株主とすること
が一般的であるが、受益者として
確定した時点で同法第三条等に基
づく本人確認手続きが必要とされ

ている。
・敵対的買収防衛目的で導入する
有価証券管理信託や金外信託等
（いわゆる「信託型ライツ･プラン」）
について、その円滑かつ迅速な信
託事務の遂行を可能とするため
に、受益者に係る本人確認手続き

を免除すること。

・信託型ライツ･プランは、信託財産たる新株予約
権の発行会社に対する敵対的買収者が出現した
際の一定時点において、当該発行会社の株主で
ある者を受益者として特定し、当該受益者に対し
信託財産たる新株予約権を交付することを目的
としている。すなわち、信託型ライツ・プランにお
いては、新株予約権が上場会社の株主（受益者）
に対してその持株比率に応じて機械的に無償で
交付されることが予め株主総会の特別決議を経
て決定されており、類型的に、新株予約権を交付
する側（委託者）や交付される側（受益者）におけ

る恣意が一切働かない。
・マネーロンダリングは、特定の者がその保有す
る資金を特定の者に対して移転する必要があ
る。上記のとおり、発行会社が発行した新株予約
権が株主（受益者）に持株比率に応じて機械的に
無償で割り当てられるだけの信託型ライツ･プラン
を利用して特定の者から特定の者に対して資金
の移動を行うことは類型的に不可能であり、斯か
る仕組みを用いてマネーロンダリングが行われる

蓋然性は無い。
・また、本人確認法施行規則においては、例え
ば、退職給付信託、「被用者の給与等から控除さ
れる金銭を信託金とする信託契約」など、必ずし
も法的制度に基づくものではなくても、マネロンに
使われる可能性がないと解される信託の受益者
は、確認義務の適用除外とされている。すなわ
ち、類型的にマネーロンダリングに用いられる恐
れがないのであれば、法律によって当該商品の
内容が確定されている必要はないはずである。
信託型ライツ･プランにおける本人確認義務につ

金融機関等に
よる顧客等の
本人確認等及
び預金口座等
の不正な利用
の防止に関す
る法律第三
条、同施行令
第1条、同施行
規則第1条、外
国為替及び外
国貿易法第22
条の２、外国
為替令第11条
の４及び外国
為替に関する
省令第12条の
２ 等

5055A 5055001 z07077 金融庁、 信託業法
信託契約代理店制度における
復代理は認められていない。

ｂ Ⅰ

　信託の複雑かつ多様な商品特性から、適
切な信託の引受けを行なわせるには、所属
信託会社による指導等が不可欠であり、受
益者保護の観点からは、慎重な検討が必

要であると考える。

社団法人信託
協会

1 A
信託契約代理店制度に
おける復代理の許容

・「信託契約代理店」制度におい
て、「復代理」までは認められてい

ない。
・銀行法における銀行代理店制度
同様、所属信託会社の許諾がある
場合には、信託契約代理店が復代
理を選任することを可能とするこ

と。
・少なくとも、復代理のうち媒介に
ついては、受益者保護の観点から
も特段の支障はないと考えられる
ことから、早急な手当てを要望す

る。

・例えば、ｉ）信託契約代理店たる親会社が、
その子会社を復代理として選任する、ⅱ）証
券会社・保険会社を信託契約代理店とし、当
該者を所属会社とする証券仲介業者・保険
代理店を復代理として選任する、等の喫緊

かつ強いニーズが存在する。
・平成15年7月28日金融審議会金融分科会
第二部会報告「信託業のあり方に関する中
間報告書」において、「信託業の担い手に対
し信託契約の取次ぎのみを行う者について、
その範囲を広く認めることは、信託サービス
の提供チャネルを拡大し、利用者のアクセス
を向上させることに資すると考えられる。」と

されている。
・代理店による「媒介」は、「代理店が顧客の
ニーズに対応して、商品・サービスを紹介し、
顧客からの依頼に基づき、所属信託会社に
対し案件の取次ぎを行う」業務である。最終
的に直接の顧客へのセールス・コンサルティ
ング及び契約締結は、所属信託会社が行っ
たうえで執行事務等を行うものであり、受益
者保護の観点から特段の問題はないと考え

られる。
・以上を踏まえ、本要望は報告書の趣旨にも
合致するものであり、早急な措置を要望する

もの。

信託業法第２
条第８項及び
第５章関係
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5055A 5055002 z07078 金融庁、
銀行法施
行規則第
13条第3項

信託兼営金融機関等が、信託
専門関連業務子会社が営む兼
営法第１条第１項第４号から第７
号に掲げる業務の代理業務を行

うことができない。

ｂ Ⅲ

業務によっては銀行の他業禁止の趣旨を
損なうおそれがあるため、銀行の付随業務
の在り方として慎重に検討する必要があ

る。

社団法人信託
協会

2 A

信託兼営金融機関等に
対する、信託専門関連業
務子会社が営む業務（信
託兼営金融機関が本体
で営みうるものに限る）
の代理業務の解禁

・信託兼営金融機関等は、信託専
門関連業務子会社が営む金融機
関ノ信託業務ノ兼営等ニ関スル法
律第１条第１項第４号～第７号に
掲げる業務（以下「併営業務」とい
う）の代理業務を行うことができな

い。
・信託兼営金融機関等に、信託専
門関連業務子会社が営む併営業
務（信託兼営金融機関が本体で営
みうるものに限る）の代理業務を解

禁すること。
・特に、証券代行業務、相続関連
業務については、実務上強いニー
ズがあることから、早急な検討・手

当てを要望する。

・信託兼営金融機関は銀行を併営業務の代
理店とすることができるが、子会社（信託専
門関連業務子会社）を設立し併営業務を行
わせた場合、銀行を当該子会社の代理店と
することができない（銀行法施行規則第13条

第3号）。
・信託兼営金融機関が営むことができる併営
業務を信託専門関連業務子会社が営み、当
該業務について、親会社である信託兼営金
融機関が代理業務を行うことは銀行法の「他

業」には該当しないと考えられる。
・更に、本要望においては、親会社である信
託兼営金融機関が認可を受けて営むことが
できる業務（特に証券代行業務、相続関連
業務）で、信託専門関連業務子会社が認可
を受けて営んでいる業務の代理を行うことを
要望するものであり、「他業禁止」の趣旨を

損なう恐れは無いと考えられる。
・本要望が手当てされることにより、信託銀
行における業務の効率化等を目的とした組
織再編成の選択肢が広がり、ひいては顧客
利便の向上が期待できることになる。

銀行法施行規
則第１３条第３

号

5055A 5055005 z07079 金融庁、

投資信託
及び投資
法人に関
する法律
施行令第2
条

信託銀行は、主として有価証券
に対する投資として運用する場
合を除き、委託を受けることがで
きる。

ｃ Ⅱ

「主として有価証券」で運用を行う証券投資
信託においては、幅広く一般投資者から資
金を集めるスキームであることから、委託者
と受託者の抑制機能により投資者保護を
図ってきたことに照らせば、信託銀行が、自
らが受託者となっている証券投資信託の運
用の外部委託を受けることを可能とすること

は困難。

社団法人信託
協会

5 A
信託銀行による投資信
託の効率的運用を阻害
する規制の撤廃（その１）

・投資一任業務の認可を受けた信
託銀行が、委託者指図型投資信
託あるいは投資法人より、投資信
託財産の運用に係る権限の委託
を受ける場合において、当該信託
銀行自らが受託者となっている投
資信託財産については、「主として
有価証券」に運用することができな

い。
・投資一任業務の認可を受けた信
託銀行が、委託者指図型投資信
託あるいは投資法人より、投資信
託財産の運用に係る権限の委託
を受けた場合において、当該信託
銀行自らが受託者となっている投
資信託財産について、「主として有
価証券」に運用することを可能とす

ること。

・投資一任業務の認可を受けた信託銀行
は、有価証券投資に係る専門的知識・経験
を有しており、当該規制の撤廃は、運用機関
間の競争を促進し、商品選択肢の拡大等投

資者利益に資する。
・また、信託銀行は、信託業法等の様々な規
律の適用を受けており、充分な運営・管理態
勢を整備・構築したうえで、業務を行ってお
り、当該要望が手当てされたとしても、受益
者保護上の問題が生じる蓋然性は少ないと

考えられる。
・信託財産の運用対象が法令により規制をう
けることは、信託銀行の多様な商品設計の
阻害要因となっている。当該規制の撤廃され
ることにより、信託銀行が有する有価証券運
用の知識・経験がより一層活用され、多様な
運用サービスの提供、投資商品の組成が可

能となると考えられる。

投資信託及び
投資法人に関
する法律施行
令第2条

5055A 5055006 z07080 金融庁、

投資信託
及び投資
法人に関
する法律
第49条の3

信託銀行が委託者非指図型投
資信託の信託財産を主として有
価証券に対する投資として運用
することを目的とする投資信託
契約を締結することを禁止して
いる。

ｃ Ⅰ

「主として有価証券」で運用を行う証券投資
信託においては、幅広く一般投資者から資
金を集めるスキームであることから、委託者
と受託者の抑制機能により投資者保護を
図ってきたことに照らせば、信託銀行が委
託者非指図型投資信託の信託財産を主と
して有価証券に対する投資をすることは困

難。

社団法人信託
協会

6 A
信託銀行による投資信
託の効率的運用を阻害
する規制の撤廃（その２）

・委託者非指図型投資信託につい
て、信託銀行が信託財産を「主とし
て有価証券」に運用することができ

ない。
・委託者非指図型投資信託につい
て、信託銀行が信託財産を「主とし
て有価証券」に運用することを可能

とすること。

・信託銀行は、有価証券投資に係る専門的
知識・経験を有しており、当該規制の撤廃
は、運用機関間の競争を促進し、商品選択
肢の拡大等投資者利益に資する。

・また、信託銀行は、信託業法等の様々な規
律の適用を受けており、充分な運営・管理態
勢を整備・構築したうえで、業務を行ってお
り、当該要望が手当てされたとしても、受益
者保護上の問題が生じる蓋然性は少ないと

考えられる。
・信託財産の運用対象が法令により規制をう
けることは、信託銀行の多様な商品設計の
阻害要因となっている。当該規制の撤廃され
ることにより、信託銀行が有する有価証券運
用の知識・経験がより一層活用され、多様な
運用サービスの提供、投資商品の組成が可
能となるため、検討を要望するもの。

投資信託及び
投資法人に関
する法律第49
条の３
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5055A 5055007 2 z07081 金融庁、

有価証券
に係る投
資顧問業
の規制等
に関する
法律第5
条、第8条
及び第29
条第1項第
6号、投資
顧問業法
施行規則
第4条

①投資顧問業を営もうとする者
又は申請した事項に変更があっ
たときは、申請事項として当該者
の役員または重要な使用人の
氏名を住民票等の確認書類とと
もに届出ることが必要。

②投資顧問業者の役員や重要
な使用人に変更が生じた場合に
は、その変更届出を投資顧問業
法施行規則第４条に規定される
住民票等の確認書類とともに２
週間以内に提出することが義務

付け。

①②c
①Ⅲ
②Ⅰ

①運転免許証の写しの記載内容の真実性
は、住民票の抄本と同等とまではいえない

ことから、措置困難。
②登録簿は公衆縦覧されている情報であ
り、投資者保護上、内容に変更があれば迅
速に対応すべきものであり、期限を延長す

ることは適当ではないと考える。

社団法人信託
協会

7 A
投資顧問業の登録申請
事項に関する手続きの
緩和について

・投資顧問業を営もうとするもの
は、登録申請事項として当該者の
役員または投資顧問業法施行令
第３条に規定する使用人（以下「重
要な使用人」という。）の氏名を住
民票等の確認書類とともに届出る

こととされている。
・また、投資顧問業者の役員や重
要な使用人に変更が生じた場合に
は、その変更届出を投資顧問業法
施行規則第４条に規定される住民
票等の確認書類とともに２週間以
内に提出することが義務付けられ

ている。
・以上の点につき、次のとおり要望

する。
②投資顧問業法第8条第1項およ
び第29条第1項第6号に基づく変更
届出書の提出期限を、例えば「1ヶ
月」少なくとも他の法令（*）に例が
あるように「遅滞なく」と弾力化する

こと。
（*）他の法令：前払式証票の規制
等に関する法律第11条第1項等

・投資顧問業法の改正により、信託銀行が
投資一任業務を営むことが可能となったが、
一般に信託銀行は投資顧問業者に比べて
組織規模が大きく、投資顧問業者登録簿に
記載を要する役員、使用人の数が100名を

超すケースもある。
・このような場合に、定期、不定期に発生す
る当該者の異動に係る変更届を住民票等の
確認書類とともに提出する必要があるが、期
限内に住民票等の書類を整えて提出するこ
とは実務上極めて負担が重く、その住民票
等を2週間のうちに準備することが事実上困

難な場合も稀ではないと考える。
・監督上の観点から役員又は重要な使用人
等の本人確認を行うという趣旨であれば、例
えば、本人確認法施行規則第4条に規定す
る本人確認書類を参考とするなど対応書類

の柔軟化を検討いただきたい。
・また、投資顧問業者登録簿を公衆縦覧する
趣旨が、投資顧問業者の選択に当たり投資
者に必要な情報を開示することにあることを
踏まえれば、投資顧問業者1社当たり100名
超の使用人の登録、当該使用人の登録内容
変更時の2週間以内の届出が、投資家保護
上、真に必要なものといえるのか再考が必
要であると考えられ、引き続き検討を要望す

るもの。

②有価証券に
係る投資顧問
業の規制等に
関する法律第8
条第1項及び
第29条第1項
第6号

5055A 5055010 z07082 金融庁、

保険業法
第98条第1
項第1号
同法施行
規則第51
条

保険会社は、付随業務として他
の保険会社等その他金融業を
行う者の業務代理等を行うこと
ができることとされており、その
具体的内容は保険業法施行規
則第51条に規定されている。

ｂ Ⅲ
規制改革・民間開放推進３ヵ年計画（再改
定）に示されたスケジュールに従い、本年度
に結論を得べく検討を行っている。

社団法人信託
協会

10 A

保険会社による信託契
約代理業及びいわゆる
併営業務の契約代理業

務の早期解禁

・保険会社は、付随業務として他の
金融業を行う者の業務の代理や事
務の代行を行うことが認められて
いる（保険業法施行規則第51条）
・しかし、信託契約代理業やいわ
ゆる併営業務（兼営法第1条第1項
第4号～7号に定める業務）の契約
締結の代理や事務の代行は認め
られていないため、保険会社に信
託契約代理業やいわゆる併営業
務代理業務の契約代理業務及び
事務の代行を解禁していただきた

い。

・平成１７年３月の規制改革推進３か年計画
において、「保険会社の付随業務として「信
託業務の代理又は事務代行」を加えることに
ついて、保険会社の業務との関連性・親近
性等を踏まえ、検討する」とされているものの
未だ具体的な検討内容は提示されていない

状況。
・保険会社の業務である企業年金関連業
務、遺族保障関連業務等は、信託業務やい
わゆる併営業務との関連性が高く、保険会
社が既存のノウハウを活用し、顧客に対し信
託商品等の提示を行えることとなれば、顧客
利便性向上の観点から有効である。

・また、今般の信託業法改正において金融
機関はもとより事業法人等にも信託契約代
理店が認められ、いわゆる併営業務代理店
についても、担い手の限定がなく広く認めら
れている中、保険会社に信託契約代理業や
いわゆる併営業務代理業務が認められない

ことは合理性を欠くものである。
・以上の点を踏まえ、平成18年度中に検討・
結論を得たうえで早急な措置を要望するも

の。

保険業法第９
８条第１項第１

号
保険業法施行
規則第５１条

5055A 5055011 z07083 金融庁、

証券取引
法第2条第
3項第1号
証券取引
法2条に規
定する定
義に関す
る内閣府
令第4条第
1項

適格機関投資家の範囲は、有
価証券に対する投資に係る専門
的知識及び経験を有する者とし
て内閣府令において列挙されて
おり、金融機関のほか、ベン
チャーキャピタルや有価証券報
告書提出会社のうち有価証券の
保有額等が100億円以上の事業
会社で金融庁長官に届出を行っ

た者等としている。

ｂ Ⅲ

適格機関投資家の範囲の決定に当たって
は、当該者が有価証券に対する投資に係る
専門的知識及び経験を有する者として自ら
投資に必要な情報を入手し判断することが
できるかなど投資者保護の観点から十分慎

重に検討する必要がある。

社団法人信託
協会

11 A
信託会社の適格機関投
資家化について

・証券取引法及び証券取引法第2
条に規定する定義に関する内閣府
令（以下「定義府令」といいます。）
において、信託業法上の信託会社
は、適格機関投資家として規定さ

れていない。
・信託業法第3条の免許を受けた
信託会社のうち、信託財産に含ま
れる有価証券が一定額以上である
など、一定の要件を満たす信託会
社について適格機関投資家とする

ことを要望するもの。

・流動化取引において、特定社債等のプロ私
募による発行が行われているが、プロ私募
に適用される転売制限の結果、適格機関投
資家でない信託会社は、プロ私募により発
行された特定社債等を受託できない。

・また、流動化取引では、特定目的会社の発
行に係る特定社債の特定社債権者が当該
特定社債を信託し、その信託受益権を投資
家に売却する取引が行われているが、上記
の理由により、信託会社は係る信託を受託

することができない。
・証券取引法において、適格機関投資家とは
「有価証券に対する投資に係る専門的知識
及び経験を有する者として内閣府令で定め
る者」と定義されている（同法第2条第3項第1
号）が、信託会社は、業として、有価証券に
係る信託の引受けや有価証券の管理運用
等を行うことが認められている。よって、信託
財産のうち、有価証券が一定額以上である
など、一定の要件を満たす信託会社は、有
価証券に対する投資に係る専門的知識及び
経験を有しているものと思料される。

・また、信託業法上、信託会社には、適格機
関投資家である証券会社、投資信託委託業
者等と同等あるいはそれ以上の資本金規
制、参入規制等があり、さらに、所轄官庁に
よる監督等が行われているため、一定の要
件を満たす信託会社であれば、これを適格

証券取引法第
２条第３項第１

号
証券取引法第
二条に規定す
る定義に関す
る内閣府令第
4条第1項
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5055A 5055012 z07084 金融庁、 信託業法

信託契約代理業の登録および
登録事項の変更の際は、役員
の兼職状況、営業所等の所在
地等の申請事項のほか、登記
事項証明書等の書面を提出す
ることになっている。また、登録
事項の変更届出は、２週間以内
に行うこととなっている。

ｃ Ⅰ

信託契約代理店の変更手続の簡素化（営
業所等の所在地の変更届出、役員の兼職
変更の届出）、変更届出期間の延長等につ
いて、顧客の保護及び行政上の適正な監
督等を担保する観点から措置困難。

社団法人信託
協会

12 A
信託契約代理店におけ
る財務局宛届出の緩和

信託契約代理店は、信託業法68
条に規定される事項を財務局宛に
対し登録・変更届出を行う必要が

ある。
・信託契約代理店における管理負
荷を業務運営に支障がない範囲で
軽減し、信託利用者へのサービス
向上に一層注力できる体制を整え
るために、以下の点につき改善を

要望する。
①営業所等の「所在地の変更」に
ついて、市町村合併等による住居
表示の変更等であって実質的な位
置の変更がない場合には、変更届

出を不要とすること。
②銀行等が信託契約代理業を営
む場合に、役員が常務に従事する
他の会社の状況（以下、兼職状
況）について、届出不要とするこ

と。
③変更届出は発生日から２週間以
内に行う必要があるが、変更内容
によっては登記簿抄本の添付が必
要である。登記手続きには２週間
前後要する実態を踏まえ、登記簿
抄本の添付書類からの除外若しく
は届出期限緩和等の措置をとるこ

と。

①営業所等の実質的な位置の変更が生じな
い住居表示の変更等については、銀行代理
業においても届出を求められておらず、届出
不要の取扱いとし、監督指針等で明確化し

ていただきたい。
②役員の兼職状況については、銀行法施行
規則の改正案がパブリックコメント（平成18
年7月28日付）に付され、銀行等が銀行代理
業を営む際には兼職状況等の届出を不要と
する方向とされており、証券仲介業等でも届
出が不要になっている。以上を踏まえ、信託
契約代理業においても同様に届出不要の取

扱いとしていただきたい。
③添付書類として登記簿抄本の添付も求め
られているが、届出事項発生後、法務局の
登記変更手続きには２週間前後要すること
がある。提出期間についてかかる実態を考
慮した見直しを行っていただきたい。

① 信託業法第
68条第1項第6
号、71条

② 信託業法施
行規則第70条
第2号

③ 信託業法第
71条第1号

5055A 5055013 z07085 金融庁、

証券取引
法第34
条、証券会
社に関す
る内閣府
令第25条

証券会社が、信託兼営金融機
関が営む相続関連業務の媒介
を行うには、内閣総理大臣の承
認が必要。

ｂ Ⅲ
金融商品取引法に基づく政令・内閣府令を

整備する中で検討を行う。
社団法人信託

協会
13 A

証券会社が、信託兼営
金融機関が営む相続関
連業務の媒介を行う場
合の手続規制の緩和

・平成16年12月の信託業法及び金
融機関ノ信託業務ノ兼営等ニ関ス
ル法律（兼営法）改正により、信託
契約代理業及び併営業務（兼営法
第1条第1項４～７号に掲げる業
務）の契約締結代理業務を行うこ
とが、法人・個人を問わず幅広く認

められた。
・証券会社では、信託契約代理業
を金融庁長官あての届出によって
営むことが可能となったが（証券取
引法第34条第2項、第3項）、併営
業務の契約締結代理業務は金融
庁長官の承認を受けなければ営
むことができない（但し、信託兼営
金融機関が営む証券代行業務に
ついて、証券会社がその代理店と
して顧客を取次ぐ業務（媒介業務）
については、現行でも届出不要と
されている。（証券取引法第34条

第1項第5号））。
・信託兼営金融機関が営む併営業
務のうち、特に相続関連業務につ
いて、証券会社がその媒介業務を
届出によって営むことを可能とする

こと。

・信託兼営金融機関が営む併営業務は、信
託業務との関連性・親近性があるものとして
信託業務を兼営する金融機関に取扱いが認
められている業務であり、証券会社の営む
業務とも関連性・親近性を有しているものが

多い。
・特に相続関連業務の媒介については、既
に金融庁長官の承認を得て信託兼営金融機
関の契約代理店として当該業務を取り扱っ

ている社が複数存在する。
・いわゆる併営業務の媒介業務は、信託銀
行が直接顧客へのセールス・コンサルティン
グを行ったうえで契約・事務等を行うもので
あり、本媒介業務を行うことは、当該証券会
社の財務状況等に影響を及ぼすものではな
く、信託契約代理業務に比して証券会社のリ
スク管理及び投資者保護の観点からも問題
の生ずる蓋然性が高いとはいえないと考え

られる。
・以上を踏まえ、早急な措置を要望するも

の。

証券取引法第
34条、証券会
社に関する内
閣府令第25条

5055A 5055014 z07086 金融庁、
証券取引
法第27条
の27

大量保有報告書若しくは変更
報告書又はこれらの訂正報告
書を提出した株券等の保有者
は、当該株券等の発行者であ
る会社に対して、当該報告書
提出後、遅滞なく報告書の写
しを送付しなければならない
とされている。

ｃ Ⅰ

発行会社に対する写しの送付は、株券等の
大量保有状況に関する情報開示という大量
保有報告制度の目的にとって重要な役割を
果たしていると考えられることから、対応は

困難である。

社団法人信託
協会

14 A
大量保有報告書提出時
の発行会社への写し送
付義務の撤廃

大量保有報告書またはその変更
報告書、訂正報告書（以下、大量
保有報告等）を提出したときは、株
券等の保有者は、当該株券等の
発行者である会社に対して、報告
書の写しを送付しなければならな
いとされている（証券取引法第27

条の27）。
これは先般の通常国会で成立した
証券取引法等の一部を改正する
法律（平成１８年法律第６５号）によ
る改正後の証券取引法（金融商品
取引法）第27条の27においても同
様であり、この写し送付義務を早
期に撤廃することを要望する。

・全ての大量保有報告書（紙で提出されたも
のを含む）はEDINET上で閲覧可能となって
おり、発行会社はその必要に応じて自ら直ち

に閲覧することが可能となった。
・EDINETはインターネットへの接続環境があ
れば、閲覧可能であることからも、大量保有
報告書等の「写し」の送付義務は、発送後発
行会社に到着するまでに時間を要し、かつ
報告会社に多大な事務負担を課するもので
あることから、実用的意味に乏しいと考えら

れる。
・また、証取法の27条の27で規定されている
発行会社以外の写し送付先（証券業協会
等）については、27条の30の6の規定により
EDINETへの掲載を以って「写し」の送付が不

要とされている。
・以上を踏まえ、早急な措置を要望するも

の。

証券取引法第
27条の27

32／44



様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5057A 5057001 z07087 金融庁、

保険業法
第275条第
1項

同法施行
規則第212
条第2項第
1号、第
212条の2
第2項第１
号、第212
条の4第2
項第1号、
第212条の
5第2項第1
号

銀行等が保険募集以外の業務
上取り扱う顧客に関する非公開
金融情報を保険募集業務に利
用し、または保険募集の業務上
取り扱う顧客に関する非公開保
険情報を保険募集以外の業務
に利用するには、事前に顧客の
書面その他の適切な方法による
同意が求められている。

ｃ －

本件規制は、銀行等がその与信業務や決
済業務を通じ、預金者や債務者に関する情
報を継続的かつ総合的に保有する立場に
あり、安易な流用による契約者保護上の問
題を生じやすい状況に鑑み、講じられてい
るものである。利用目的の事前の通知・公
表の如何にかかわらず、書面その他の適
切な方法による事前の同意を得なければ
保険募集業務以外の業務と保険募集業務
との間でそれぞれの業務に係る非公開情
報を流用してはならないとするなど、とくに
銀行等による保険商品の販売との関係に
おいて設けられているものであり、ご要望に

対応することは困難である。

外国損害保険
協会
(FNLIA)

1 A

銀行等の保険募集に係
る非公開金融情報に関
する取扱いルールの撤

廃

非公開金融情報ルールにより、銀
行等が知り得た顧客に関する情報
を有効活用した保険募集が妨げら
れているので、これを撤廃すべき

である

銀行等による保険募集は、保険業法により
適正な募集と契約者保護が図られている
上、銀行等による保険の募集が当該銀行等
との他の取引に影響を及ぼさない様、いわ
ゆる圧力募集等の弊害防止措置が講じられ

ている。
非公開金融情報の利用に関する規制は、保
険募集と他の金融商品販売で実務ルールが
異なり、また、「保険募集に係る業務」という
不明確かつ幅広い業務範囲を行う「事前に」
一定の行為を銀行が行うことを要請し、銀行
による保険募集を困難にしている。

保険業法施行
規則第212条
第2項第1号、
同条2第2項第
1号、同条4第2
項第1号、同条
5第2項第1号

5057A 5057002 z07088 金融庁、

保険業法
第275条第
1項

同法施行
規則第212
条第2項第
1号、第
212条の2
第2項第１
号、第212
条の4第2
項第1号、
第212条の
5第2項第1
号

銀行等が保険募集以外の業務
上取り扱う顧客に関する非公開
金融情報を保険募集業務に利
用し、または保険募集の業務上
取り扱う顧客に関する非公開保
険情報を保険募集以外の業務
に利用するには、事前に顧客の
書面その他の適切な方法による
同意が求められている。

ｃ －

本件規制は、銀行等がその与信業務や決
済業務を通じ、預金者や債務者に関する情
報を継続的かつ総合的に保有する立場に
あり、安易な流用による保険契約者保護上
の問題を生じやすい状況に鑑み、講じられ
ているものであり、対応は困難である。

外国損害保険
協会
(FNLIA)

2 A
非公開金融情報の定義

の緩和

中小企業と個人に対する融資情報
のみを非公開金融情報の対象とす

べきである。

非公開金融情報の利用に関する規制は、投
資信託など他の金融商品にはなく、銀行によ
る保険募集のみを不当に規制している。
銀行等による圧力募集は、例えば資金繰り
不安のある中小企業融資先と個人以外では
起こり得ないと考えられる。したがって中小
企業と個人に対する融資情報のみを非公開
金融情報の対象とすれば、弊害防止の目的

は達せられる。

保険業法施行
規則第212条
第2項第1号、
同条2第2項第
1号、同条4第2
項第1号、同条
5第2項第1号

5057A 5057003 z07089 金融庁、

保険業法
第275条第
1項

同法施行
規則第212
条第2項第
1号、第
212条の2
第2項第１
号、第212
条の4第2
項第1号、
第212条の
5第2項第1
号

銀行等が保険募集以外の業務
上取り扱う顧客に関する非公開
金融情報を保険募集業務に利
用し、または保険募集の業務上
取り扱う顧客に関する非公開保
険情報を保険募集以外の業務
に利用するには、事前に顧客の
書面その他の適切な方法による
同意が求められている。

ｃ －

保険業法施行規則の当該規定について
は、既に保険会社向けの総合的監督指針
Ⅱ-3-3-9-2等において、多様な募集形態
にも配慮した解釈を、当該規定の趣旨を踏
まえて可能な範囲内で、明らかにしていると

ころ。

外国損害保険
協会
(FNLIA)

3 A
非公開金融情報に関す
る顧客同意の取得方法

の緩和

保険業法施行規則において、銀行
が非公開金融情報を保険募集に
係る業務に利用する場合には「事
前に書面その他の適切な方法によ
り」顧客の同意を得ることが要請さ
れているが、遅くとも保険の募集と
同時に説明した書面を交付し、契
約申し込みまでに合意を得る方法

も、可とすべきである。

非公開金融情報の利用に関する規制は不
当かつ過剰であるだけでなく、保険募集と他
の金融商品販売で実務ルールが異なり、ま
た、「保険募集に係る業務」という不明確か
つ幅広い業務範囲を行うに「事前に」一定の
行為を銀行が行うことを要請し、銀行による

保険募集を困難にしている。
当該ルールは、特に、銀行による非対面
マーケティングを実質的に不可能なものとし

ている。

保険業法施行
規則第212条
第2項第1号、
同条2第2項第
1号、同条4第2
項第1号、同条
5第2項第1号

保険会社向け
の総合的な監
督指針Ⅱ-3-
3-9-2
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要望
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要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5057A 5057004 z07090 金融庁、

保険業法
第275条第
１項
同法施行
規則212条
3項1号、
212条の2
第3項第1
号、212条
の4第3項1
号、212条
の5第3項1
号

銀行等が一定規模以下の小規
模事業者に対し、事業に必要な
資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が
常時使用する従業員及び当該
法人の役員（代表者を除く。）に
対して手数料その他の報酬を得
て保険募集を行うことが禁止さ
れている。

ｃ －

本件規制は、小規模企業者の場合、従業
員が事業主等といわば運命共同体のような
密接な関係にあり、企業の資金繰りを巡り
銀行等の影響が当該従業員に及ぶおそれ
が高いことから設けられているものである。
モニタリングの結果必要な場合には、弊害
防止措置の見直しも検討することになる。

外国損害保険
協会
(FNLIA)

4 A
銀行の保険募集に係る
融資先従業員規制の撤

廃

従業員数50人以下の融資先の従
業員が保険契約者あるいは被保
険者となることが保険募集制限先
とされているが、銀行に実務上多
大な負担をかけると同時に、顧客
利便性を損なっており、撤廃すべ

きである。

勤務している中小企業が事業融資を受けて
いるという理由で、従業員が圧力募集を受け

る懸念はない。
また、このルールに基づき、銀行はその顧客
および被保険者に対し、銀行等募集制限先
に該当するかどうかを確認する業務に関す
る説明書面の交付と顧客の確認を「保険募
集に際して、あらかじめ」行うことが銀行に要
請され、また、データベースに照合しなけれ
ばならない。手続きに時間がかかり、顧客利
便性を損なっている。また、勤務先が事業融
資を受けている事実は、守秘義務で銀行か

らは説明できない。

保険業法施行
規則第212条
第3項第1号
ハ、同条2第3
項第1号ハ、同
条4第3項第1
号ハ、同条5第
3項第1号ハ

5057A 5057005 z07091 金融庁、

保険業法
第309条第
1項第9号
同法施行
規則第234
条第1項第
9号

保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅱ-
3-3-9-4

銀行等は、保険募集に際し、あ
らかじめ、顧客に対し、銀行等保
険募集制限先等に該当するかど
うかを確認する業務に関する説
明を書面の交付により行わなけ
ればならない。

ｃ －

融資先販売規制の円滑な実施のため事前
に顧客の十分な理解を得る必要があること
を踏まえて設けられた規制であり、対応す
ることは困難である。なお、モニタリングの
結果必要な場合には、弊害防止措置の見

直しも検討することとなる。

外国損害保険
協会
(FNLIA)

5 A

保険募集の際に銀行が
求められる、募集制限先
に関する顧客確認方法

の緩和

保険会社向けの総合的な監督指
針において、銀行はその顧客に対
し、銀行等募集制限先に該当する
かどうかを確認する業務に関する
説明書面の交付と顧客の確認を
「保険募集に際して、あらかじめ」
行うことが銀行に要請されている
が、保険募集の際に、遅くとも保険
の募集と同時に説明した書面を交
付し契約申し込みまでに確認を得
る方法も、可とすべきである。

すべての契約者と被保険者が募集制限先に
該当するかどうかの確認を、「保険募集に際
して、あらかじめ」銀行が行うことを要請し、
一般顧客に対する銀行による保険募集を困

難にしている。
当該ルールは、特に、銀行による非対面
マーケティングを実質的に不可能なものとし

ている。

保険会社向け
の総合的な監
督指針Ⅱ-3-
3-9-4

5059A 5059001 z07092 金融庁、

保険業法
第300条第
1項第9号
同法施行
規則第234
条第1項第
2号

平成10年
大蔵省告
示第238号
保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅱ
－3－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募集代
理店契約を締結して生命保険商
品の募集を行う場合、従業員へ
の圧力募集等を防止する観点
から、当該企業及びその企業と
密接な関係を有する者（法人）の
役員・従業員に対する保険募集
が一部の保険商品を除き禁止さ

れている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難性等
に鑑み設けられている規制であり、その趣
旨を踏まえつつ、規制改革・民間開放推進
３ヵ年計画（再改定）に示されたスケジュー

ルに従い本年度に検討を行う。

東京海上日動
火災保険株式

会社
1 A

生命保険の構成員契約
規制の廃止

規制を撤廃する。

本項目は「規制改革・民間開放推
進３か年計画」に盛り込まれている
が、未だ結論が示されていない。
早急に結論を出すように改めて要

望する。

法人代理店による構成員契約の取扱を
可能とする。

これにより、企業従業員の保険申込み
が容易になり、消費者利益の向上につ
ながる。また、代理店・保険会社におけ
る構成員契約の混入を排除するための

事務ロードを削減できる。

企業代理店は、生命保険を取り扱っている
場合も、親企業や関連企業の従業員など
「構成員」の生命保険については一律取扱
禁止となっている。このため、「構成員」から
照会や取扱を求められた場合であっても謝
絶するしかなく、消費者利便を阻害すること
となっており、顧客対応として問題がある。

保険業法300
条第1項第9号
同施行規則
234条第1項第

2号
大蔵省告示第
238号

継続
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要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
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（規
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要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5065A 5065001 z07093 金融庁、

信金法第
17条、（参
考条文）会
社法第607
条

信用金庫法上、法定脱退事由
は、「会員たる資格の喪失」、「死
亡又は解散」、「破産」、「除名」、
「持分の全部の喪失」が列挙さ

れている。

ｂ Ⅰ

法定脱退は、法律で定められた一定の事
由が発生したことにより、会員の意思にか
かわりなく法律上当然に脱退の効果が発生
するものであり、その事由の拡大について
は、会員の権利保護等の観点も踏まえつつ

慎重に検討を行う必要がある。

社団法人全国
信用金庫協
会・信金中央
金庫

1 A
会員の法定脱退事由の

拡大

（信用金庫法の規制の緩和）協同
組織の原点である「会員による自
治」を活かした枠組みとする。

会員の法定脱退事由に「定款に定める
事由の発生」を追加する。

信用金庫は、会員による自治に基づいて運
営されている協同組織金融機関である。した
がって、総(代)会決議によって定められる定
款に、例えば「行方不明会員」などを法定脱
退事由として定めることは、協同組織の本質

と整合性がある。
また、規制改革・民間開放推進３か年計画
（改定）においても「信用金庫について、協同
組織としての性格を踏まえつつ所在不明会
員を法定脱退させるための制度の創設が可
能か、検討する」とされていることからも、前

向きに検討いただきたい。

信金法第１７
条、（参考条
文）会社法第６
０７条

継続

5065A 5065002 z07094 金融庁、

保険業法
第300条第
1項第9号
同法施行
規則第234
条第1項第
2号

平成10年
大蔵省告
示第238号
保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅱ
－3－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募集代
理店契約を締結して生命保険商
品の募集を行う場合、従業員へ
の圧力募集等を防止する観点
から、当該企業及びその企業と
密接な関係を有する者（法人）の
役員・従業員に対する保険募集
が一部の保険商品を除き禁止さ

れている。

ｂ Ⅲ

信用金庫への適用を除外すべきとされてい
る理由が明らかでないが、いずれにせよ、
構成員契約規制は生命保険契約の長期
性、再加入困難性等に鑑み設けられている
規制であり、その趣旨を踏まえつつ、規制
改革・民間開放推進３ヵ年計画（再改定）に
示されたスケジュールに従い本年度に検討

を行う。

社団法人全国
信用金庫協
会・信金中央
金庫

2 A
生命保険の構成員契約

規制等の撤廃
（保険業法の規制の撤廃）生命保
険の構成員契約規制を撤廃する。

業務上の地位等を不当に利用するなど
の圧力募集を未然に防止する観点で設
けられている生命保険の構成員契約規
制については信用金庫への適用を除外

する。

信用金庫・銀行等による保険募集において
は、通常の生命保険募集人と異なり、優越
的地位を利用した募集禁止など、事前に
様々な行為規制が保険業法等で規定されて
おり、業務上の地位を不当に利用する等の
圧力募集を未然に防止する措置が既にとら
れている。そのうえ構成員契約規制により、
顧客本人の意思にかかわりなく一律的に募
集が禁止されており、実態にそぐわない。
したがって、同規制を早期に撤廃していただ

きたい。
なお、規制改革・民間開放推進３か年計画
（改定）では「行政改革委員会の意見を最大
限尊重し、金融審議会において構成員契約
規制の在り方について結論を得るべく、引き

続き検討を行う」とされている。

保険業法３００
条１項９号、保
険業法施行規
則２３４条１項
２号関係

継続

5065A 5065003 z07095 金融庁、

保険業法
第275条第
１項

同法施行
規則 第
212条第3
項第3号、
第212条の
2第3項第3
号、第212
条の4第3
項第3号、
第212条の
5第3項第3
号

銀行等は、事業性資金の貸付け
を担当する者が、保険募集を行
わないことを確保するための措
置を講じなければならない。
当該銀行等が特例地域金融機
関である場合にあっては、当該
措置に代わるものとして金融庁
長官が定める次のいずれかの
措置を講じなければならない。
①当該職員が直接の担当先の
関係者を対象とする保険契約の
締結の代理又は媒介を行わな
いことを確保する措置
②当該職員が直接の担当先の
関係者を対象とする保険契約の
締結の代理又は媒介を行った場
合に、それが法令等に適合する
ものであったことを個別に確認
する業務を行う者を本店等に配
置する措置

ｃ －

保険の圧力募集が生じないために定められ
た規制であり、対応は困難である。なお、モ
ニタリングの結果必要な場合には、弊害防
止措置の見直しも検討することとなる。

社団法人全国
信用金庫協
会・信金中央
金庫

3 A
保険窓販における販売

規制の撤廃
（保険窓販における販売規制の撤

廃）右記同様

保険窓販の第三次解禁において課され
ている販売規制（融資先等に対する販
売規制、特例を採用した場合の通算保
険金額上限規制、担当者分離規制、タ

イミング規制等）の撤廃

信用金庫・銀行等による保険窓販は、顧客
利便の向上という規制緩和の方向性に沿っ
て拡充されてきたものであるが、他方、実態
面においては融資先等への販売制限をはじ
めとする広範な規制が課されているがため
に、顧客の側からすれば商品選択の機会は
拡がらず、必ずしも利便性が向上したとは言
えない状況にある。また、特例として制限先
に募集できる場合でも、商品によっては保険
金額等に上限が設けられているため、顧客
ニーズに十分応えることができず、とりわけ
金額制限については早急な見直しが必要で

ある。
このほか、事業性融資の担当者が保険募集
を行えないことや、融資申込み期間中におけ
る保険募集が禁止されていることなどから、
顧客の利便性が損ねられるとともに煩雑な
手続きを強いる結果にもなっている。

顧客保護に関しては他の様々な規制により
対応が図られていることなどを勘案すれば、
上記のような販売規制は撤廃すべきである。

保険業法２７５
条、保険業法
施行規則第２
１２条、第２１２
条の２関係

継続
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5065A 5065005 z07096
金融庁、
法務省、

特定融資
枠契約に
関する法
律第2条

コミットメントライン契約（特定融
資枠契約）に係る手数料が利息
制限法及び出資法上の「みなし
利息」の適用除外となるのは､借
主が、①会社法 （平成17年法律
第86号）第２条第６号に規定す
る大会社、②資本金が３億円を
超える株式会社、③特定目的会
社（資産の流動化に関する法律
第２条第３項）等である場合に限
定される。

ｂ Ⅰ

　プロジェクト・ファイナンスに関するコミット
メントライン契約の利用については、その
ニーズを十分把握するとともに、その実態も
含め慎重に検討する必要があり、利息制限
法及び出資法の適用除外とすることについ
ては慎重に検討する必要がある。

社団法人全国
信用金庫協
会・信金中央
金庫

5 A
プロジェクトファイナンス
に関する規制緩和

右記同様
プロジェクト・ファイナンスによる資金の
貸付けを特定融資枠契約に関する法律

の対象に加える。

プロジェクト・ファイナンスにおいては、プロ
ジェクトの建設完了等一定の条件が満たさ
れた場合に借入れを受けられることを予め
確保するため、借入人である特別目的会社
に対してコミットメントラインの設定が求めら
れる場合が多い。かかる特別目的会社は特
定融資枠契約の対象である大会社が便宜的
に設立した子会社である場合が多く、その場
合当事者は保護を要しない高度な金融知識
を有する親会社の社員である。よって、かか
る大会社が議決権の過半数を有する特別目
的会社については、その親会社同様に特定
融資枠契約の対象としていただきたい。

特定融資枠契
約に関する法
律第２条

継続

5065A 5065006 z07097 金融庁、

信金法第
53条第２
項、信金法
施行令第
８条

員外貸出先として認められてい
る者は、次のとおりである。（信

金法施行令第8条）
・預金担保貸付
・卒業生金融
・小口貸付

・独立行政法人
・PFI事業者

・地方公共団体への貸付け
・雇用・能力開発機構等への貸

付け
・地方住宅供給公社等への貸付

け
・金融機関への貸付け

ｂ Ⅱ

国立大学法人および大学共同利用機関法
人を員外貸付先に加えることについては、
ニーズや実態を踏まえ、慎重に検討を行う

必要がある。

社団法人全国
信用金庫協
会・信金中央
金庫

6 A
員外貸出先の拡充

（信用金庫法の規制の緩和）国立
大学法人法に基づく国立大学法人
および大学共同利用機関法人に
対する貸出を員外貸出として認め

る。

国立大学法人法に基づく国立大学法人
および大学共同利用機関法人を信金法
施行令第８条による員外貸出先のひと

つに加える。

特殊法人改革に合わせて、８９の国立大学
法人と４の大学共同利用機関法人が平成１
６年４月１日に法人化された。また、国立大
学法人と大学共同利用機関法人の借入れに
ついては、国立大学法人法施行令第８条が
平成１７年１２月２８日に改正され、産学連携
の研究施設を建設する資金等を民間金融機
関から借り入れることが可能となった。これを
受けて、これらの法人は平成１７年３月に民
間金融機関からシンジケートローンまたは競
争入札による借入れを実施したが、これらに
対する貸付けは信用金庫法上認められてい

ない。
地方独立行政法人法に基づく公立大学法人
については、信用金庫の独立行政法人等に
対する貸付けが認められたことにより貸付け
が可能となったところであり、国立大学法人
と大学共同利用機関法人についても同様
に、規制緩和していただきたい。

信金法第５３
条第２項、信
金法施行令第

８条

継続

5065A 5065009 z07098
金融庁、
厚生労
働省、

確定拠出
年金運営
管理機関
に関する
命令第10
条第1号

営業職員による運用関連業務
（運用の方法に係る情報提供）と
運用商品の販売等の事務の兼
務は認められていない。

ｃ Ⅲ

営業職員による運用関連業務と運用商品
の販売等の事務の兼務については、運営
管理業務の中立性確保の必要性の観点か

ら、認めることはできない。

社団法人全国
信用金庫協
会・信金中央
金庫

9 A
確定拠出年金運営管理
業務にかかる金融商品
営業担当者による兼務

禁止の緩和

（確定拠出年金法の規制の緩和）
右記同様

金融機関の金融商品営業担当者につい
て、確定拠出年金運営管理業務のうち
の運用関連業務の兼務禁止を緩和す
る。兼務禁止の緩和に際しては、営業担
当者が加入者に対して中立的な立場で
運用関連業務を行うことを前提とする。

確定拠出年金業務を取り扱う金融機関の体
制整備において、本兼務禁止措置の緩和
は、確定拠出年金の普及に資するものと考

えられる。

確定拠出年金
運営管理機関
に関する命令
第１０条第１号

継続

36／44



様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）

要望
管理番
号

要望事
項管理
番号

分割補
助番号

グルー
プ化番
号

管理コー
ド

所管省
庁等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項
番号

要望
種別
（規
制改
革A/

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5065A 5065012 z07099 金融庁、

金融機関
の信託業
務の兼営
等に関す
る法律

都銀本体、信託銀行子会社及び
信託契約代理店が不動産関連
業務を行うことは禁止されてい

る。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金者等
の保護を確保する観点から、財務及び業務
の健全性を維持するため、極めて厳格な業
務範囲制限や子会社の業務規制が課され
ているところ。このような観点から、平成14
年において、都銀本体等に信託業務を解禁
した際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであり、今
日においても金融機関の財務及び業務の
健全性を確保する必要性が高いことから、
参入の可否については慎重な検討を要す

る。

社団法人全国
信用金庫協
会・信金中央
金庫

12 A 信託業務の拡大

（信託兼営法による規制の撤廃）
信託代理店（信金本体の場合も同
様。以下同じ。）の取扱い業務とし
て、不動産関連業務を解禁する。

信託業務の取り扱い拡大により、会員・
顧客のライフプランに応じた最適なバラ
ンスシートづくりが可能となる。

信用金庫では、金融商品の多様化を受け、
顧客起点のビジネスとして、会員・顧客のラ
イフステージにあった最適なバランスシート
づくりを基本としている。信託代理店の取扱
い業務として不動産関連業務の取扱いが可
能とならなければ、こうしたサービス提供が
信用金庫だけでは完結せず、顧客利便の観

点からも問題である。

金融機関の信
託業務の兼営
等に関する法
律第1条第1
項、同法施行
令第2条の2、
同法施行規則
第2条の2第1

項

継続

5065A 5065013 z07100 金融庁、
信用金庫
法第87条
の４

公告方法は、金庫の事務所の
店頭に掲示する方法に加え、次
の方法のいずれかを定款で定
めなければならない。
・日刊新聞紙
・電子公告

ｂ Ⅰ
全国を地区とする信用金庫連合会の公告
方法のあり方については、実態を十分に把
握したうえで検討を行う必要がある。

社団法人全国
信用金庫協
会・信金中央
金庫

13 A
信用金庫連合会の公告
方法からの店頭掲示の

除外

（信用金庫法の規制の緩和）右記
同様

信用金庫連合会については、事務所の
店頭における掲示を公告方法として定
めることを強制しないこととする。

信用金庫連合会の取引先は、信用金庫のほ
か、機関投資家や大規模事業法人が大宗を
占めており、その店舗にこれらの取引先が
来店して取引を行う機会はほとんどない状況
である。このため、店頭における掲示を持っ
てなす公告は、会員等に対する公示の機能
としては効果が望めないと考えられる。

信用金庫法第
８７条の４

5067A 5067001 z07101 金融庁、

公認会計
士法第44
条第2項、
第46条の
13

特別の法
律により設
立される民
間法人の
指導監督
基準

公認会計士法により、日本公認
会計士協会の総会決議が法令
又は会則に違反している場合等
には、内閣総理大臣はその取消
を命じることができること、及び
同協会の会則の変更は内閣総
理大臣の認可を受けなければ効
力が生じないこととされている。
また、平成14年４月14日に閣議
決定された「特別の法律により
設立される民間法人の指導監督
基準」では、該当する法人の役
員の任期は原則２年とすること

が定められている。

ｃ Ⅰ

日本公認会計士協会は、すべての公認会
計士を対象とし、指導・監督や登録事務等
を行う公的な機能を有する団体であり、総
会の決議や会則は、公益や投資者保護に
欠くことがないよう担保されている必要があ
る。このため、総会決議の取消や会則の認
可に関する規定の廃止を行うことは適当で

はないものと考えられる。
役員の任期については、平成14年の閣議
決定において、法人の健全かつ適正な管
理運営を確保するとの観点から、当該制限
が設けられたものであり、その見直しにつ
いては十分慎重に検討する必要がある。

日本公認会計
士協会

1 A
日本公認会計士協会の
自治機能の強化につい

て

日本公認会計士協会の総会にお
ける決議の取り消しに関する規定
（公認会計士法第46条の13）、会
則改正の認可に関する規定（公認
会計士法第44条2項）について廃

止されるべきである。
さらに、自主規制機関と行政による
監視・監督の方向性について、自
主規制機関による強化を基本とし
て、行政との役割分担を検討すべ

きと考える。
　また、「特別の法律により設立さ
れる民間法人の運営に関する指導
監督基準」により、「役員の任期に
ついては、原則２年を基準として設
定されていること」とされているが、
選挙や民主的なガバナンスにより
選出される限りにおいて、任期の
制限は不必要で、協会の会員に対
する指導連絡監督等の事務運営
の実体に即した役員任期の設定
が可能であるべきである。

自主規制機関による自己規律強化を通じて
社会にとって効率的な制度を構築し、自主規
制で足りない部分を行政が補完することを基
本とすべきで、資格者団体にあっては、個々
の資格者が実施する独占業務と、独占業務
の品質に影響を与えるその他の業務につい
て、可能な限り自主規制の強化を図るべきと

考える。
平成15年公認会計士法改正では、内閣総理
大臣による役員解任の命令権能が廃止され
た。しかしながら、総会決議の取消権や会則
変更の認可制は今だ維持されている。また
公益保護の観点からは、報告の聴取や立入
検査権、事務の改善を命令する権限も確保
されており、会員の総会における決議取消し
や会則変更の認可を必要とすることは、自治
機能を必要以上に制限するもので、こうした

規定は廃止されるべきと考える。
さらに、役員の任期を制限していることは、
欧米諸外国に比して雇用の流動性が乏しい
日本においては、優秀な人材を登用すること
を必要以上に制限する可能性がある。選挙
や民主的なガバナンスにより選出される限り
において、任期の制限は不必要で、協会の
会員に対する指導連絡監督等の事務運営
の実体に即した役員任期の設定が可能であ

るべきである。

公認会計士法
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）
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要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5070A 5070001 z07102 金融庁、

協同組合
による金融
事業に関
する法律
第六条第
一項にお
いて準用
する銀行
法第十四
条の二の
規定に基
づき信用
協同組合
及び信用
協同組合
連合会が
その保有
する資産
等に照らし
自己資本
の充実の
状況が適
当である
かどうかを
判断する
ための基
準を定め
る件　(大

補完的項目のうち、一般貸倒引
当金については、連結自己資本
比率の場合は第１条(単体自己
資本比率の場合は第８条)の算
式の分母の0.625パーセントを限
度として算入することができるも
のとする。

c -

自己資本比率の最低水準は、国際統一基
準行で8%以上、国内基準行で4%以上とされ
ており、貸倒引当金の分子への繰入限度に
ついても同様に、国内基準行は国際統一基
準行の1/2の0.625パーセントとされているも
のである。自己資本の充実は、量的な側面
だけでなく質的な側面も重要であるが、国
内基準行に1.25%の繰入限度を認めること
は、貸倒引当金の自己資本全体に占める
割合が著しく高くなり、相対的な自己資本の
質の低下を招くことにつながる。金融機関
の健全性確保の重要性に鑑みれば、貸倒
引当金の分子への繰入限度額のみを国際
統一基準行並みに引き上げることは困難。

社団法人全国
信用組合中央

協会
1 Ａ

自己資本比率算出の際
の貸倒引当金の繰入限
度額を引上げること

貸倒引当金について、自己資本算
出上の分子（自己資本額）算入割
合を国際統一基準行と同レベル
（１.２５％）まで緩和すること。

貸倒引当金の計上は国内基準、国際統一基
準にかかわらず企業会計に基づき計上する
こととされ、また金融検査マニュアルの償却・
引当基準が厳格化されたことにより、貸倒引

当金が従来より増加している。
現行および新ＢＩＳ規制における自己資本比
率は、国際統一基準行並びに国内基準行も
算出する際の分母については同一の基準で
あり、一方、分子は一般貸倒引当金の算入
限度を含め双方が異なるダブルスタンダード
基準である。新ＢＩＳ規制の第２の柱は、金融
機関が適切な自己資本を認識するために自
己のリスクプロファイルを通じて自己資本戦
略を構築することが規定されており、一般貸
倒引当金の算入限度は、この対応に少なか
らず影響を及ぼすものと認識している。
一般貸倒引当金の自己資本への算入主旨
を考えれば、算入限度を国際統一基準行の
１／２に限定することはなく、引上げることに

弊害もない。
貸倒引当金について、自己資本算出上の分
子（自己資本額）算入割合を国際統一基準
行と同レベル（１.２５％）まで緩和すること。

大蔵省告示第
１９２号（平
9.7.31）

5070A 5070002 z07103 金融庁、

中小企業
等協同組
合法第61
条

信用組合は、組合員の持分を取
得し、又は質権の目的としてこ
れを受けることができない。

ｂ Ⅰ

信用組合については、任意脱退に伴う持分
の払い戻しが認められている。一方、信用
金庫には任意脱退による持分の払い戻し
は認められておらず、持分の譲り渡しによっ
て脱退することとされており、出資の一時取
得制度は、譲受人が見つけられなければ脱
退できない制約があることを踏まえ特別に
措置された制度である。これは、信用金庫
の員外預金の取扱いに制限を設けていな
いことなど、協同組織としての性格の相違
によるものであり、信用金庫と同様の扱いと
することについては慎重な検討が必要であ

る

社団法人全国
信用組合中央

協会
2 Ａ

脱退組合員の出資持分
を一時取得できるように

すること

信用組合においても、組合員の脱
退（自由脱退）に際し、当該組合員
の出資金を譲り受ける者がいない
場合、信用金庫と同様に、一時的
にその出資金を譲り受けることが

できるようにすること。

組合員の出資金を信用組合が取得すること
は、脱退者の一時取得を含め、中小企業等
協同組合法第６１条により禁止されている。
信用組合においても、組合員の脱退（自由
脱退）に際し、当該組合員の出資金を譲り受
ける者がいない場合、信用金庫と同様に、一
時的にその出資金を譲り受けることができる

ようにすること。
信用金庫が員外預金の取扱いに制限を設け
ていないことなどもって信用組合に制限を設
けることは、同じ協同組織である組合員の利
益（利便性）を阻害するものであり、協同組
織としての性格の相違によるものではない。
信用組合では、日常的に出資加入・脱退が
発生しており、その金額も組合財産と比べる
と極めて僅少であることから、随時脱退を実
施しても法の目的とする組合事業の遂行へ
の影響はなく、また、脱退組合員の希望する
払戻しの早期化とともに、信用組合にとって
も処理の迅速化・合理化に繋がるものであ

る。
特に職域信用組合では、退職者への出資相
当額の返却が退職時から１年を超える場合
もあり、極めて強い要請があり、実務的な対

応が迫られているものである。

中小企業等協
同組合法第６
１条

5070A 5070003 z07104 金融庁、

中小企業
等協同組
合法施行
令第７条
第１項第２
号、昭和
63年大蔵
省告示第
13号

信用協同組合の組合員以外の
者で組合員たる資格を有するも
のに対する資金の貸付け及び
手形の割引は、一人当たりの資
金の貸付け及び手形の割引の
額の合計額が500万円の範囲内
において行うことができる。

ｂ Ⅱ

組合は、組合を構成する組合員たる中小企
業者等の相互扶助を目的とするものである
ことから、組合員以外の者に対する小口資
金の貸付けについて、「組合員たる資格を
有するもの」の制限を削除することや貸付
金額の範囲を拡大することは、ニーズや実
態等を踏まえ、慎重に検討する必要があ

る。

社団法人全国
信用組合中央

協会
3 Ａ

「組合員以外の者に対す
る小口の貸付」から「組
合員たる資格を有するも
の」の制限を削除するこ
と、及び貸付金額を引上

げること

顧客の利便性向上の観点から、
「組合員以外の者に対する小口の
貸付」から「組合員たる資格を有す
るもの」の制限を削除すること、及
び貸付金額を引上げること。

地区外の者が地区内に自宅を新築する場合
の住宅ローンの借入申込に対し、その時点
では地区外に住所があるため組合員資格が
なく、これに応じることができまない。この理
由は、「借入申込」と「組合員資格の取得」に
タイムラグが生じているからである。

顧客の利便性向上の観点から、「組合員以
外の者に対する小口の貸付」から「組合員た
る資格を有するもの」の制限を削除するこ
と、及び貸付金額を引上げること。

中小企業等協
同組合法施行
令第７条第１
項第２号

大蔵省告示第
１３号(昭
63.1.30)
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要望理由 根拠法令等
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（特記事項）

5070A 5070004 z07105 金融庁、

中小企業
等協同組
合法施行
令第７条
第１項第１
号及び第５
号、第２項

信用協同組合の組合員以外の
者に対する資金の貸付けは、貸
付け等の総額の100分の20の範
囲内で、組合員以外の者に対す
る預金又は定期積金を担保とす
る資金の貸付けや地方公共団
体に対する資金の貸付け等を行

うことができる。

ｂ Ⅱ

組合は、組合を構成する組合員たる中小企
業者等の相互扶助を目的とするものである
ことから、組合員以外の者に対する資金の
貸付けの限度額の拡大につながる措置に
ついては、ニーズや実態等を踏まえ、慎重

に検討する必要がある。

社団法人全国
信用組合中央

協会
4 Ａ

組合員以外の者に対す
る預金担保貸付、地方公
共団体に対する貸付を
員外貸出規制（総貸出に
対し２０％の範囲内）の
適用除外とすること

組合員以外の者に対する預金担
保貸付、地方公共団体に対する貸
付を員外貸出規制（総貸出に対し
２０％の範囲内）の適用除外とする

こと。

地元の地公体からの借入申込に対して２
０％という員外者への事業分量制限のため、
対応できない状況に置かれている。

　また、預金者の権利とも言うべき「預金者
への預金担保貸付」についても、同様の規

制が課せられている。
　組合員以外の者に対する預金担保貸付、
地方公共団体に対する貸付を員外貸出規制
（総貸出に対し２０％の範囲内）の適用除外

とすること。

中小企業等協
同組合法施行
令第７条第１
項第１号、第５

号
中小企業等協
同組合法施行
令第７条第２

項

5070A 5070005 z07106 金融庁、

中小企業
等協同組
合法施行
令第７条

組合員以外の者（個人）に対す
る貸付けについては、預金又は
定期積金を担保とする資金の貸
付け及び組合員たる資格を有す
るものに対する貸付け以外に行

うことはできない。

ｂ Ⅱ

組合員の地区外転居による法定脱退事由
が生じた場合の既存の貸付けについては、
一括弁済を求めていないが、制度上の手当
てが必要かどうか検討する必要がある。

社団法人全国
信用組合中央

協会
5 Ａ

地区外転居による法定
脱退事由が生じた場合
の既存の貸付（組合員以
外の者に対する貸付に
該当することとなる）につ
いて、引続き継続した取
扱いができるようにする

こと

地区外転居による法定脱退事由
が生じた場合の既存の貸付（組合
員以外の者に対する貸付に該当
することとなる）について、期限の
定めのあるものはその期限満了ま
で、期限の定めのないものについ
ては１年以内の取扱いが可能とな
るよう制度上の措置を行うこと。

地区外転居による法定脱退事由が生じた場
合の既存の貸付（組合員以外の者に対する
貸付に該当することとなる）について、期限
の定めのあるものはその期限満了まで、期
限の定めのないものについては１年以内の
取扱いが可能となるよう制度上の措置を行う

こと。

5070A 5070007 z07107 金融庁、

中小企業
等協同組
合法第９
条の９、中
小企業等
協同組合
法施行令
第８条

全国信用協同組合連合会にお
ける会員以外の者に対する貸付
限度は、中小企業等協同組合
法施行令において規定されてい
るが、他の協同組織金融機関の
連合会である信金中央金庫及
び全国労働金庫連合会は、それ
ぞれの根拠法令である信用金
庫法施行令及び労働金庫法施
行令では規定されておらず、「業
務方法書」の「業務の方法」にそ
れぞれの経営実態等に照らし合

わせて定めている。

ｂ Ⅰ

信用協同組合連合会は、中小企業等協同
組合法上、信用協同組合であるかを問わ
ず、組合の連合会が事業として信用事業を
行っているものをいう。これに対し、信用金
庫連合会は、信用金庫法上、信用金庫を会
員として組織する連合会であり、金庫の余
剰資金の運用や業務を補完する役割を
担っている。各連合会の員外貸付限度額の
変更については、こうした性格の相違を踏
まえた慎重な検討を行う必要がある。

社団法人全国
信用組合中央

協会
7 Ａ

全国信用協同組合連合
会の会員以外の者に対
する貸付限度に係る規
定を変更すること

全国信用協同組合連合会の会員
以外の者に対する貸付限度の定
めを根拠法である中小企業等協同
組合法の規定から削除すること。

全国信用協同組合連合会における会員以外
の者に対する貸出限度は、根拠法である中
小企業等協同組合法において規定されてい
るものの、他の系統中央金融機関である信
金中央金庫および労働金庫連合会は、それ
ぞれの根拠法である信用金庫法、労働金庫
法に規定されておらず、「業務方法書」の「業
務の方法」にそれぞれの経営実態等に照ら

し合わせ定められている。
全国信用協同組合連合会の会員以外の者
に対する貸付限度の定めを根拠法である中
小企業等協同組合法の規定から削除するこ

と。

中小企業等協
同組合法第９
条の９、中小
企業等協同組
合法施行令第

８条
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様式　全国規制改革及び民間開放要望書 （別添１）
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要望事
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分割補
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プ化番
号

管理コー
ド
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措置の
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（規
制改
革A/
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要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5070A 5070008 z07108 金融庁、

中小企業
等協同組
合法第９
条の９、中
小企業等
協同組合
法による信
用協同組
合及び信
用協同組
合連合会
の事業に
関する内
閣府令１
条の２

全国信用協同組合連合会の会
員のために行う債務の保証は認
められているが、会員以外の者
に行う債務の保証は認められて

いない。

ｂ Ⅲ

信用協同組合連合会は、中小企業等協同
組合法上、信用協同組合であるかを問わ
ず、組合の連合会が事業として信用事業を
行っているものをいう。これに対し、信用金
庫連合会は、信用金庫法上、信用金庫を会
員として組織する連合会であり、金庫の余
剰資金の運用や業務を補完する役割を
担っている。各連合会の員外に対する債務
保証等の取扱いについては、こうした性格
の相違を踏まえた慎重な検討を行う必要が

ある。

社団法人全国
信用組合中央

協会
8 Ａ

全国信用協同組合連合
会の会員以外の者に対
する債務保証又は手形
の引受けをできるように

すること

全国信用協同組合連合会の会員
以外の者に対する債務保証又は
手形の引受けの定めを「中小企業
等協同組合法による信用協同組
合及び信用協同組合連合会の事
業に関する内閣府令」の規定に追

加すること

①中小企業等協同組合法において、全国信
用協同組合連合会の会員以外の者に対す
る資金の貸付、手形の割引については、会
員に対する資金の貸付等を妨げない限度に
おいて行わなければならなく、また、これを行
う場合、当局の認可が必要であり、全国信用
協同組合連合会の会員以外の者に対する
貸付先は、国、公共法人、公益法人、証券取
引所に上場されている株式会社などが認可
されている。②債務の保証、手形の引受け
は、会員のためやその他内閣府令（国民生
活金融公庫等の業務の代理として行う債務
の保証、外国為替取引に伴って行う債務の
保証又は手形の引受け、子会社に対する債
務の保証又は手形の引受け、会員である信
用協同組合の組合員のためにする債務の保
証又は手形の引受け）で定められているもの
の、会員以外の者に対する貸付として認可さ
れている先への債務の保証又は手形の引受

けは認められていない。
これに対して、他の系統中央機関である信
金中央金庫においては、会員以外の者に対
する貸付として認可されている先に対しても

債務保証等が可能となっている。

中小企業等協
同組合法第９
条の９、中小
企業等協同組
合法による信
用協同組合及
び信用協同組
合連合会の事
業に関する内
閣府令１条の

２

5070A 5070012 z07109 金融庁、

保険業法
第300条第
1項第9号
同法施行
規則第234
条第1項第
2号

平成10年
大蔵省告
示第238号
保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅱ
－3－3－
2(7)①

企業が、生命保険会社と募集代
理店契約を締結して生命保険商
品の募集を行う場合、従業員へ
の圧力募集等を防止する観点
から、当該企業及びその企業と
密接な関係を有する者（法人）の
役員・従業員に対する保険募集
が一部の保険商品を除き禁止さ

れている。

ｂ Ⅲ

生命保険契約の長期性、再加入困難性等
に鑑み設けられている規制であり、その趣
旨を踏まえつつ、規制改革・民間開放推進
３ヵ年計画（再改定）に示されたスケジュー

ルに従い本年度に検討を行う。

社団法人全国
信用組合中央

協会
12 Ａ

生命保険の構成員契約
規制を廃止すること

生命保険の募集において、法人募
集代理店の役員・従業員又は当該
法人募集代理店と密接な関係を有
する法人の役員若しくは使用人に
対する募集禁止の規制（構成員契
約規制）を廃止しすること。

法人募集代理店として生命保険の募集を行
う際の障害となっているため、生命保険の募
集においては、法人募集代理店の役員・従
業員又は当該法人募集代理店と密接な関係
を有する法人の役員若しくは使用人に対す
る募集禁止の規制（構成員契約規制）を廃

止すること。
本規制が廃止されることにより、組合員の利
便性向上や組合の収益機会の拡大等を図る

ことができる。

保険業法第３
００条第１項第
９号、保険業
法施行規則第
２３４条第１項
第２号

5070A 5070013 z07110
金融庁、
厚生労
働省、

確定拠出
年金運営
管理機関
に関する
命令第10
条第1号

営業職員による運用関連業務
（運用の方法に係る情報提供）と
運用商品の販売等の事務の兼
務は認められていない。

ｃ Ⅲ

営業職員による運用関連業務と運用商品
の販売等の事務の兼務については、運営
管理業務の中立性確保の必要性の観点か

ら、認めることはできない。

社団法人全国
信用組合中央

協会
13 Ａ

確定拠出年金制度にお
ける営業職員による運用
関連業務の兼務禁止を

撤廃すること

営業職員による運用管理業務（運
用の方法に係る情報提供）と運用
商品の販売等の事務の兼務禁止

を撤廃すること。

営業職員による運用管理業務（運用の方法
に係る情報提供）と運用商品の販売等の事

務の兼務禁止を撤廃すること。
　実務面において運用担当者と販売担当者
を分離せずとも、運営管理業務に係る不正
等の防止は組織の牽制機能、内部監査によ

り確保されている。
本規制が撤廃されることにより、確定拠出年
金制度の概要や各運用商品に関する説明
から販売事務まで一担当者が一貫して行う
ことが可能となり、利便性の向上に資するこ
ととなる。また、人的余力に乏しい信用組合
においては、規模・特性に応じた組織運営、
業務展開が可能となり、収益機会の拡大等

を図ることができる。

確定拠出年金
法第１００条第
７号、確定拠
出年金運営管
理機関に関す
る命令第１０条
第１号
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要望
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号

要望事
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5070A 5070014 z07111 金融庁、

協同組合
による金融
事業に関
する法律
第６条で準
用する銀
行法第２１
条、協同組
合による金
融事業に
関する法
律施行規
則第１２条
の２～第１
２条の４、
金融再生
法第６条、
第７条、金
融再生委
員会規則
第２条～
第６条

リスク管理債権（貸出金のみ）
と、金融再生法に基づく資産査
定の対象債権（総与信）の両者
を当局宛報告・開示している。

c -

　リスク管理債権は米国ＳＥＣ基準と同様の
基準に従って分類され、時系列でも比較的
長い期間把握可能となるものである。
　他方、金融再生法開示債権は金融再生
法に直接基づくものであり、また、「金融再
生プログラム」における主要行の不良債権
比率の半減（１４年３月末の８．４％からの
半減）目標の基準となっていたものである
（当該比率は１７年３月末に２．９％と低下
し、半減目標は達成）。
　両者の差異は縮小しており、不良債権に
ついて２種類の開示を求めることは事務上
煩雑であるとの指摘があることは承知して
いるが、その一方で、リスク管理債権につ
いては米国基準との同等性や時系列での
比較可能性といった観点があり、また、金
融再生法開示債権については、今後も不良
債権に関する最も重要な指標であると考え
られることから、開示を一本化することにつ
いては、現時点での措置は困難。

社団法人全国
信用組合中央

協会
14 Ａ

協金法に基づくリスク管
理債権の開示と金融再
生法に基づく資産査定の
開示を一本化すること

協同組合による金融事業に関する
法律に基づくリスク管理債権の開
示と金融再生法に基づく資産査定
の開示を一本化すること。

協同組合による金融事業に関する法律に基
づくリスク管理債権の開示と金融再生法に基
づく資産査定の開示を一本化すること。
協同組合による金融事業に関する法律に基
づくリスク管理債権と、金融再生法に基づく
資産査定とでは、開示の対象となる債権とそ
の開示基準が異なっており、事務上煩雑で
あるとともに、わかりにくい開示内容となって

いる。
また、利用者（組合員）からすれば、この２つ
の基準については、結局何を見ればよいの
か分からず十分な理解が得られていない状
況にある。新ＢＩＳ規制においても、顧客に理
解しやすい開示が求められていることから、
実務対応並びに開示主旨に即し、開示を一

本化すること。

協同組合によ
る金融事業に
関する法律第
６条で準用す
る銀行法第２１
条、協同組合
による金融事
業に関する法
律施行規則第
１２条の２～第
１２条の４、金
融再生法第６
条、第７条、金
融再生委員会
規則第２条～
第６条

5071A 5071002 z07112 金融庁、

貸金業の
規制等に
関する法
律

貸金業規制法は、全ての貸金業
者に対し、資金需要者等の属性
や規模の如何に関わらず、一律

に適用される。

ｃ Ⅰ

　10月31日に国会に提出した「貸金業の規
制等に関する法律等の一部を改正する法
律案」は、近年深刻さを増している多重債
務問題の解決のために、一般消費者向けと
事業者向けに関係なく抜本的かつ総合的な
対策を講じるものであり、一般消費者向けと
事業者向けを峻別した規制とすることは困

難。

社団法人リー
ス事業協会

2 A 貸金業規制法について

貸金業規制法は、借入人を消費
者・相応の規模を有する事業者向
けを峻別することなく、一律、いわ
ゆる17条書面の交付や交渉内容
の記録（法第19条、施行規則第16
条1項6号）その他の手続が規定さ
れている。相応の規模の事業者
（法人）に対する貸金を一般消費
者（および個人事業主）向け貸金と
峻別し、かかる事業者との取引に
おける手続については、銀行法の
規定に準じた規制とする。これによ
り、取引実態にも即した規制とな
り、適切な取引の推進にも資する

ものと思料する。

ノンバンクは、相応の規模の事業者に対して
も貸金を行っており、シンジケートローンに参
加するケースもある。特にシンジケートローン
では、エージェント以外の参加金融機関によ
る借入人への直接の接触は制限されてお
り、また、取引内容（適用金利変動型取引な
ど）からも17条書面の交付が事実上難しい
ケースも生じている。情報・交渉能力格差の
ある個人やそれに準ずる者と、相応の規模
の事業者相手の取引を同一の基準で規制
する必要性は乏しく、相応の規模の事業者
については銀行法と同様のレベルの規制と
することで取引実態に即した規制となり、適
切な取引の推進にも繋がるものと思料する。

貸金業規制法

5071A 5071005 z07113 金融庁、
金融庁告
示第34号

従属業務を営む会社は、当該銀
行及びその子会社からの収入
の額の合計額の総収入の額に
占める割合が百分の五十を下
回らないこととされている。

ｃ Ⅲ

従属業務子会社は、分社化を通じた経営の
効率化の観点から、親銀行との一体性を確
保することを前提として、特例で認められて
おり、銀行からの収入を全く受けないことに
ついては、銀行の他業禁止に係る子会社
の業務範囲の趣旨を逸脱するものであり、

措置することは困難である。

社団法人リー
ス事業協会

5 A
従属業務を営む子会社
の収入依存度規制の撤

廃

銀行持株会社又はその子会社等
の従属業務を営む会社は、各事業
年度においてその営む各々の従
属業務につき、当該銀行持株会社
の子銀行からの収入があることが
定められている。銀行からの収入
条項を廃止して業務の自由度を高
め、本体の業務を子会社にアウト
ソーシングすることにより、業務の
効率化が図れる。又、同種業務を
他社から受託することにより事業
拡大が見込まれ、雇用拡大等に寄
与する。＜効果＞銀行持株会社の
子会社等の事務受託業務、福利

厚生業務

銀行持株会社の子会社等にとっても、子会
社を活用した業務効率化及び経営効率化が
求められている。金融関連業務等、銀行法
上認められた業務を分担するにもかかわら
ず、銀行持株会社の子銀行からの収入を義
務付けられていることから、経営効率化が阻
害されている。子会社として認められている
業務に付、グループとして積極的に展開する
ことを検討している。ついては、検討期間、結
論時期等を明確にした上で、検討を行うこと

を強く希望する。

金融庁告示第
34号

41／44
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5071A 5071006 z07114 金融庁、

銀行法16
条の2第1
項各号、銀
行法施行
規則第１７
条の３第２
項、

主要行等
向けの総
合的な監
督指針　Ⅴ
-3-3-1

現行制度上の銀行子会社の業
務範囲について限定列挙されて

いる。
ｃ Ⅰ

「使用期間満了後の使用物品等の所有権
等の権利が相手方に移転する旨の定めが
ないこと」との要件を撤廃することは、実質
的に中古販売業務を主たる業務として行う
ことを認めることとなり、銀行業務との関連
性、その必要性等の観点から、中古販売業
務を銀行子会社の業務範囲に追加すること

については、適切ではない。

社団法人リー
ス事業協会

6 A
銀行法施行規則第17条
の３第2項第11号の要件

撤廃等

銀行持株会社のリース子会社が行
うリース業務は、「使用期間が満了
した後、リース物品等の所有権そ
の他の権利が相手方に移転する
定めがないこと」が要件として定め
られている。例えば、当社リース物
件とユーザー所有物件を合わせて
売却することが効率的と判断出来
る場合でも、対応できない。銀行法
施行規則第17条の３第2項第11号
の要件撤廃、銀行持株会社のリー
ス子会社等への中古物品販売業
務の認容＜効果＞・良質なリース
期間満了物件等中古物件の流通・
リユース・リサイクル促進・販売ノウ
ハウの吸収による、オペレーティン
グ・リースの活性化・廃棄物削減

銀行持株会社のリース子会社は良質且つ大
量のリース・レンタル期間満了の中古物件を
保有しており、当該要件の撤廃・緩和により
中古物件の売買を専門に行う子会社を設立
するなどして、効率的且つ迅速に処理するこ

とが可能となる。

銀行法、銀行
法施行規則第
17条の3第2項
第11号

添付資料１：要望理由

5072A 5072001 z07115 金融庁、

保険業法
第291条第
2項・3項、
第292条、
同施行令
第41条、
第42条第2
号

保険仲立人は開業時は保証金
4000万円、その後は過去３年間
に受領した手数料、報酬等の合
計額（最低4000万円、最高当該
金額が８億円）を最寄の供託所
に供託しなければならない。
 また、保険仲立人は保険仲立
人賠償責任保険契約を締結し、
内閣総理大臣の承認を受けた
場合は、保証金の一部を供託し
ないことができる（金融機関を相
手方とした保証委託契約を締結
した場合は全部又は一部を供託
しないことができる）。なお、当該
契約内容は、金融庁長官の承
認を受けた場合を除き、契約を
解除し、又は契約の内容を変更
することができないものであるこ
と等の要件に適合するものでな
ければならない。

ｃ －

供託金と賠償責任保険契約との賠償資力
確保手段としての機能の差異を踏まえる
と、前者について、保険契約者等の保護の
観点から相当と認められる水準が確保され
ている必要があり、ご要望に対応すること

は困難である。

日本保険仲立
人協会

1 B
保険仲立人の賠償資力
確保措置の要件緩和に

ついて

　保険仲立人に、その財産的裏付
けとして供託を義務付けられてい
る保証金の額が高すぎ、新規参入
に際しての大きな障壁の一つと
なっている。新たに保険仲立人を
はじめようとする者、特に個人に
とって、４０００万円の最低保証金
（有価証券で充当することは可）を
用意し、しかも事業期間中、その額
を寝かせ続けることの負担は大き
く、参入に二の足を踏む原因とも

なっている。
　諸外国の保険ブローカーの例を
見ても、そもそも、こうした保証金
の供託を義務付けている国はない
ようであり、その廃止ないし緩和を

要望したい。

保険仲立人になるためには、現状、最低
４０００万円から、過去３年間の収入に応じ
最高８億円までの保証金の供託が義務づけ
られている。契約者保護の観点から、何らか
の形で保険仲立人が賠償資力を有すること
を担保する措置が必要であることを否定す
るものではないが、そうした措置は、必ずし
も保証金供託の形式に限定せず、仲立人賠
償責任保険でも代替し得ることにすべきであ
る（現状でも、仲立人賠償責任保険で代替し
得ることになっている部分はあるが、それは
４０００万円を上回る分についてのみであ

る）。
　従来の措置との連続性に関連して、仮に、
何らかの保証金供託制度を維持すべきとい
う場合にも、保証金の額を３００～５００万円
程度まで大幅に引き下げ、残りの額につい
ては、賠償責任保険等で代替できるようにす

ることを要望したい。
　※この供託すべき保証金のうち、４０００
万円までの分については、その全部または
一部を金融機関等の保証で代えることがで
きることになっているが、令４２条で定める要

件
　（金融庁長官の承認を受けた場合を除き、
契約を解除し、又は契約の内容を変更する
ことができないものであること）に従えば、銀
行はこの種の保証状を発行することはでき
ず、事実上、画に描いた餅になってしまって
いる。この点についても、何らかの善処を要

望したい

添付資料１のとおり
保険業法
第２８３条

添付資料２：要望理由

5072A 5072002 z07116 金融庁、

保険業法
第２９５条
同施行規
則第２２９
条
保険会社
向けの総
合的な監
督指針Ⅱ
－３－３－
６（１）

損害保険代理店は、その主たる
目的として、自己又は自己を雇
用している者を保険契約者又は
被保険者とする保険契約（自己
契約）の保険募集を行うことが禁
止されている。
また、その主たる目的として、自
らと人的又は資本的に密接な関
係を有する者を保険契約者又は
被保険者とする保険契約（特定
契約）の保険募集を行うことは、
上記自己契約の禁止の趣旨に
照らし問題があるため、損害保
険会社に対し、所属代理店につ
いて、状況把握や管理、指導を
行うことを求めている。

c -

自己契約・特定契約に係る現状の制度は、
募集手数料を支払う名目で、実質的に特定
の保険契約者に対して保険料の割引と特
別の利益提供による不公平な保険募集等
が行われることを防止する趣旨から必要か
つ十分な内容で定められており、特定契約
の範囲の拡大等、要望内容のような見直し
を行うことは困難である。

日本保険仲立
人協会

2 B
自由で公平な競争を拒
んでいる保険募集市場
の一段の開放

わが国保険募集市場の現状を見
るに、保険仲立人と代理店とは、
保険市場の活性化を促し契約者の
利便の一層の向上を目指すうえ
で、等しく公平・公正な条件の下に
競争を行う形になっていない。つい
ては、特に、専ら自らのグループの
ためだけに業務を行っていて自立
の度合の低い企業代理店は早期
の撤退を促すべく、次の項目を要
望することとしたい。①自己契約及
び特定契約の規制の厳格な運営
②所属するグループ会社の契約及
び従業員の契約は、企業代理店
の特定契約の中に含めて考えるこ

とにすべきこと

添付資料２のとおり
保険業法
第２９５条
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要望
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要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5073A 5073001 z07117
金融庁、
農林水
産省、

農業協同
組合法第
１０条第１
９項、農業
協同組合
及び農業
協同組合
連合会の
信用事業
に関する
命令第６
条第１項

国・政府関係機関との取引上の
担保として行う債務の保証等は
認められているが、原則として組
合員・会員以外の者のために行
う債務の保証は認められていな

い。

ｂ Ⅲ

農協の行う事業は、組合員のために行うこ
とが原則とされていることから、組合員以外
の者のために行う債務保証の範囲を拡大
することについては、そのニーズ・実態面や
員外利用等の制度面からの検証が必要で
あり、慎重な検討を行う必要がある。

全国農協中央
会・農林中央
金庫

1 A
債務保証に係る利用者

範囲の拡大
組合員(会員)以外の者のために行
う債務の保証の範囲を拡大する。

○農協法において、組合員以外の者に対す
る貸出が認められているにもかかわらず、債
務保証については、①業務代理業務に　付
随して行うもの、②国・政府関係機関との取
引上の担保として行うもの、③外国為替取引
に伴って行うもの、④貯金等を担保とするも

の等に限定されている。

○　組合員（会員）となっていない貸出先で
ある中小企業においても、資金調達手段に
おいて近時は資金借入の「間接金融」から社
債発行等による「直接金融」へとシフトが進
んできている。特に、中小企業社債保証制度
における中小企業の私募債総額引受けにお
いては、私募債の引受金融機関としてＪＡ・
信連が指定されているものの、ＪＡ・信連が
共同保証人となることができないため社債権
者になれないこととなっている。こうした先に
対する社債権者への債務保証ができるよう
な制度改正が望まれるところであり、これに
より農業生産法人等への資金ニーズに応え

ることができる。

○農業協同組
合法第10条第
19項

○農業協同組
合及び農業協
同組合連合会
の信用事業に
関する命令第
６条第１項

5073A 5073002 z07118
金融庁、
農林水
産省、

農業協同
組合法施
行規程第
２８条、平
成１０年金
融監督庁・
大蔵省・農
林水産省
告示第１４
号、系統金
融機関向
けの総合
的な監督
指針Ⅲ－
４－８－１

組合の子会社は、債務保証業
務のうち、事業者に対する事業
の用に供する資金に関するもの
については、営むことが認めら

れていない。

ａ Ⅲ

組合の子会社である信用保証会社に係る
事業制限（事業性ローンの取扱い禁止）に
ついては、平成１８年度までに撤廃すること

とする。
その際、組合の経営の健全性や、子会社を
含めた組合全体のリスク管理の適切性を踏
まえ、また、債務保証については、他の制
度との関連について検証しながら慎重に検

討することとする。

全国農協中央
会・農林中央
金庫

2 A
信用保証業務を営む子
会社の業務範囲の拡大

信用保証業務を営む組合の子会
社が事業性ローンに係る信用保証
を行うことができるようにする。

○　組合の子会社は、債務保証業務のうち、
事業者に対する事業の用に供する資金に関
するものについては、営むことが認められて

いない。

○　現在、金融機関は個人事業者や農業生
産法人等の中小企業事業者の資金ニーズ
に応えるべく貸出商品の多様化に努めてい
る。事業性ローンに係る信用保証が追加さ
れれば、担保・個人保証に依存しない事業
性ローンが可能となり、地域の中小零細企
業に対し柔軟性のある保証サービスが可能

となる。

○金融監督
庁・大蔵省・農
水省告示第14
号第１条

○系統金融機
関向けの総合
的な監督指針
Ⅲ－４－８－１

5073A 5073003 z07119 金融庁、

金融機関
の信託業
務の兼営
等に関す
る法律

都銀本体、信託銀行子会社及び
信託契約代理店が不動産関連
業務を行うことは禁止されてい

る。

ｃ Ⅰ

　銀行等の金融機関については、預金者等
の保護を確保する観点から、財務及び業務
の健全性を維持するため、極めて厳格な業
務範囲制限や子会社の業務規制が課され
ているところ。このような観点から、平成14
年において、都銀本体等に信託業務を解禁
した際も、信託業務に密接に関連するもの
に限って解禁することとしたところであり、今
日においても金融機関の財務及び業務の
健全性を確保する必要性が高いことから、
参入の可否については慎重な検討を要す

る。

全国農協中央
会・農林中央
金庫

3 A
信託代理店における不
動産関連業務の取扱い

解禁

信託代理店の取扱業務に不動産
関連業務（信託併営業務）の取扱

いを認める。

○兼営法改正（平成14年2月1日施行）によ
り、普通銀行等本体での信託業務の取扱い
が認められた際に、信託代理店の取扱業務
についても拡大され、その後、遺言関連業務
が解禁されたが不動産関連業務が認められ

ていない。

○組合においては、金融商品の多様化を受
け、組合員の資産相談に総合的に対応する
必要があり、「処分型」不動産関連業務（信
託併営業務）について制限を設けることは適
当ではない。信託代理店において不動産の
売買・賃貸の媒介・代理等の不動産関連業
務（遺言関連に関係する不動産業務も含む）
を取扱うことができれば、組合員の不動産を
含めた資産に関する総合的な資産管理サー

ビスを発揮できることにつながる。

○金融機関の
信託業務の兼
営等に関する
法律第１条第
１項

○同施行令第
３条

○同施行規則
第３条
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5073A 5073004 z07120
金融庁、
厚生労
働省、

確定拠出
年金法第
89条第1項
確定拠出
年金運営
管理機関
に関する
命令第2条

運営管理機関の登録を受けよう
とするときは、役員の氏名・住所
を記載した登録申請書を厚生労
働大臣および内閣総理大臣（金
融庁長官）に提出しなければな

らない。

ｃ Ⅰ、Ⅲ

役員に係る事項は、事業主が運営管理業
務を委託する運営管理機関を選任するにあ
たり、適切に業務を実施できると考えられる
法人を慎重かつ十分な注意を払って総合
的に検討する際に必要なものであるため、

簡素化は困難である。

全国農協中央
会・農林中央
金庫

4 A
確定拠出年金運営管理
機関の登役員に係る登
録事項の簡素化

確定拠出年金運営管理機関にお
いて登録を受ける役員を、金融機
関にあってはすべての役員でなく

担当役員のみとする。

○　確定拠出年金運営管理機関において
は、常勤・非常勤に関わらず、全ての役員の
登録を受ける必要がある。また、当該役員の
兼業状況についても登録を受ける必要があ

る。

○　証券業においては担当役員のみ登録を
受ければようこととされているが、運営管理
機関は全ての役員の登録を受けることとされ
ている。当該役員変更の発生により変更の

届出手続きが煩雑化している。

○確定拠出年
金法第89条、
第92条第１項
○確定拠出年
金運営管理機
関に関する命
令第２条、第３

条

現行の保険業法では、
保険会社の取締役、執
行役及び監査役は、特
定関係者（当該保険会
社の子会社、当該保険
会社を子会社とする保
険持株会社の子会社
［当該保険会社を除く］
等）に該当する銀行の
取締役、執行役若しくは
監査役（理事、監事そ
の他これらに準ずる者
を含む。）又は使用人を
兼ねてはならない、とさ

れている。

5076A 5076003 z07121 金融庁、
保険業法
第8条第1
項

保険会社の取締役、執行役、監
査役等は、保険業法第８条第１
項の特定関係者に該当する金
融機関等の役員等を兼ねては
ならないこととされている。

ｃ －

保険業法第８条第１項は、子会社方式・持
株会社方式による保険と銀行等の他業態と
の間の相互参入に伴う弊害を防止するため
に設けられている規定であり、ご要望に対

応することは困難である。

ソニー株式会
社

3 A
保険会社における取締
役等の兼職制限の緩和

保険会社と銀行の双方を傘下に持
つ金融持株会社グループにおい
て、保険会社と銀行双方の取締役
等の兼務が可能となるよう規定の

緩和を要望する。

保険会社と銀行の双方を傘下に持つ金融持
株会社グループにおいては、保険会社と銀
行の役員兼職を可能とすることが、グループ
の内部統制の強化及び傘下子会社の経営
管理の効率化に資すると考えられる。

また、銀行・保険会社間の取締役の兼職を
可能とし、コングロマリットの経営を効率化す
ることは、結果として、預金者、契約者の利

益に資すると考える。
なお、取締役は忠実義務（会社法355条）、
競業および利益相反取引の制限（会社法
356条）があり、また、銀行法（13条の2）・保
険業法（100条の3）にはいわゆるアームズレ
ングスルールがあり、これらの法令により、
相互参入の弊害は防止できると考える。

保険業法第8
条第1項

5080A 5080001 z07122 金融庁、

証券取引
法第44条
第3号、第
66条の13
第1号ホ

証券会社又は証券仲介業者が
金銭を貸し付けることを条件とし
て勧誘することは不可。また、親
法人等又は子法人等がその顧
客に対して信用を供与している
ことを知りながら、当該顧客との
間で証券業行為に関する契約を
締結するためには、公益又は投
資者保護のため支障を生ずるこ
とがないと認められるものとして
承認を受けることが必要とされて
いる。

ｂ Ⅰ、Ⅲ

金融商品取引法に基づく政令・内閣府令を
整備する中で、「投資者の保護に欠けるお
それの少ないと認められるもの」としてどの
ようなおのが考えられるかにつき、検討を行

う。

株式会社
ジェーシー
ビー

1 A
有価証券購入時のクレ
ジットカードによる決済

前回６月期の同内容の要望に関し
まして以下の回答をいただいてお

ります。
『金融商品取引法に基づく政令・内
閣府令を整備する中で、「投資者
の保護に欠けるおそれが少ないと
認められるもの」としてどのようなも
のが考えられるかにつき、検討す

る』
このご回答を踏まえまして、引き続

き以下要望いたします。
①その後の検討につき進捗状況を

お伺いしたい
②『投資家の保護に欠けるおそれ
が少ない』という点を十分に踏まえ
てある程度条件付きでも、カード決
済の導入を認めていただきたい

顧客が証券を購入する際の窓口（対面
販売、ネット販売、仲介業者経由での販
売など）において、決済手段としてクレ

ジットカードを導入する。

以下の効果が見込まれ、消費者ニーズも高
まっている為、クレジットカードによる決済を

早急に実現したいと考える。
・クレジットカードによる決済を可能とすること
で、消費者としては決済手段の選択肢が広

がり利便性が向上すること。
・クレジットカード会社が持つ販売チャネルの
活用やクレジットカード特有のポイントサービ
ス等を付随することにより、証券拡販の一助

になること。

金融商品取引
法、他
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